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1. はじめに 

東海第二発電所については，1978年11月28日に営業運転を開始し，2018年11月に運転開

始後40年を迎えようとしている。 

 

原子力発電所ではこれまでプラントの安全・安定運転を確保するために，電気事業法に

基づく定期検査注1）により，技術基準への適合を確認するとともに，保守管理における機

器・構造物の保全活動として，点検や予防保全活動等に取組んでいる。加えて，最新の技

術的知見の反映や国内外で経験された事故・故障の再発防止対策等についても，必要に応

じ実施している。 

また，一般的には，機器・材料は使用時間の経過とともに，経年劣化することが知られ

ているが，これまでのところ30年の運転期間を超え40年目の劣化状況評価（高経年化技術

評価）を実施した他原子力発電所の評価結果からも，劣化の傾向が大きく変化することを

示す技術的知見は得られていない。 

また，運転年数の増加に伴いトラブルの発生件数が増加しているという傾向も認められ

ていないことから，現時点で高経年化による原子力発電所設備の信頼性が低下している状

況にはないと考える。 

しかしながら，原子力発電所のより長期の運転を仮定した場合，経年化に伴い進展する

事象は顕在化してくることから，運転年数の長い原子力発電所に対して，高経年化の観点

から技術評価を行い，そこで得られた知見を保全に反映していくことは，原子力発電所の

安全・安定運転を継続していく上で重要である。 

 

注1)：2013年7月8日以降は「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」

に基づき，原子力規制委員会が施設定期検査を実施 

 

このような認識のもと，1996年4月に通商産業省（現：経済産業省）資源エネルギー庁は

｢高経年化に関する基本的な考え方」をとりまとめ，原子力発電所の高経年化対策の基本方

針を示した。 

さらに，2003年9月及び2005年12月に「実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則」

（以下，「実用炉規則」という）を改正するとともに，原子力安全・保安院（現：原子力規

制委員会。以下同じ）は「実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイドライ

ン」及び「実用発電用原子炉施設における高経年化対策標準審査要領（内規）」（以下，「高

経年化対策実施ガイドライン等」という）を発出し，原子炉の運転を開始した日以降29年

を経過する日までに，また，以降10年毎に，耐震安全性評価を含めた経年劣化に関する技

術的な評価（以下，「高経年化技術評価」という）を行い，これに基づき保全のために実施
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すべき措置に関する10年間の計画を策定することを電気事業者に求めた。 

 

その後，2008年8月に実用炉規則が改正され，高経年化対策を通常の保全の中に位置づけ

一体化することで，原子力発電所の運転当初からの経年劣化管理を義務づけるとともに，

「保全のために実施すべき措置に関する10年間の計画」を，新たに「保全のために実施す

べき措置に関する10年間の方針」（以下，「長期保守管理方針」という）として原子炉施設

保安規定（以下，「保安規定」という）に位置づけ，認可の対象とした。 

また，実用炉規則の改正に伴い，原子力安全・保安院は「高経年化対策実施ガイドライ

ン等」を改訂し，2008年10月に発出後，2010年4月及び2011年5月に改正した。 

 

また，2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれにより生じた津波に起因

する東京電力福島第一原子力発電所で発生した事故に鑑み，2012年9月に原子力規制委員会

設置法が施行され，原子力安全・保安院に代わる機関として，原子力規制委員会が環境省

の外局として設立された。 

さらに，2013年7月には同法により，発電用原子炉の運転することが出来る期間につい

て，最初に使用前検査を合格した日から起算して40年と規定され，当該期間満了に際して

は，原子力規制委員会の認可を受けて，20年を超えない期間を限度として一回に限り延長

できることとなった。 

それらを踏まえ，原子力規制委員会は2013年6月に「実用炉規則」を改正するとともに

「実用発電用原子炉の運転期間延長認可申請に係る運用ガイド」（以下，「運転延長ガイ

ド」という）にて，運転期間延長認可申請書の記載内容等を定め，2013年11月に「実用発

電用原子炉の運転の期間の延長の審査基準」（以下，「運転延長審査基準」という）を制定

し，運転の期間の延長の審査にあたって確認すべき事項を定めている。また，運転延長ガ

イドについては，2013年12月，2014年8月及び2017年9月に，運転延長審査基準については

2016年4月にそれぞれ改正されている。 

加えて，原子力規制委員会・規制庁は高経年化対策実施ガイドライン等に代わるものと

して，2013年6月に「実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド」（以下，「高

経年化対策実施ガイド」という）を制定し，2013年12月，2015年10月，2016年11月，2017

年9月に改正している。 

また，2013年7月に「実用発電用原子炉施設における高経年化対策審査ガイド」（以下，

「高経年化対策審査ガイド」という）を制定し，2013年12月，2016年11月に改正してい

る。 
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一方，一般社団法人日本原子力学会は2007年3月に「原子力発電所の高経年化対策実施基

準：2007」を制定し，2008年12月に「原子力発電所の高経年化対策実施基準：2008」（以

下，「学会標準2008版」という）として改定の上，2009年2月に発行，2010年4月原子力規制

委員会によりエンドースされた。以降は，2010年9月に「原子力発電所の高経年化対策実施

基準：2010（追補1）」（以下，「学会標準2010追補版」という），2012年6月に「原子力発電

所の高経年化対策実施基準：2011（追補2）」（以下，「学会標準2011追補版」という），2012

年12月に「原子力発電所の高経年化対策実施基準：2012（追補3）」（以下，「学会標準2012

追補版」という），2016年3月に「原子力発電所の高経年化対策実施基準：2015」，2016年9

月に「原子力発電所の高経年化対策実施基準：2016（追補1）」を発行した。 

さらに，旧独立行政法人原子力安全基盤機構（現：原子力規制委員会｡以下同じ）は，上

記，高経年化対策実施ガイド及び高経年化対策審査ガイド並びに学会標準2008版に対応し

て，2013年9月に「高経年化技術評価審査マニュアル」を作成し，公表している。 

 

東海第二発電所では，運転開始後40年を迎え，プラントを構成する機器・構造物に対

し，運転延長ガイド，高経年化対策実施ガイド，高経年化対策審査ガイド，学会標準2008

版，学会標準2010追補版，学会標準2011追補版等に基づき，60年間の運転及び冷温停止を

仮定し，想定される経年劣化事象に関する技術評価を「延長しようとする期間における運

転に伴い生ずる原子炉その他設備の劣化の状況に関する技術的な評価」（以下，「劣化状況

評価等」という）として実施した。劣化状況評価等にあたっては，運転延長ガイドに基づ

き実施した特別点検注2）の結果を踏まえて評価した。 

 

注2）：「実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則」第113条第2項第1号による点検 

 

また，運転を開始した日から40年以降の20年間に，高経年化の観点から現状保全を充実

する新たな保全項目等を抽出し，「延長しようとする期間における原子炉その他の設備につ

いての保守管理に関する方針」（以下，「保守管理に関する方針」という）を策定した。本

評価書はこれらをとりまとめたものである。 

このとりまとめには，運転開始後30年目の高経年化技術評価の検証として，劣化傾向の

評価，保全実績の評価及び長期保守管理方針の有効性評価についても含めている。 

なお，劣化状況評価等の対象とする機器・構造物及び評価手法は，40年目の高経年化技

術評価におけるものと同様である。 

 

この結果，現状の保全の継続等により，今後，プラントを健全に維持することが可能で

あることを確認した。 
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また，抽出した保守管理に関する方針については，長期保守管理方針として策定すると

ともに，東海第二発電所の保安規定に記載し，認可申請を行う。 

 

今後は，認可された保安規定に基づき，保全活動に長期保守管理方針をとり入れ実施し

ていくとともに，実用炉規則82条にて定める時期に高経年化技術評価の再評価を実施して

いくことにより，機器・構造物を健全に維持・管理していく。 

 

なお，本評価書は各機器・構造物の劣化状況評価等及び保守管理に関する方針の概要を

示すものであり，各機器・構造物の劣化状況評価等の詳細，耐震安全性評価及び耐津波安

全性評価の結果については，別冊にまとめている。
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2. 東海第二発電所の概要 

 

2.1 東海第二発電所の設備概要 

 

東海第二発電所は，電気出力約1,100 MWの沸騰水型原子力発電所で，原子炉格納容器

の型式はマークⅡである。 

原子炉内で発生した熱は，原子炉再循環系統により炉心内を通る冷却材に伝えられ蒸

気を発生させる。この蒸気は原子炉圧力容器内に設けられている気水分離器及び蒸気乾

燥器によって水分が取除かれ，飽和蒸気となってタービンに送られタービン発電機を回

転させる。タービンを通った蒸気は復水器に入り，ここで冷却されて復水となり，復水

ポンプ，低圧(第2～6)給水加熱器を通り原子炉給水ポンプにより高圧（第1）給水加熱器

を経て原子炉圧力容器に戻り，ジェットポンプにより駆動されて再び炉心に送られる。 

 

発電所の主要な仕様，系統概要を以下に示す。 

 

(1) 発電所の主要仕様 

電気出力  約1,100 MW 

原子炉型式  沸騰水型軽水炉 

原子炉熱出力  3,293 MW 

燃料   低濃縮ウラン（燃料集合体764体） 

減速材   軽水 

タービン  非再熱式4車室6流排気形 

 

(2) 発電所全体の系統概念 

発電所の全体系統概念図を資料2‐1に示す。 

 



 

 

 

－
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資料 2-1 東海第二発電所 全体系統概念図 
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2.2 発電所の運転実績 

東海第二発電所は，1971 年 12 月の第 57 回電源開発調整審議会において，新規着手地

点として電源開発基本計画に組み入れられることが決定し，1972 年 12 月 23 日に内閣総

理大臣より原子炉設置許可を取得した。 

東海第二発電所の建設工事は，敷地造成工事，建屋基礎掘削工事を経て 1973 年 6 月の

建屋基礎工事によって本格化し，原子炉圧力容器据付，タービン据付，各種試験を経て

燃料装荷を行い 1978 年 1 月に原子炉が臨界に達した。その後，出力上昇試験，1978 年 3

月 13 日の初並列を経て，1978 年 11 月 28 日に営業運転を開始した。2006 年 8 月，累積

発電電力量 2,000 億 kWh を達成した。 

 

また，原子力発電設備の有効利用により CO２排出量を削減し，地球温暖化の防止にも

貢献できる定格熱出力一定運転の実施に向け，経済産業省通達「定格熱出力一定運転を

実施する原子力発電設備に関する保安上の取扱いについて（平成 13・12・12 原院第１

号）」に基づき，設備の健全性評価，運転管理方法の改善へ向けた諸対策を実施し，2003

年 12 月から定格熱出力一定運転を開始している。 

 

東海第二発電所における発電電力量・設備利用率の年度推移を資料 2-2，計画外停止

回数の年度推移を資料 2-3，計画外停止の事故故障一覧を資料 2-4 に示す。過去約 40 年

間を遡った時点までの発電電力量・設備利用率の年度推移をみると，中性子計測ハウジ

ングのひび割れ対策（第 17 回定期検査時(1999 年度)）等により，設備利用率の低下が

見られる。近年においては 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震以降，新

規制規準への対応のため発電所は長期停止状態を継続している。 

なお，計画外停止（手動停止及び自動停止）回数の推移については，供用期間の長期

化との間に有意な相関は認められない。 
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2.3 技術基準規則への適合に向けた取組及びそのスケジュール 

東海第二発電所については，新規制規準へ適合させるため，平成 26 年 5 月 20 日付け

総室発第 31 号をもって原子炉設置変更許可(平成 29 年 11 月 8 日付け総室発第 60 号にて

一部補正)を申請している。また，平成 26 年 5 月 20 日付け発室発第 35 号をもって工事

計画認可申請書を申請している。 
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累積平均設備利用率 ＝ 61.4% 

資料 2－2 東海第二発電所 発電電力量・設備利用率の年度推移 

東北地方太平洋沖地震に伴う

原子炉自動停止及び新規制規

準への対応のため長期停止状

態を継続中 

［百万 kWh］
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回
数

年度

手動停止回数 18回

自動停止回数 11回

[ 回 ]

＊1 ＊2

［長期停止期間］

＊1：第17回定期検査 中性子計測ハウジングの

ひび割れ対策により353日間停止

＊2：東北地方太平洋沖地震による自動停止及び

新規制規準適合性審査のため停止継続中

資料 2-3 東海第二発電所 計画外停止回数の年度推移 
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資料 2-4  東海第二発電所 計画外停止の事故故障一覧 

 

No. 年度 件         名 

1 1978 原子炉冷却材再循環ポンプモータ(A)の故障に伴う原子炉手動停止 

2 原子炉冷却材再循環ポンプモータ(B)の故障に伴う原子炉手動停止 

3 1979 主蒸気配管に付属する計装配管弁からのリークに伴う原子炉手動停止 

4 1980 蒸気タービントリップに伴う原子炉自動停止 

5 給水制御系誤信号に伴う原子炉自動停止 

6 蒸気タービン中間塞止弁急閉に伴う原子炉自動停止 

7 1981 蒸気タービン主塞止弁リミットスイッチ動作不良による原子炉自動停止 

8 給水系試験用計装用配管溶接部の損傷に伴う原子炉手動停止 

9 原子炉水位低誤信号による原子炉自動停止 

10 中間領域計装（IRM）の応答不調に伴う原子炉手動停止 

11 蒸気タービン組合せ中間弁試験時の原子炉自動停止(調整運転中) 

12 1982 原子炉冷却材再循環ポンプ(B)入口弁小口径配管の損傷に伴う原子炉手動停止 

13 落雷による原子炉自動停止 

14 1983 タービン抽気管ドレン系の蒸気漏洩（調整運転中） 

15 1984 給水制御系不調による原子炉自動停止 

16 1985 残留熱除去系手動弁ドレン配管からの漏洩による原子炉手動停止 

17 1987 原子炉再循環ポンプ(B)のトリップ 

18 1990 原子炉格納容器内床ドレン発生量の増加に伴う原子炉手動停止 

19 1993 原子炉格納容器冷床ドレン発生量の増加に伴う原子炉手動停止 

20 1996 タービン制御油漏えいに伴う原子炉手動停止 

21 1997 軽油貯蔵タンク修理に伴う原子炉手動停止 

22 2000 東海原子力線トリップによる原子炉自動停止 

23 2001 原子炉自動停止における制御棒１本の不完全挿入について 

24 2002 原子炉給水系（B系）点検に伴う原子炉手動停止 

25 原子炉冷却材再循環流量制御弁開度検出器取替のため発電停止 

26 2006 タービン駆動給水ポンプ（A）軸封部シール水出口配管からの漏えいに伴う原子炉

手動停止 

27 2009 主油タンク油面変動等に伴う機器点検のための原子炉手動停止 

28 2010 残留熱除去系海水系（B）系機器点検のための原子炉停止 

29 地震による原子炉自動停止（【東日本大震災関連】非常ディーゼル発電機 2C 用海

水ポンプの自動停止） 
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2.4 発電所の保守管理の概要 

原子力発電所の保守管理においては，機器・構造物の経年劣化が徐々に進行し，最終

的に故障に至ることのないよう，定期的な検査や点検等により経年劣化の兆候を早期に

検知し，必要な処置を行い，事故・故障を未然に防止することを目的としている。 

東海第二発電所での日常的な保守管理において時間経過に伴う特性変化に対応した劣

化管理が的確に行われている経年劣化事象（以下，「日常劣化管理事象」という）の劣化

管理の考え方を以下に述べる。 

発電所における運転・保守は，運転監視，巡視点検，定期的な検査・試験及び点検に

より設備の健全性を確認し，経年劣化等の兆候が認められた場合には詳細な調査及び評

価を行い，補修，取替等の保全を実施している。特に長期の使用によって発生する経年

劣化事象については，点検により経年的な劣化の傾向を把握し，故障に至る前に計画的

かつ合理的な保全を実施している。 

また，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」に基づく原子力規制

委員会の施設定期検査注3)を受検するとともに，定期事業者検査についても，その実施に

係わる組織等の妥当性が定期安全管理審査において審査されている。 

さらに，保安規定において，定期事業者検査等の対象機器に対する作業項目のうち，

分解点検，開放点検，補修，取替及び改造等の機能回復を図るものについて，検査・試

験の具体的方法を定め，所定の機能を発揮しうる状態にあることを確認・評価すること

を規定している。 

 

注 3）：施設定期検査申請書には保全計画が含まれる。 

なお，2013 年 7 月 7日以前は，「電気事業法」に基づく経済産業大臣の定期検

査を受検するとともに，定期事業者検査についても，その実施に係わる組織等

の妥当性が定期安全管理審査において審査されていた。 

 

具体的には，国が技術的な妥当性を評価し，実用発電用原子炉の設置，運転等に関す

る規則 第 81 条第 1項（当時は第 11 条第 1項）に掲げる保守管理に係る要求事項を満

たすものとなった，「原子力発電所の保守管理規程（JEAC4209-2007）」に基づき，社内標

準類を策定・整備し保守管理を実施している。 

保守管理を実施するにあたり，まず初めに，社長は原子力施設の安全確保を最優先と

して保守管理の継続的な改善を図るため，保守管理の現状などを踏まえ，保守管理の実

施方針を定めている。策定された保守管理の実施方針は，保守管理の有効性評価の結果

を踏まえ見直されるとともに，高経年化技術評価等の結果として長期保守管理方針を策

定又は変更した場合には，長期保守管理方針に従い保全を実施することを保守管理の実

施方針に反映している。 

 

また，発電管理室長及び東海第二発電所長は，保守管理の実施方針に基づき，保守管

理の改善を図るための具体的な保守管理目標を設定し，保守管理の有効性評価の結果を

踏まえ，保守管理目標の見直しを実施している。 
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この保守管理目標を達成するため，原子力発電所では，資料 2‐5に示すような考え方

に基づき，保全活動を行っている。 

 

東海第二発電所では，原子炉施設の中から，保全を行うべき対象範囲として設備を選

定し，この保全対象範囲について系統毎の範囲と機能を明確にした上で，構築物，系統

及び機器の保全重要度を設定している。系統の保全重要度は，重要度分類指針の重要度

に基づき，確率論的リスク評価（以下，「PSA」という）から得られるリスク情報を考慮

する。また，機器の保全重要度は，当該機器が属する系統の保全重要度に整合させる。

構築物の保全重要度については系統又は機器の保全重要度に基づき設定する。 

また，保全の有効性を監視，評価するために，保全重要度を踏まえプラントレベル及

び系統レベルの保全活動監視指標を設定している。 

 

保全計画の策定にあたっては，関係法令，関係規格及び基準を遵守するとともに，保

全の対象範囲について，保全重要度を勘案し，保全の有効性評価の結果を踏まえた上

で，必要に応じて以下の事項を考慮し，策定している。 

a. 運転実績，事故及び故障事例などの運転経験 

b. 使用環境及び設置環境 

c. 劣化，故障モード 

d. 機器の構造等の設計的知見 

e. 科学的知見 

 

また，あらかじめ保全方式として予防保全（時間基準保全，状態基準保全）又は事後

保全を適切に選定し，①点検の方法，それらの②実施頻度及び③実施時期を定めた点検

計画を作成している。なお，この保全方式は，保全重要度を踏まえた上でこれまでの保

全実績，劣化，故障モード及び適用可能な設備診断技術（状態監視）を考慮し，効果的

な保全方式を選定している。 

①点検の方法については，個別の機器毎に保全内容を検討しているが，具体的には劣

化メカニズム整理表注4）及びこれまでの保守管理から得られた機器の部位別に想定され

る劣化事象に着目した保全項目(検知方法)の検討を行い，検討結果に基づく保全内容を

担保するために必要な作業，検査項目等を選定している。 

 

注 4）：劣化メカニズム整理表は，原則として東海第二発電所の高経年化技術評価にお

いて評価した経年劣化事象（部位，因子等）を検知するための保全項目，設計

で考慮している事項（機器の構造等の設計的知見）等を整理し一覧表にしたも

の。 

 

②実施頻度についても，メーカ推奨周期，過去の点検実績等を参考にしながら機器に

応じて適切に設定している。 
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また，③実施時期については，保全計画で定める機器の点検の方法及び実施頻度に基

づき,点検の実施時期を保全計画の点検計画表として定めている。 

補修，取替及び改造を実施する場合は，あらかじめその方法及び実施時期を定めた計

画を策定している。具体的には，信頼性向上，経年劣化の観点から長期的に取り組む必

要がある工事について，実施内容と実施時期を明確にする中長期設備修繕計画を策定し,   

中長期設備修繕計画を基に,保全計画,中長期運転保守計画並びに工事の重要性・緊急

度・経済性を勘案のうえ，年度保修計画を策定している。 

 

以上のとおり,あらかじめ定められた保全計画に従い，「工事計画」，「設計管理」，「調

達管理」，「工事管理」の各プロセスにより点検・補修等の保全を実施し，記録してい

る。 

 

当社は，運転監視，巡視点検，定期的な検査及び点検により設備の健全性を確認し，

経年劣化等の兆候が認められた場合には詳細な調査及び評価を行い，補修，取替等の保

全を実施している。長期の使用によって発生する経年劣化事象については，点検により

劣化の傾向を把握し，故障に至る前に計画的な保全を実施することにより機能回復を図

り，長期的な健全性並びに信頼性を確保している。 

さらに，劣化傾向監視による管理として状態監視保全，点検及び取替結果の評価のた

めの点検手入れ前データ（As-Found データ）を活用し保全の充実を図っている状況にあ

る。 

 

一方，東海第二発電所で発生した事故・故障については，速やかに原因究明及び再発

防止対策を実施するとともに，当社の他発電所及び国内外の原子力発電所で発生した事

故・故障の対策についても水平展開の検討を行い，必要に応じて予防処置として設備の

改善及び運転・保守管理等の改善を行うことにより，発電所のより一層の安全・安定運

転に努めている。 

 

(1) 運転監視，巡視点検 

運転状態を各種指示計，記録計，計算機出力等により運転員が常時監視するととも

に，原子力発電所の多種多様な設備について運転員が計画的に巡視点検を行い，機器

等の健全性確認，経年劣化等の兆候の早期発見に努めている。 

 

(2) 定期的な検査 

プラント運転中を主体に待機設備の作動確認等の定期的な検査を行い，設備の健全

性確認及び経年劣化等の兆候の早期発見に努め，事故・故障の未然防止を図ってい

る。また，定期的な検査のうち，工学的安全施設等の安全上重要な設備の定期的な検

査の内容を保安規定に定め，これに基づく運用を行っている。 
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(3) 点検 

「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」に基づき原子力規制委

員会が行う施設定期検査に合わせ，定期的にプラントを停止し，保全担当部門による

プラント全般にわたる設備の点検を社内マニュアルに基づき実施し，設備の機能維持

及び経年劣化等の兆候の早期発見に努め，事故・故障の未然防止を図るとともに，環

境の維持，災害の未然防止を図っている。また，プラントを停止せずに点検を実施で

きる設備については，同様の点検をプラント運転中に実施している。点検の結果は記

録としてまとめ，設備の経年的な劣化の傾向を管理し，以後の点検計画に反映してい

る。 

 

(4) 点検体制及び業務 

検査及び点検については，当社の保全担当部門が担当する設備の点検計画，作業管

理（技術センターは，一部の直営作業の管理を実施）を行い，分解点検等の実作業

は，協力会社又は当社技術センター（以下，「協力会社等」という）が実施してい

る。 

点検等にあたっては，点検，試験，検査の担当部門が協力会社等の行う作業監理及

び品質を含めた調達管理を行っている。 

 

(5) 予防保全 

プラントの運転監視，巡視点検，定期的な検査及び点検により，設備の機能低下や

経年劣化等の兆候が認められた場合には，保全担当部門が故障に至る前の適切な時期

に補修，取替を行うなど，事故・故障の未然防止に努めている。 

 

(6) トラブルの処理及び再発防止 

発生したトラブルについては，不適合管理及び是正処置として速やかに原因究明及

び対策の検討，評価を行い，的確な復旧により設備の機能回復を図るとともに,必要

に応じて再発防止対策を実施している。また，国内外他社の同種設備で発生したトラ

ブルについてもその再発防止対策を水平展開し予防処置を行うことにより，事故・故

障の未然防止に努めている。 

 

(7) 改善活動 

より一層の安全性，信頼性を確保するため，現行の保全管理のスパイラルアップが

重要であるとの観点から，改善活動として保全データの推移及び経年劣化の長期的な

傾向監視の実績，トラブル等の運転経験，高経年化技術評価や定期安全レビュー結

果，他プラントのトラブル及び経年劣化傾向に係るデータ等に基づいて，保全の有効

性評価を実施するとともに,その結果と保守管理目標の達成度から定期的に保守管理

の有効性評価を実施し，保守管理が有効に機能していることを確認するとともに，継

続的な改善に取り組んでいる。 
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以上のような日常的な保守管理の有効性評価の手法として，プラントレベル及び系

統レベルの保全活動管理指標を設定し，監視しており，至近（第 25 保全サイクル

（期中））における実績は下記の通りである。 

 

a. プラントレベルの保全活動管理指標 

プラント全体の保全の有効性が確保されていることを監視する観点から，プラ

ントレベルの保全活動管理指標としている「7,000 臨界時間あたりの計画外自動

スクラム回数」,「7,000 臨界時間あたりの計画外出力変動回数」，「工学的安全

施設の計画外作動回数」の 3項目のうち，「7,000 臨界時間あたりの計画外出力

変動回数」は，実績値が目標値を満足している。 

なお，他の 2項目は，2011 年度に発生した東北地方太平洋沖地震による波及

的影響を受け，目標値を逸脱しているものの，本事象は保全活動の結果によるも

のではないことは自明であり，カウントを除外することで,目標値はクリアー出

来ることから，保全は有効に機能していると評価した。 

 

b. 系統レベルの保全活動管理指標 

原子炉施設の安全性と保全活動とを関連付け監視する観点から，系統レベルの

保全活動管理指標として，保全重要度の高い系統注5）のうち，重要度分類指針ク

ラス 1，クラス 2及びリスク重要度の高い系統機能に対して設定した「予防可能

故障（MPFF 注 6））回数」及び「非待機（UA）時間注7)」について，すべての実測値

が目標値を満足していることから，保全は有効に機能していると評価した。 

 

注 5）：原子炉施設の安全性を確保するための重要度分類指針の重要度に基づ

き，PSA から得られるリスク情報を考慮して設定する。 

 

注 6）：MPFF（Maintenance Preventable Functional Failure）。系統もしくは，

トレインに要求される機能の喪失を引き起こすような機器の故障のうち，

適切な保全が行われていれば予防できていた可能性のある故障。 

 

注 7)：UA 時間（Unavailable hours）。当該系統もしくはトレインに要求される

機能が必要とされる期間内において理由によらずその機能を喪失した状態

になっている時間。 

 

これらの保全活動については，原子力発電所における機器の劣化兆候の把握及

び点検の最適化につながるとともに，常に PDCA を廻して改善が図られ，高経年

化プラントに対する的確な劣化管理に資するものであり，今後も日常点検を継続

することで健全性を維持することが可能であると考える。 
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なお，改善活動の一環として，東海第二発電所において，発電所の安全性・信

頼性の向上を図るために，30 年目の高経年化技術評価以降に実施した改善工事

としては，次のものがある。 

 

「腐食」 

・第 6給水加熱器取替工事 

給水加熱器は，胴側内部流体（抽気蒸気）による流れ加速型腐食のため，炭素

鋼製胴体の減肉が確認されたことから，炭素鋼から耐食性に優れた低合金鋼製の

胴体に取替を実施した。 

 

「応力腐食割れ」 

・排ガス予熱器取替工事 

応力腐食割れの予防保全対策として，排ガス予熱器の主要材料を SUS304 ステ

ンレス鋼から，より鋭敏化特性に優れた SUS316 ステンレス鋼に変更した。 

なお，開放点検を容易に実施できるよう，管側フランジ構造を漏止め溶接を伴

う 3枚締め構造から平板構造への変更を併せて実施している。 

 

・シュラウドサポート予防保全対策工事，制御棒駆動機構スタブチューブ等予防保

全対策工事 

応力腐食割れが確認されたシュラウドサポート及び炉心シュラウドの溶接部に

ついては，健全性を確認しているが，新たな亀裂の発生を抑制するため，ウォー

タージェットピーニング工法により残留応力低減を図っている。 

また，制御棒駆動機構スタブチューブ,ICM ハウジングと原子炉圧力容器下鏡

との溶接部等においても，同工法を適用し,予防保全対策を実施している。 
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PDCA の 3 本柱 

①点検･補修等の不適合管理及び是正処置の結果から継続的改善 

②保全の有効性評価の結果から継続的改善 

③保守管理の有効性評価の結果から継続的改善 

資料 2-5 原子力発電所の保守管理の概要 

保守管理 

保 全 

保全重要度の設定 

保全活動管理指
標の設定及び監 
視計画の策定 

保全計画の策定 
・点検計画の策定 
・補修，取替え及び 
改造計画の策定 

・特別な保全計画の 
策定 

保全の実施 保全活動管理 
指標の監視 

点検・補修等の 
結果の確認・評価 

保全の有効性評価 

点
検
・
補
修
等
の 

不
適
合
管
理
及
び 

是
正
処
置 

保守管理の有効性評価 
（定期安全レビュー含む） 

原子炉施設の経年劣化に
関する技術的な評価 

長期保守管理方針 

保守管理の実施方針及び 
保守管理目標 

保全対象範囲の策定 

①

②

③



 

－ 19 － 

3. 劣化状況評価の実施体制 

3.1 評価の実施に係る組織 

評価の実施に係る組織（劣化状況評価等にあたる体制）を資料 3-1 に示す。 

保守総括グループは，評価に関する実施計画及び実施手順の策定，運転経験及び最新

知見の調査・分析等を行い，作成された評価書の確認及びとりまとめ等の全体調整を行

った。 

機械設備（コンクリート構造物，鉄骨構造物含む）の保全を担当する機械グループ及

び電気・計測制御設備の保全を担当する電気・制御グループが，劣化状況評価書を検

討・作成し，保守総括グループが総括した。 

また，劣化状況評価等を実施する保修室員以外の者が評価結果の妥当性の確認を行っ

た。 

本店は，発電所から送付された劣化状況評価書等の確認を行い，必要な社内手続きを

経て原子力規制委員会へ報告した。また，作成に伴い発生する対外的な調整や最新情報

を発電所に提供する等の支援，助言を行った。 

 

3.2 評価の方法 

劣化状況評価は，運転延長ガイド，高経年化対策実施ガイド及び学会標準 2008 版等に

準拠して策定した社内規程「高経年化対策実施手引書」に基づいて実施した。 

 

評価方法の詳細については，4. 劣化状況評価の実施方法にまとめている｡ 

 

3.3 工程管理 

運転延長ガイド，高経年化対策実施ガイド等に基づき，運転開始後 39 年を経過する

2017 年 11 月までに運転期間延長認可の申請を行うべく工程管理を実施した。 

具体的には，発電所長が定めた計画工程に対し，組織として横断的な対応を図ること

により完遂した。 

また，評価結果の妥当性確認は，高経年化対策レビュー＆アドバイザリー委員会（以

下，「R&A 委員会」という）及び敦賀発電所により 2017 年 1 月～10 月に実施された。 

原子力施設保安運営委員会において本評価書の審議を経た後，2017 年 11 月 2 日に東

海第二発電所長に承認された。 

考査・品質監査室長は，実施手順及び実施体制の制定から評価書の承認までの手順に

ついて進捗にあわせ適時確認した。 

 

劣化状況評価書等の策定の実施工程を資料 3‐2に示す。 
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3.4 協力事業者の管理 

契約・委託に係る社内マニュアルに基づき，以下のとおりプラントメーカ等に発注し,

業務委託を実施した。 

協力事業者 主な委託業務 

日立 GE ニュークリア・エナジー ・中性子照射脆化 

・疲労解析 

・耐震解析他 

GE 日立・ニュクリアエナジー・インター

ナショナル・エルエルシ 

・疲労解析 

岡野バルブ製造 ・疲労解析 

日立造船 ・耐震評価 

日揮 ・耐震評価 

日本ガイシ ・耐震評価 

オルガノ ・耐震評価 

原子力エンジニアリング ・国内外運転経験の収集，整理 

・最新知見の収集，整理等 



 

－ 21 － 

3.5 文書・評価記録の管理 

劣化状況評価等の主たる文書・記録については，高経年化対策実施手引書に以下のと

おり，承認又は確認者，保存者，保存期間を定めている。 

 

文書名称 

区分 承認又は

確認者 
保存者 

保存 

期間 文書 記録

劣化状況評価書 

（高経年化技術評価書） 
－ ○ 発電所長 

プラント管理 

グループマネ 

ージャー 

*1 

保守管理に関する方針 

（長期保守管理方針） 
－ ○ 発電所長 

プラント管理 

グループマネ 

ージャー 

*2 

実施体制 ○ － 発電所長 

プラント管理 

グループマネ 

ージャー 

*1 

実施工程 ○ － 発電所長 

プラント管理 

グループマネ 

ージャー 

*1 

敦賀発電所長による評価

方法・評価結果の妥当性

確認結果 

－ ○ 発電所長 

プラント管理 

グループマネ 

ージャー 

*1 

特別点検結果報告書 － ○ 

機械グル

ープマネ

ージャー 

プラント管理 

グループマネ 

ージャー 

永久 

*1：原子炉施設の解体又は廃棄後 10 年の期間が経過するまでの期間 

*2：次回高経年化技術評価公表まで 

 

3.6 教育訓練 

劣化状況評価を実施する力量については，高経年化対策実施手引書でその要求する力

量を定めている。 

具体的な評価に携わる担当者の力量水準については，保修室員教育取扱書に定める監

理員認定者とし,その教育・訓練は，同取扱書に基づき実施している。 
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3.7 評価年月日 

2017 年 11 月 2 日 

 

3.8 評価を実施した者の氏名 

日本原子力発電株式会社 

東海第二発電所長 江口 藤敏
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発電管理室長 
開発計画室長 

本店発電管理室 

(発電所駐在)  

○支援・助勢 

敦賀発電所長 

発 電 所 長 

○評価結果の妥当性確認 

発電用原子炉主任技術者

○指導・助言 
○評価書等の確認 

ボイラ・タービン主任技術者
電気主任技術者 

○指導・助言 
○評価書等の確認 

渉外・報道グループマネージャー

○社外への公表手続き 

原子炉施設保安運営委員会 

○付議された案件の審議 

R&A 委員会

○評価結果の妥当性確認 

品質保証グループマネージャー 

○プロセスの審査 

保安運営グループマネージャー 

○対外対応窓口業務 
○承認を得た評価書等及び特別点検

結果報告書を本店へ送付 

○高経年化対策検討を統括 
○高経年化技術評価書及び長期保守管理

方針（以下，「評価書等」という）並
びに特別点検結果報告書について，原
子炉施設保安運営委員会にて審議 

○敦賀発電所長への評価結果などの妥当
性確認を依頼 

○実施体制，工程及び評価書等を承認 
○考査・品質監査室長による確認を依頼

  

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東海第二発電所 劣化状況評価の実施体制 

保修室長

○高経年化対策検討（評価）の実施 
○特別点検の実施，結果報告書の承認

並びに原子炉施設保安運営委員会へ
の付議 

○協力室への検討依頼（必要時） 

協力事業者 

○解析業務 
○最新知見等情報収集 

電気・制御グループマネージャー 

○高経年化対策検討（評価）の実施 
○協力室への検討依頼（必要時） 
 

保守総括グループマネージャー 

○実施計画，実施体制及び工程の策定 
○QMS に従った管理 
○評価書等の妥当性確認依頼 
(R&A 委員会，敦賀発電所長) 

○評価書等の保安運営委員会への付議 
○官庁対応（ヒアリング，立入検査） 
○特別点検の基本方針の策定 
○考査・品質監査室長による確認の手続き 

○実施体制及び工程の確認 
○評価書等及び特別点検結果報告書の確認 

機械グループマネージャー 

資料 3-1 評価の実施に係る組織 



 

 

－
 
2
4
 
－
 

 

資料 3-2 劣化状況評価等の策定の実施工程     

年度／月

 

 

2014

年度

2015

年度
2016 年度 2017 年度 

4 … 7 … 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 … 3 

項 目                        

[準備・計画] 

社内規程整備 

                       

劣化状況評価委託                        

評価対象機器抽出                        

運転経験の抽出                        

[実施] 

特別点検 

                       

個別評価書作成                        

評価書（総括）作成                        

耐震安全性評価，耐津波安全性評価                        

保守管理に関する方針の策定                        

[妥当性確認] 

R&A 委員会 

                       

敦賀発電所レビュー                        

原子炉施設保安運営委員会                        

劣化状況評価等承認                        

考査・品質監査レビュー                        

[申請手続き] 

決裁手続き 

                       

申請                        

劣化状況評価及び保守管理に関する方針 

 

▼ 

▼ 

▼ 

▼ 
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4. 劣化状況評価の実施方法 

4.1 劣化状況評価対象機器 

劣化状況評価では東海第二発電所の安全上重要な機器等（「実用炉規則第 82 条第 1 項」

で定める機器・構造物）を評価対象機器とした。 

具体的には，「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針（平

成 2 年 8 月 30 日原子力安全委員会決定）」において定義されるクラス 1，2 及び 3 の機能

を有する機器・構造物（実用炉規則別表第二において規定される浸水防護施設に属する機

器・構造物を含む）並びに「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則（2013 年原子力規制委員会規則第 5号）第 43 条第 2項に規定される常

設重大事故等対処設備」（以下，「常設重大事故等対処設備」という）に属する機器・構造

物とし，保全プログラムシステム及び配管計装線図（P&ID）等を基に抽出した。 

さらに，工事計画で新たに追加された機器･構造物についても，評価対象として追加し

た｡ 

なお，供用に伴う消耗があらかじめ想定される部品であって設計時に取替を前提とする

もの，又は機器分解点検等に伴い必然的に交換されるものは消耗品として評価対象から除

外している。また，設計時に耐用期間（時間）内に計画的に取替えることを前提とする機

器あるいは部品であり，交換基準が点検計画により定められているものについても定期取

替品として評価対象から除外している。 
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4.2 劣化状況評価手順 

4.2.1 機器のグループ化及び代表機器の選定 

評価にあたっては，ポンプ，熱交換器，ポンプモータ，容器，配管，弁，炉内構造

物，ケーブル，送受電設備・発電設備，タービン設備，コンクリート構造物及び鉄骨

構造物，計測制御設備，空調設備，機械設備，電源設備の 15 機種に分類し，機種毎

に評価した。なお，15 機種のうち送受電設備・発電設備については主要設備の評価対

象機器として抽出されなかった。 

選定された評価対象機器について合理的に評価するため，構造（型式等），使用環

境（内部流体等），材料等により，学会標準 2008 注 8)版附属書 A（規定）に基づき，

「経年劣化メカニズムまとめ表注9）」を参考に，対象機器を分類しグループ化を行っ

た。 

次に，グループ化した対象機器から重要度，使用条件，運転状態等を考慮して各グ

ループの代表機器（以下，「代表機器」という）を選定し，代表機器で評価した結果

をグループ内の全機器に水平展開するという手法で全ての機器について評価を実施し

た。ただし，代表機器の評価結果をそのまま水平展開できない経年劣化事象について

は個別に評価を実施した。 

 

注 8）：学会標準 2010 追補版，学会標準 2011 追補版を含む。 

 

注 9）:｢経年劣化メカニズムまとめ表｣は，これまでの高経年化技術評価の知見を包

括的にまとめ，高経年化技術評価対象機器個別の条件（型式，使用環境，

材料等）を考慮し，安全機能達成のために要求される機能の維持に必要と

なる主要な部位に展開した上でその部位と経年劣化事象の組合せを整理し

た表であることから，これまでに確認されている使用材料及び環境に応

じ，発生しているか又は発生が否定できない経年劣化事象を抜け落ちなく

抽出することができる。 

なお，2.4 に示す「劣化メカニズム整理表」は，「経年劣化メカニズムま

とめ表」を基に保全の最適化をするため保守管理に活用する情報を集約し

てまとめたものであり，保守管理の結果により充実していくものである。 

この「劣化メカニズム整理表」に反映される保守管理の結果による情報

は必要に応じて「経年劣化メカニズムまとめ表」にフィードバックされ

る。 
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4.2.2 国内外の新たな運転経験及び最新知見の反映 

（1）国内外の運転経験等の反映 

経年劣化事象の抽出にあたっては，これまで実施した敦賀発電所１,2 号炉を含む

先行評価プラントの技術評価書を参考にするとともに，現在までの国内外の運転経

験や研究，原子力規制委員会指示文書及び原子力規制委員会設置以前については

旧：原子力安全・保安院指示文書等によって新たに得られた知見を反映した。 

運転経験の反映は，東海第二発電所の 30 年目の高経年化技術評価以降から 2017

年 9 月 30 日までの運転経験について事象・原因を分析し，高経年化への影響を判

断して反映を実施した。なお，その期間以降においても新規に発生した又は分析が

可能となった運転経験については適時分析を行い，評価書への反映を実施してい

る。 

国内の運転経験としては，法律，通達対象のトラブルに加え，法令の定めでは国

への報告は必要ないが，電力自主で公開している軽微な情報も含んでいる。具体的

には「原子力安全推進協会」が運営する原子力施設情報公開ライブラリー（NUCIA）

において公開されている「トラブル情報」「保全品質情報」「その他情報」を対象と

した。 

 

また，海外の運転経験としては，NRC（米国原子力規制委員会；Nuclear 

Regulatory Commision）の Bulletin（通達） ，Generic Letter 及び Information 

Notice を対象とした。 

 

以上により， 国内外の運転経験から劣化状況評価に反映すべき経年劣化事象を

抽出したが，「経年劣化メカニズムまとめ表」に記載されている以外に， 東海第二

発電所の劣化状況評価で新たに考慮した経年劣化事象はなかった。 

 

次に，検討対象とした最新知見のうち，主な原子力規制委員会からの指示文書を

以下に示す。 

①  ｢実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」の制

定，一部改正について（制定：平成 25 年 6 月 19 日 原規技発第 1306194

号，一部改正：平成 26 年 7 月 9日 原規技発第 1407092 号，平成 26 年 8 月 6

日 原規技発第 1408062 号，平成 26 年 11 月 12 日 原規技発第 1411122 号，

平成 27 年 2 月 4日 原規技発第 1502041 号，平成 27 年 10 月 7 日 原規技発

第 1510073 号，平成 27 年 10 月 21 日 原規技発第 1510212 号，平成 28 年 3

月 31 日 原規技発第 1603318 号，平成 28 年 10 月 6 日 原規技発第 1610066

号，平成 29 年 4 月 5日 原規技発第 1704051 号，平成 29 年 7 月 19 日 原規

技発第 1707197 号，平成 29 年 8 月 30 日 原規技発第 1708302 号） 
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② 実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド（平成 25 年 6 月 19

日 原管 P発第 1306198 号,平成 25 年 12 月 6 日 原管 P発第 1312062，平成 

27 年 10 月 7 日 原規規発第 1510071 号，平成 28 年 11 月 2 日 原規規発第

16110218 号，平成 29 年 9 月 20 日 原規規発第 1709202 号) 

③ 実用発電用原子炉施設における高経年化対策審査ガイド（平成 25 年 7 月 8日 

原管 P発第 1307081 号，平成 25 年 12 月 18 日 原管 P発第 1312181 号，平成

28 年 11 月 2 日 原規規発第 16110217 号） 

④ 実用発電用原子炉の運転期間延長認可申請に係る運用ガイド（平成 25 年 6 月

19 日 原管 P発第 1306197 号，平成 25 年 12 月 6 日 原管 P発 1312063 号，平

成 26 年 8 月 26 日 原規規発第 1408263 号，平成 29 年 9 月 20 日 原規規発第

1709202 号） 

⑤ 実用発電用原子炉の運転の期間の延長の審査基準（平成 25 年 11 月 27 日 原

管 P発第 1311271 号，平成 28 年 4 月 13 日 原規規発第 1604131 号） 

⑥ 実用発電用原子炉及びその附属施設における破壊を引き起こす亀裂その他の

欠陥の解釈の制定について（平成 26 年 8 月 6日 原規技発第 1408063 号） 

 

その他，技術評価に反映した原子力規制委員会からの指示文書以外の最新知見に

ついて，以下に示す。 

・ 国の定める技術基準及び日本機械学会，日本電気協会並びに日本原子力学会

等の規格・基準類 

① 日本機械学会 発電用原子炉設備規格 環境疲労評価手法（2009 年版）

（JSME S NF-1-2009） 

② 日本電気協会 電気技術規程 原子炉構造材の監視試験方法［2013 年追

補版］（JEAC 4201-2007[2013 年追補版]） 

③ 日本電気協会 電気技術規程 原子炉冷却材圧力バウンダリ，原子炉格

納容器バウンダリの範囲を定める規程（JEAC 4206-2016） 

④ 日本電気協会 電気技術指針 安全機能を有する計測制御装置の設計指

針（JEAG 4611-2009） 

⑤ 日本電気協会 電気技術指針 安全機能を有する電気･機械装置の重要度

分類指針（JEAG 4612-2010） 

⑥ 原子力発電所の安全系電気･計装品の耐環境性能の検証に関する指針 

（JEAG 4623-2008） 

⑦ 日本原子力学会 日本原子力学会標準 原子力発電所の高経年化対策実

施基準：2015（AESJ-SC-P005:2015） 

⑧ 日本原子力学会 日本原子力学会標準 原子力発電所の高経年化対策実

施基準：2016（追補 1）（AESJ-SC-P005:2016（Amd.1）） 

 

⑨ 原子力安全基盤機構 高経年化技術評価審査マニュアル（JNES-RE-2013-
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9012） 

 

・ 原子力安全基盤機構の高経年化技術情報データベースにおける試験研究の情

報 

① 原子力安全基盤機構 原子力発電所のケーブル経年劣化評価ガイド

（JNES-RE-2013-2049） 
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4.2.3 経年劣化事象の抽出 

 

劣化状況評価を行うにあたっては，選定された評価対象機器の使用条件（型式，材

料，環境条件等）を考慮し，学会標準 2008 版附属書 A（規定）に基づき，「経年劣化

メカニズムまとめ表」を参考に，経年劣化事象と部位の組み合わせを抽出した。 

 

なお，抽出された経年劣化事象と部位の組み合わせのうち，下記の「①」又は

「②」に該当する場合は，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象とし

て除外した（資料 4-1）。 

 

このうち，下記分類の「①」に該当する経年劣化事象は，「主要 6事象注10）」のいず

れにも該当しないものであって，2009 年 1 月から施行されたプラント毎の特性に応じ

た個別の検査の充実を含む新しい検査制度の実績を踏まえ，2.4 で記載した日常的な

保守管理において時間経過に伴う特性変化に対応した劣化管理を的確に行なうことに

よって健全性を担保しているものである。結果としてこれらが日常劣化管理事象とな

る。 

 

注 10）：原子力規制委員会の「実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガ

イド」に示された「低サイクル疲労」，「中性子照射脆化」，「照射誘起型応

力腐食割れ」，「2相ステンレス鋼の熱時効」，「電気・計装品の絶縁低下」

及び「コンクリートの強度低下及び遮蔽能力低下」 

 

①想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想

定した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの注11) 

 

②現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，

今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられ

る経年劣化事象 

 

注 11）：②に該当する経年劣化事象であるものの，保全によりその傾向が維持でき

ていることを確認している経年劣化事象を含む｡ 
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資料 4-1 経年劣化事象の分類 

  
安全機能を有する機器 ・構造物に想定されるすべての

経年劣化事象 のうち， 主要 6事象を除く経年劣化事象

 ②に該当する 
経年劣化事象※

高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象

高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象 では ない事象

（日常劣化管理事象） 

高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象 では ない事象

 （日常劣化管理事象以外）

 

  

※  保全 活動によりその傾向が維持でき

ていることを確認している 経年劣 
化 事象は「 NO 」 に進む 

YES

YES

NO

NO

 ①に該当する
経年劣化事象

  ①  想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想定した

劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの。

（保全活動により その傾向が維持できていることを確認しているものを 含む） 

② 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，今後も経

年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象。
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4.2.4 経年劣化事象に対する技術評価 

 

4.2.1 で選定された代表機器について，4.2.3 で抽出した高経年化対策上着目すべ

き経年劣化事象と部位の組み合わせに対する技術評価を下記の健全性評価，現状保

全，総合評価，高経年化への対応の順で実施した。 

なお，特別点検を実施した機器は，特別点検結果を踏まえた評価を実施する。 

 

a. 健全性評価 

機器毎に抽出した部位と経年劣化事象の組み合わせ毎に 60 年間使用することを仮

定して，傾向管理データによる評価及び解析等の定量評価，過去の保全実績，一般

産業で得られている知見等により健全性の評価を実施する。また，工事計画を踏ま

えた健全性評価を実施する。 

 

b. 現状保全 

評価対象部位に実施している点検内容，関連する機能試験内容，補修・取替等の

現状保全の内容について整理する。 

 

c. 総合評価 

上記ａ，ｂをあわせて現状の保全内容の妥当性等を評価する。具体的には，健全

性評価結果と整合の取れた点検等が，現状の発電所における保全活動で実施されて

いるか，また，点検手法は当該の経年劣化事象の検知が可能か等を評価する。 

 

d. 高経年化への対応 

60 年間の使用を考慮した場合，現状保全の継続が必要となる項目，今後新たに必

要となる点検・検査項目，技術開発課題等を抽出する。 
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4.3 耐震安全性評価 

 

4.2.3 で抽出した経年劣化事象及びその保全対策を考慮した上で機器毎に耐震安全性

評価を実施する。 

 

4.3.1 耐震安全性評価対象機器 

 

技術評価対象機器と同じとした。 

 

4.3.2 耐震安全性評価手順 

a. 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

4.2.3 で抽出された安全機能を有する機器・構造物に想定される高経年化対策上着

目すべき経年劣化事象及び日常劣化管理事象を対象として，これらの事象が顕在化

した場合，代表機器の振動応答特性又は，構造・強度上，影響が「有意」であるか

「軽微もしくは無視」できるかを検討し，「有意」な事象について耐震安全上考慮す

る必要のある経年劣化事象として抽出した。 

 

b. 耐震安全性評価 

前項で抽出した経年劣化事象毎に，耐震安全性評価を実施した。評価の基本とな

る項目は，大別すると以下のとおりに分類される。 

 

① 設備の耐震重要度分類 

② 設備に作用する地震力の算定 

③ 60 年の供用を仮定した経年劣化事象のモデル化 

④ 振動特性解析（地震応答解析） 

⑤ 地震荷重と内圧等他の荷重との組合せ 

⑥ 許容限界との比較 

 

これらの項目のうち，④及び⑥については経年劣化事象を考慮して評価を実施し

た。また，評価に際しては，「日本電気協会 電気技術指針 原子力発電所耐震設計

技術指針（JEAG4601-1987）」等に準じて実施した。 

 

c. 保全対策へ反映すべき項目の抽出 

以上の検討結果を基に，耐震安全性の観点から高経年化対策に反映すべき項目に

ついて検討した。 
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4.4 耐津波安全性評価 

 

4.2.3 で抽出した経年劣化事象及びその保全対策を考慮した上で耐津波安全性評価を

実施する。 

 

4.4.1 耐津波安全性評価対象機器 

評価対象機器は，「技術評価」における評価対象機器のうち，津波の影響を受ける浸

水防護施設を耐津波安全性評価の対象とした。 

 

4.4.2 耐津波安全性評価手順 

a. 耐津波安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

耐津波安全性評価対象機器に対して4.2.3で抽出した高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象及び日常劣化管理事象について，これらの事象が顕在化した場合，構造・

強度上及び止水性上への影響が「有意」であるか「軽微もしくは無視」できるかを検

討し，「有意」なものを耐津波安全上考慮する必要のある経年劣化事象とした。 

 

b. 耐津波安全性評価 

前項で整理される耐津波安全性評価上考慮する必要のある経年劣化事象が想定さ

れる設備に対し，耐津波安全性に関する評価を実施した。 

 

c. 保全対策へ反映すべき項目の抽出 

以上の検討結果を基に，耐津波安全性の観点から高経年化対策に反映すべき項目に

ついて検討した。 

 

4.1～4.4 までの検討における評価フローを，資料 4-2 及び資料 4-3 に示す。 
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4.5 冷温停止状態維持の技術評価 

 

冷温停止状態維持評価における技術評価フローを資料 4-4 に，冷温停止状態維持に必

要な設備抽出フローを資料 4-5 に，冷温停止状態維持を前提とした経年劣化事象の抽出

フローを資料 4-6 に示す｡抽出された冷温停止状態維持に必要な設備，断続的運転を前提

とした場合に想定される高経年化対策上着目すべき経年劣化事象に対して冷温停止状態

の維持を前提とした場合における劣化の発生・進展に関する整理を実施し，その結果を

基に冷温停止状態を前提とした評価（以下，「冷温停止を踏まえた再評価」という）を以

下の手順で実施した。 

 

4.5.1 代表機器の選定 

冷温停止状態維持に必要な設備を考慮して，断続的運転を前提とした技術評価にお

ける代表機器を本検討の代表機器として選定した。 

 

4.5.2 冷温停止を踏まえた再評価を行う経年劣化事象の抽出 

 

断続的運転を前提とした場合に想定される高経年化対策上着目すべき経年劣化事象

に対して，冷温停止状態の維持を前提とした場合における劣化の発生･進展に関する整

理を実施し，冷温停止状態の維持を前提とした場合において，発生･進展が断続的運転

を前提とした場合より厳しくなることが想定される経年劣化事象を抽出した注12）。そ

の結果，より厳しくなることが想定される経年劣化事象が抽出された場合には，冷温

停止を踏まえた再評価を実施した。 

なお，保全対策に反映すべき項目の有無についてあわせて検討した。 

 

4.5.3 評価対象機器全体への展開 

 

代表機器の評価結果を踏まえ，冷温停止状態の維持を前提とした場合において，発

生・進展が断続的運転を前提とした場合より厳しくなることが想定される経年劣化事

象を抽出した。その結果，より厳しくなることが想定される経年劣化事象が抽出され

た場合には，冷温停止を踏まえた再評価を実施した。なお，保全対策に反映すべき項

目があるかもあわせて検討した。 

 

注 12)：運転を断続的に行うことを前提とした評価における高経年化対策上着目すべ

き経年劣化事象以外の事象が，冷温停止状態が維持されることを前提とした

評価において着目すべき経年劣化事象となる場合はそれらもあわせて抽出し

た。なお，プラント通常運転時に要求のある機能に対する経年劣化事象であ

るが，冷温停止状態維持を前提とした場合に要求がなくなるものは対象外と

した。 
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資料 4-2 技術評価フロー 

プラント全系統・構造物・機器（※1）

評価対象外 

・燃料集合体等 

＜評価対象機器をグループ化＞

＜グループ内の代表を選定＞ 

（代表機器） 

＜着目すべき経年劣化事象の抽出＞ 

＜経年劣化事象の評価＞ 
･技術評価（※5） 
（健全性評価・現状保全→総合評価）
･高経年化への対応(※6) 

＜代表機器以外の機器への展開＞ 

･機器の現状保全内容 
･高経年化対応の水平展開 

＜主要設備の高経年化対応事項の抽出＞

○耐震安全性評価 

○耐津波安全性評価 
･経年劣化を考慮した評価 
･保全対策に反映すべき項目の抽出 

※1：重要度分類指針で定義される機器（クラス 1,2,3），実用炉則で規定される浸水防護施設及び設置許可基準規則

で規定される常設重大事故等対処設備。 

※2：PS-1,2 MS-1,2。 

※3：浸水防護施設及び常設重大事故等対処設備 

※4：最高使用温度が 95℃を超え，又は最高使用圧力が 1,900kPa を超える機器で原子炉格納容器外にあるもの 

  （冷温停止維持に必要な設備を含む）。 

※5：系統レベルの機能確認を含む。 

※6：高経年化対応としての保全のあり方，技術開発課題を検討する。

高経年化技術評価書の作成

長期保守管理方針の策定 

安全上重要な 

機器か？（※2） 

機器単位で長期にわ

たり使用するか？ 

重要度，使用条件 

仕様等 

構造（型式），使用

環境,材質等の条件 

（※3）の機器か？ （※4）の機器か？ 

No No No 

＜その他設備の高経年化対応事項の抽出＞

No 

Yes

Yes

Yes Yes 
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資料 4-3 経年劣化事象の抽出及び技術評価フロー 

  

経年劣化事象の評価

技 術 評 価

第一段階 

着目すべき経年劣化事象の抽出 

第二段階 

劣化メカニズムスクリーニング 個別条件下での抽出 

総 合 評 価

高経年化への対応

・経年劣化メカニズムまとめ表により，経年劣化対策上着目すべ

き経年劣化事象と部位の組み合わせを抽出

･まとめ表作成・改定時期以降の運転経験から抽出された経

年劣化事象を反映 

・各機器個別の条件を踏まえ， 機器に

要求される安全機能達成に必要な

項目に関連する主要な部位に展開 
した上で，構造，材料，使用条件を

考慮して部位毎に 想定される経年劣

化事象を抽出

・点検・検査の充実，適正化

・現状保全の継続

・長期運転に際しての留意点抽出

・技術開発課題の抽出等

高経年化を考慮した場合の経年劣化事象

の厳しさ度合いについての評価

・傾向管理ﾃﾞｰﾀによる評価

・最近の技術的知見に基づいた評価

・解析等の定量的評価

健全性評価 現状保全

・点検内容（手法，範囲，頻度）

・関連する機能試験内容

・補修･取替技術

下記に該当するものは着目すべき経年劣化事象ではないと判断

・想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想定した劣化傾 
向等に基づき適切な保全活動を行っているもの （耐震・耐津波安全評価を除く）

・現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，今後も経年劣

化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられるもの。

最終スクリーニング
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断続的運転評価書 

耐震安全性評価， 

耐津波安全性評価 

・経年劣化を考慮した評価 

・保全対策に反映すべき項目の抽出 

冷温停止状態維持に必要な設備の抽出 

冷温停止状態維持を前提とした経年劣化事象の抽出 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

経年劣化事象の評価 

・技術評価※1（健全性評価・現状保全→総合評価） 

・高経年化への対応※2 

＜代表機器以外の機器への展開＞ 

・機器の現状保全内容 

・高経年化対応の水平展開 

高経年化対応事項の抽出 

・高経年化技術評価書の作成 

・長期保守管理方針の策定 

※1：系統レベルの機能確認を含む。 

※2：高経年化対応としての保全のあり方，技術開発課題を検討する。

資料 4-4 高経年化対策検討の技術評価フロー（冷温停止状態維持評価） 
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資料 4-5 冷温停止状態維持に必要な設備抽出フロー 

プラント全系統・構造物・機器（※1）

評価対象外 
・燃料集合体等 

安全上重要な 
機器か？（※ 2 ）

機器単位で長期に

わたり使用するか？

冷温停止状態の維持又は

保安規定遵守（※ 5 ）のために直

接的に必要となる設備か？

（※3）の機器等か？ （※ 4 ）の機器か？ 
No No 

Yes Yes Yes 

No 

冷温停止状態維持評価対象外

  

冷温停止状態維持評価に必要な設備

冷温停止状態を前提とした 
場合，保安規定遵守（※5 ）に間

接的に必要となる設備か？ 

No No   

No

Yes 

YesYes 

※ 1 ：重要度分類指針で定義される機器（クラス 1，2，3），実用炉則で規定される浸水防護 

施設及び設置許可基準規則で規定される常設重大事故等対処設備。 

 

 

※ 2 ：PS-1,2 MS-1，2。 

※ 3 ：浸水防護施設及び常設重大事故等対処設備。

※ 4 ：最高使用温度が 95 ℃を超え，又は最高使用圧力が1,900 kPaを超える機器で原子炉 

格納容器外にあるもの。 

※ 5 ：保安規定において，「原子炉モードスイッチが燃料取替又は停止及び照射済燃料の移 

動に対して要求される設備」並びに「運転モードによらず要求される設備」。 
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資料 4-6 冷温停止状態維持を前提とした経年劣化事象の抽出フロー 

 断続的運転評価において抽出した

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象（※1）

 冷温停止状態維持に必要 
となる機能に影響する経 
年劣化事象か？ 

冷温停止状態維持にも発 
生・進展が想定される経

年劣化事象か？ 

冷温停止を考慮した劣化評価 
（※ 2 ）を実施 

現時点までの劣化評価（※2）を

すべき経年劣化事象（※3）

冷温停止状態維持時に考慮す

る必要のない経年劣化事象

（評価対象外） 

  

※1 ：断続的運転評価において着目すべき経年劣化事象ではない事象が冷温停止維持時に 

着目すべき経年劣化事象になる場合はそれらも合わせて抽出する。  

※2 ：プラント通常運転時に起き得る設計基準事故時の評価は要しない。 

※3 ：技術評価対象外の事象であるが，耐震安全性評価の前提条件として必要となるため，現

時点までの評価を実施する。 

Yes 
 

Yes

No

No
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5. 技術評価結果 

 

本章では，資料 4-2 及び資料 4-4 で抽出した機器・構造物に係る技術評価結果，耐震安全

性評価結果及び耐津波安全性評価結果の概要を記載している。 

なお，各機器の詳細な評価結果については，それぞれ別冊にまとめている。 

 

5.1 運転を断続的に行うことを前提とした機器・構造物の技術評価結果 

 

運転を断続的に行うことを前提とした機器・構造物の詳細な技術評価については別冊に

まとめているが，大部分の機器・構造物については，現状の保全を継続していくことによ

り，長期間の運転を考慮しても，プラントを健全に維持することは可能との評価結果が得

られた。 

なお，高経年化に関する技術評価結果から，現状の保全策に追加すべき項目として抽出

された評価結果の概要について以下に記す。 

 

5.1.1 容器等注14） 

 

原子炉圧力容器ノズル等の疲労割れについては，疲労評価の結果，疲労累積係数は許

容値に対して余裕のある結果が得られた。高経年化技術評価に合わせて，実過渡回数に

基づく評価を実施することとしているが，運転開始後 60 年時点の推定過渡回数では，

冷温停止状態が維持される期間として，以下の①又は②の 2 ケースの評価条件を用い

算出している｡ 

① 2011 年 3 月～2019 年 8 月 

② 2011 年 3 月～2020 年 8 月 

疲労評価結果は実過渡回数に依存するため，継続的に実過渡回数の確認を把握する

必要があることから，疲労評価における実過渡回数の確認を継続的に実施し，運転開始

後 60 年時点の推定過渡回数を上回らないことを確認する。 

 

注 14）：疲労累積係数による低サイクル疲労の評価を実施したすべての機器 
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5.1.2 低圧ケーブル 

 

低圧ケーブルの絶縁体の絶縁特性低下については，『電気学会技術報告（Ⅱ部）第 139

号｢原子力発電所用電線・ケーブルの環境試験方法並びに耐延焼性試験方法に関する推

奨案｣』（以下，「電気学会推奨案」という）及び『原子力発電所のケーブル経年劣化評

価ガイド(JNES-RE-2013-2049)』（以下，「ACA ガイド」という）に従い長期健全性につ

いて評価を行い，60 年間の通常運転期間，設計基準事故及び重大事故等雰囲気におい

て絶縁性能を維持できることを確認した。 

なお，低圧ケーブルのうち難燃 PN ケーブルについては，ACA ガイドに従った長期健

全性の評価の結果を踏まえ，評価結果の期間に至る前にケーブルを引替えることで 60

年間の通常運転期間，絶縁機能を維持できる。 

健全性評価結果から，絶縁体の有意な絶縁特性低下の可能性は小さく，絶縁特性低下

は点検時の絶縁抵抗測定，系統機器の動作試験で把握可能と考えられることから，今後

も，点検時の絶縁抵抗測定，系統機器の動作試験を実施することにより，健全性の確認

を行っていく。 

また，難燃 PN ケーブルについては，評価にて確認された期間をもとにケーブルの引

替えを保全計画に反映する。 

 

 

5.1.3 同軸ケーブル 

 

同軸ケーブルの絶縁体の絶縁特性低下は，電気学会推奨案及び ACA ガイドに従い長

期健全性について評価を行い，60 年間の通常運転期間，設計基準事故及び重大事故等

雰囲気において絶縁性能を維持できることを確認した。 

なお，同軸ケーブルのうち難燃六重同軸ケーブルについては，ACA ガイドに従った長

期健全性の評価の結果を踏まえ，評価結果の期間に至る前にケーブルを引替えること

で 60 年間の通常運転期間，絶縁機能を維持できる。 

健全性評価結果から，絶縁体の有意な絶縁特性低下の可能性は小さく，絶縁特性低下

は点検時の絶縁抵抗測定，系統機器の動作試験で把握可能と考えられることから，今後

も，点検時の絶縁抵抗測定，系統機器の動作試験を実施することにより，健全性の確認

を行っていく。 

また，難燃六重同軸ケーブルについては，評価にて確認された期間をもとにケーブル

の引替えを保全計画に反映する。 
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5.1.4 ケーブル接続部 

 

ケーブル接続部のうち同軸コネクタ接続の絶縁体の絶縁特性低下は，IEEE Std.323-

1974『IEEE Standard for Qualifying Class 1E Equipment for Nuclear Power 

Generating Stations』（以下，｢IEEE Std.323-1974｣という）に従い長期健全性につい

て評価を行い，60 年間の通常運転期間，設計基準事故及び重大事故等雰囲気において

絶縁性能を維持できることを確認した。 

なお，同軸コネクタ接続のうち同軸コネクタ接続（放射線計測用）（原子炉格納容器

外）については，『IEEE Std.323-1974』に従った長期健全性の評価の結果を踏まえ，評

価結果の期間に至る前に同軸コネクタ接続を取替えることで 60 年間の通常運転期間，

絶縁機能を維持できることを確認した。 

健全性評価結果から，絶縁体の有意な絶縁特性低下の可能性は小さく，絶縁特性低下

は点検時の絶縁抵抗測定，系統機器の動作試験で把握可能と考えられることから，今後

も，点検時の絶縁抵抗測定，系統機器の動作試験を実施することにより，健全性の確認

を行っていく。 

また，同軸コネクタ接続（放射線計測用）（原子炉格納容器外）については，評価に

て確認された期間をもとに同軸コネクタ接続の取替を保全計画に反映する。 

 

5.1.5 容器 

 

原子炉圧力容器胴（炉心領域部）の中性子照射脆化については，最新の破壊力学的手

法を用いて，運転開始後 60 年間の中性子照射を考慮し，初期き裂を想定して評価を行

っても脆性破壊は起こらないことを確認した。また，監視試験片による試験で将来の破

壊靱性の変化の傾向を確認している。 

胴部材料の機械的性質の予測は監視試験により把握可能であり，有意な欠陥のない

ことを超音波探傷検査により確認しているが，今後，JEAC4201「原子炉構造材の監視試

験方法」（以下，「JEAC4201」という）に基づき適切な時期に監視試験を実施して健全性

評価の妥当性を確認するとともに，定期的に超音波探傷検査を実施していく。 

また，監視試験の結果から，JEAC4206「原子力発電所用機器に対する破壊靱性の確認

試験方法」（以下，｢JEAC4206｣という）に基づき，運転管理上の制限として運転時に許

容しうる温度・圧力の範囲（圧力・温度制限曲線）及び耐圧漏えい試験温度を設けて運

用していく。さらに，現状の保全項目に加えて，今後の原子炉の運転時間・照射量を勘

案して適切な時期に第 5回監視試験を実施する。 
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5.2 運転を断続的に行うことを前提とした耐震安全性評価結果 

 

運転を断続的に行うことを前提とした耐震安全性評価にあたっては，5.1 における技術

評価の結果を取り込み，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象及び日常劣化管理事象を

対象として耐震安全性評価を実施した。 

 

対象とした経年劣化事象について，これらの事象が顕在化した場合，代表機器の振動応

答特性又は構造・強度上，影響が「有意」であるか「軽微もしくは無視」できるかを検討

し，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出を行い，抽出された経年劣化事象

毎に，耐震安全性に関する詳細評価を実施した。 

 

その結果，現状の保全策に追加すべき項目や評価結果は抽出されなかった。 

 

5.3 運転を断続的に行うことを前提とした耐津波安全性評価結果 

 

運転を断続的に行うことを前提とした耐津波安全性評価にあたっては，5.1 における技

術評価の結果を取り込み，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象及び日常劣化管理事象

を対象として耐津波安全性評価を実施した。 

 

対象とした経年劣化事象について，これらの事象が顕在化した場合，構造・強度上及び

止水性上への影響が「有意」であるか「軽微もしくは無視」できるかを検討し，耐津波安

全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出を行った結果，耐津波安全上考慮する必要の

ある経年劣化事象は抽出されなかった。 
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5.4 冷温停止状態維持を前提とした機器・構造物の技術評価結果 

 

本節において，冷温停止状態維持を前提とした機器・構造物の技術評価についてまとめ

た。 

 

冷温停止状態維持を前提とした場合に，断続的運転を前提とした場合と比較し運転条件

や環境が厳しくなる恐れがある機器と経年劣化事象の組合せを抽出し，経年劣化事象毎に

まとめたものを以下に示す。 

 

a. 固定子コイル及び口出線･接続部品の絶縁特性低下［残留熱除去系ポンプモータ，

残留熱除去海水系ポンプモータ］ 

 

上記の経年劣化事象について評価した結果，現状保全に新たに加えるべき項目はなかっ

た。 
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5.5 冷温停止状態維持を前提とした耐震安全性評価結果 

 

冷温停止状態維持を前提とした耐震安全性評価にあたっては，5.2 における耐震安全性

評価の結果及び 5.4 における技術評価の結果を取り入れることとし，耐震安全性を評価

した。 

 

具体的には 5.4 で抽出した断続的運転を前提とした場合と比べ運転条件や環境が厳し

くなる恐れがある経年劣化事象について，これらの事象が顕在化した場合，代表機器の振

動応答特性又は構造・強度上，影響が「有意」であるか「軽微もしくは無視」できるかを

検討し，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出を行い，抽出された経年劣化

事象毎に，耐震安全性に関する詳細評価を実施した。 

 

その結果，5.2 における耐震安全性評価結果に加え，耐震安全上考慮する必要のある経

年劣化事象は抽出されなかった。 
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5.6 冷温停止状態維持を前提とした耐津波安全性評価結果 

 

冷温停止状態維持を前提とした耐津波安全性評価にあたっては，5.3 における耐津波安

全性評価の結果及び 5.4 における技術評価の結果を取り入れることとし，耐津波安全性

を評価した。 

 

具体的には 5.4 で抽出した断続的運転を前提とした場合と比べ運転条件や環境が厳し

くなる恐れがある経年劣化事象について，これらの事象が顕在化した場合，構造・強度上

及び止水性への影響が「有意」であるか「軽微もしくは無視」できるかを検討し，耐津波

安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出を行った結果，5.3 における耐津波安全性

評価結果に加え，耐津波安全上考慮する必要のある経年劣化事象は抽出されなかった。 

 

5.7 評価の結果に基づいた補修等の措置 

本技術評価結果を提出する以前に健全性評価に基づき実施した補修等はない。 
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6. 今後の高経年化対策 

 

劣化状況評価結果より，今後の高経年化対策として充実すべき課題等を抽出した。 

 

6.1 保守管理に関する方針（長期保守管理方針）の策定 

 

(1) 総合評価結果 

劣化状況評価の結果から，現状の保全策に追加すべき項目が抽出された。60 年間の

運転及び冷温停止を仮定しても現状の保全を継続するとともに，一部の機器・構造物

において追加保全策を講じることで，プラントを構成する機器・構造物の健全性が確

保されることを確認した。 

 

(2) 現状の保全策に追加すべき項目 

総合評価結果をもとに，高経年化対策上現状の保全項目に追加すべき新たな保全策

について具体的な実施内容，実施方法及び実施時期を保守管理に関する方針（長期保

守管理方針）として策定した（資料 6-1「東海第二発電所 劣化状況評価に基づく保

守管理に関する方針（長期保守管理方針）」）（以下，「長期保守管理方針」という）。 

なお，疲労評価結果は実過渡回数に依存し機器にはよらないことから，運転開始後

60 年時点の推定過渡回数との比較については，まとめて長期保守管理方針とした。 

 

6.2 長期保守管理方針の実施 

現状の保全策に追加すべき項目で抽出された長期保守管理方針については，今後，東

海第二発電所の保全計画に反映し，運転開始後 40 年を迎える 2018 年 11 月 28 日を始期

とした 20 年間の適用期間で計画的に実施していくこととする。 

 

長期保守管理方針の実施にあたっては，これらの新たな保全項目を直ちに実施しなけ

ればならないものであることから，実施時期を下記の 3つに大別する。 

 

a. 短期：2018 年 11 月 28 日から 5年間 

・健全性評価結果から，実機プラントデータでの確認，評価が早急に必要なもの 

・5年以内に実施計画のあるもの（取替等）等 

 

b. 中長期：2018 年 11 月 28 日から 10 年間 

・健全性評価において長期にわたる健全性は確保できると評価されるが，定期的

（約 10 年毎）に評価条件の妥当性の確認が必要であるもの等 
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c. 長期：2018 年 11 月 28 日から 20 年間 

・健全性評価において長期にわたる健全性は確保できると評価されるが，更なる信

頼性向上のための取り組みが必要であるもの等



 

 

－
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資 料 6-1 東 海 第 二 発 電 所  劣 化 状 況 評 価 に 基 づ く 保 守 管 理 に 関 す る 方 針 （ 長 期 保 守 管 理 方 針 ）  

短期：2018 年 11 月 28 日から 5 年間，中長期：2018 年 11 月 28 日から 10 年間，長期：2018 年 11 月 28 日から 20 年間 

  

機
種
名 

機器名 経年劣化事象 健全性評価結果 現状保全 総合評価 

保守管理に関する方針 
（長期保守管理方針） 

№ 保守管理の項目 
実施 

時期 

容器 原子炉圧

力容器 

胴の中性子照

射脆化 

日本電気協会「原子炉構造材の監視試験

方法 JEAC4201-2007（2013 年追補版を含

む）」（以下，「JEAC4201」という）により求

めた関連温度移行量の予測値と測定値は，

予測式にマージンを見込んだものの範囲に

あり，測定値について特異な脆化は認めら

れない。 

また，日本電気協会「原子力発電所用機

器に対する破壊靭性の確認試験方法 JEAC 

4206-2007」（以下，「JEAC4206」という）並

びに JEAC4201 により求めた 2016 年 11 月時

点及び 60 年時点での関連温度及び最低使用

温度は，以下の通りとなった。 

関連温度は 2016 年 11 月時点で 5 ℃程

度，運転開始後 60 年時点で 11 ℃程度とな

る。その際の胴の最低使用温度は，破壊力

学的検討により求めたマージン 26 ℃を考慮

すると，2016 年 11 月時点で 31 ℃，運転開

始後 60 年時点で 37 ℃となる。 

また，上部棚吸収エネルギーの低下につ

いて JEAC4201 に基づいて評価を実施した結

果，最も上部棚吸収エネルギーが低下する

のは母材であり，2016 年 11 月時点で 111 

J，運転開始後 60 年時点で 111 J となって

いる。 

いずれの場合も JEAC4206 で要求されてい

る 68 J を上回っている。 

 

原子炉圧力容器に対しては，供用

期間中検査で超音波探傷検査及び漏

えい検査を実施し，有意な欠陥がな

いことを確認している。 

胴（炉心領域部）の中性子照射に

よる機械的性質の変化については，

日本機械学会「発電用原子力設備規

格 設計・建設規格 JSME S NC1-

2005（2007 年追補版を含む）」（以

下，「設計・建設規格」という）及

び JEAC4201 に基づいて，計画的に

監視試験を実施し破壊靭性の将来の

変化を予測している。 

また，監視試験結果から，JEAC4206

に基づき漏えい検査温度を設定して

いる。 

監視試験片は全 4 セットを取出し

済みであり，第 3 回にて試験した使用

済試験片セットについては，炉内へ

再装荷している。また，第 4 回にて試

験した使用済試験片セットについて

は，今後，再装荷することとする。こ

れらの試験片については，適切な時

期に取出し，試験を実施する。 

なお，運転期間延長認可申請に際

して実施した特別点検において，胴

（炉心領域部）の母材及び溶接部に

対して超音波探傷検査を実施した結

果，中性子照射脆化による脆性破壊

の起点となるような有意な欠陥は認

められなかった。 

胴（炉心領域部）の中性子照射脆

化が機器の健全性に影響を与える可

能性はないと考えられる。今後も適

切な時期に監視試験を実施し，破壊

靭性の変化を把握するとともに，

JEAC4201 の脆化予測式に基づき，

漏えい検査温度を管理していくこと

により，健全性を確保していくこと

は可能であると考える。 

炉心領域部材の機械的性質の予測

は監視試験により把握可能であり，

また有意な欠陥のないことを超音波

探傷試験及び漏えい検査により確認

していることから，保全内容として

適切である。 

 

1 原子炉圧力容器胴の中

性子照射脆化について

は，今後の原子炉の運転

時間・中性子照射量を勘

案して適切な時期に第 5

回監視試験を実施する。

中長期 
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短期：2018 年 11 月 28 日から 5 年間，中長期：2018 年 11 月 28 日から 10 年間，長期：2018 年 11 月 28 日から 20 年間 

 

  

機
種
名 

機器名 経年劣化事象 健全性評価結果 現状保全 総合評価 

保守管理に関する方針 

（長期保守管理方針） 

№ 保守管理の項目 
実施 

時期 

ケー

ブル 

低 圧 ケ ー

ブル 

 

絶縁体の絶縁

特性低下 

原子炉格納容器内に使用する難燃 PN ケーブ

ルは，電気学会推奨案*及び ACA ガイド**に従

った長期健全性評価の結果，絶縁体は制御用

（ジャケット付）で 15 年間，制御用以外の難

燃 PN ケーブルは 28 年間の通常運転期間及び

設計基準事故時雰囲気並びに重大事故等時雰

囲気において絶縁性能を維持できることが確

認され，評価結果の期間に至る前にケーブル

を引替えることで 60 年間の通常運転期間，絶

縁性能を維持できる。 

PN ケーブルの絶縁特性低下に対

しては，系統機器の点検時に絶縁

抵抗測定を実施している。 

また，系統機器の点検時に実施

する動作試験においてもケーブル

の絶縁機能の健全性を確認してい

る。 

さらに，点検で有意な絶縁特性

低下が認められた場合には，ケー

ブルの取替えを行うこととしてい

る。 

健全性評価結果から判断して，

絶縁体の有意な絶縁特性低下の可

能性は小さく，また，絶縁特性低

下は点検時の絶縁抵抗測定，系統

機器の動作試験で把握可能と考え

られる。今後も，点検時の絶縁抵

抗測定及び系統機器の動作試験を

実施することにより，異常の有無

は把握可能であり，点検手法とし

ては適切であると考える。 

2 低圧ケーブル及び同軸

ケーブルの絶縁特性低下

については，電気学会推

奨案*及び ACA ガイド**

に従った長期健全性評価

結果から得られた評価期

間に至る前に取替を実施

する。 

 

* ：「原子力発電所電線

ケーブルの環境試験方法

ならびに耐延焼性試験方

法に関する推奨案（電気

学会技術報告 第Ⅱ－139

号 1982 年 11 月）」 

 

**：原子力安全基盤機構

「原子力発電所のケーブ

ル経年劣化評価ガイド 

JNES-RE-2013-2049」 

長期 

同 軸 ケ ー

ブル 

絶縁体の絶縁

特性低下 

原子炉格納容器内に使用する難燃六重同軸

ケーブルは，電気学会推奨案*及び ACA ガイド

**に従った長期健全性評価の結果，30 年間の

通常運転期間及び設計基準事故時雰囲気並び

に重大事故等時雰囲気において絶縁性能を維

持できることが確認されている。難燃六重同

軸ケーブルは，平成 11 年（運転開始後 21

年）にケーブルの取替を実施しており，ACA

ガイド**に従った長期健全性の評価で確認が

とれている 30 年間の通常運転期間を加える

と，運転開始後 51 年間の通常運転期間及び設

計基準事故時雰囲気並びに重大事故等時雰囲

気において絶縁性能を維持できる。 

難燃六重同軸ケーブルの絶縁特

性低下に対しては，系統機器の点

検時に絶縁抵抗測定を実施してい

る。 

また，系統機器の点検時に実施

する動作試験においてもケーブル

の絶縁機能の健全性を確認してい

る。 

さらに，点検で有意な絶縁特性

低下が認められた場合には，ケー

ブルの取替を行うこととしてい

る。 

健全性評価結果から判断して，

絶縁部の急激な絶縁特性低下の可

能性は小さく，また，絶縁特性低

下は系統機器点検時の絶縁抵抗測

定及び系統機器の動作試験で把握

可能と考える。 

今後も，系統機器点検時の絶縁

抵抗測定及び系統機器の動作試験

を実施することにより，異常の有

無は把握可能であり，現状の保全

は点検手法としては適切であると

考える。 
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※：疲労累積係数による低サイクル疲労の評価を実施したすべての機器。 

短期：2018 年 11 月 28 日から 5 年間，中長期：2018 年 11 月 28 日から 10 年間，長期：2018 年 11 月 28 日から 20 年間 

機
種
名 

機器名 経年劣化事象 健全性評価結果 現状保全 総合評価 

保守管理に関する方針 

（長期保守管理方針） 

№ 保守管理の項目 
実施 

時期 

ケ ー

ブル 

ケ ー ブ ル

接続部 

同軸コネクタ

接続部の絶縁

体の絶縁特性

低下 

原子炉格納容器外に使用する同軸コネクタ

接続（放射線計測用）(原子炉格納容器外)

は，IEEE 323***に従った長期健全性評価の結

果，6 年間の通常運転期間及び設計基準事故

時雰囲気並びに重大事故等時雰囲気において

絶縁性能を維持できることが確認されてい

る。今停止期間中に設置されるものであり，

評価結果の期間に至る前に同軸コネクタ接続

（放射線計測用）(原子炉格納容器外)を 6 年

間毎に取替えることで 60 年間の通常運転期

間，絶縁性能を維持できる。 

同軸コネクタ接続（放射線計測

用）（原子炉格納容器外）の絶縁特

性低下に対しては，従前設備と同

様に，点検時に絶縁抵抗測定及び

機器の動作試験で把握可能である

ことから，従前設備と同様の保全

項目を実施していくこととしてい

る。 

健全性評価結果から判断して，

絶縁体の急激な絶縁特性低下の可

能性は小さく，また，絶縁特性低

下は系統機器点検時の絶縁抵抗測

定及び系統機器の動作試験で把握

可能と考える。 

今後も，系統機器点検時の絶縁

抵抗測定及び系統機器の動作試験

を実施することにより，異常の有

無は把握可能であり，現状の保全

は点検手法としては適切であると

考える。 

3 同軸コネクタ接続の絶

縁特性低下については，

IEEE 323***に従った長

期健全性評価結果から得

られた評価期間に至る前

に取替を実施する。 

 

***：IEEE Std.323-1974

「IEEE Standard for 

Qualifying Class 1E 

Equipment for Nuclear 

Power Generating 

Stations」 

中長期 

容 器

等※ 

容器等※ 疲労割れ 疲労累積係数による評価を実施した結果，

許容値に対し余裕のある結果が得られてい

る。 

高経年化技術評価に合わせて，

実過渡回数に基づく評価を実施す

ることとしている。 

運転開始後 60 年時点の推定過渡

回数では，運転開始後 60 年時点の

推定過渡回数では，冷温停止状態

が維持される期間として，以下の

①又は②の 2 ケースの評価条件を

用い算出している｡ 

①2011 年 3 月から 2019 年 8 月まで

②2011 年 3 月から 2020 年 8 月まで

疲労評価結果は実過渡回数に依

存するため，継続的に実過渡回数

を把握する必要がある。 

4 疲労評価における実績

過渡回数の確認を継続的

に実施し，運転開始後 60

年時点の推定過渡回数を

上回らないことを確認す

る。 

長期 



 

－ 53 － 

6.3 技術開発課題 

 

高経年化に関する技術評価においては，現在までの知見と実績を基にしたものであるが，

点検や検査技術の高度化及び更なる知見の蓄積に努める観点から，廃止措置プラントの解

体作業時にあわせ，高経年化に関する種々のデータを採取する等，今後さらに技術開発課

題に取り組んでいく必要がある。現時点では緊急性を有する課題はないが，今後も，電力

研究や高経年化技術評価高度化事業の成果等を活用し，必要なものは保全計画に反映する

こととしている。 

なお，2014 年 4 月に閣議決定された「エネルギー基本計画」において示された方針を

具体化するために必要な措置のあり方が，総合資源エネルギー調査会原子力小委員会にお

いて検討され，原子力小委員会から要請を受けた自主的安全性向上・技術・人材ワーキン

ググループは 2015 年 6 月に，軽水炉の安全技術・人材の維持発展に重きを置き，国，事

業者，メーカー，研究機関，学会等関係者間の役割が明確化された軽水炉安全技術・人材

に関するロードマップを策定した。同ロードマップでは，高経年化技術評価によって抽出

された技術開発課題も検討対象とされており，今後実施されるローリングの中で整合を図

ってこれらの技術開発課題への取組を実施していく。 
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7. 劣化状況評価で追加する項目 

運転開始以降 40 年目に実施する劣化状況評価においては，高経年化対策実施ガイド等

により，30 年目で実施した高経年化技術評価をその後の運転経験，安全基盤研究成果等技

術的知見をもって検証するとともに，策定された長期保守管理方針において意図した効果

が現実に得られているか等の有効性評価を行い，これらの結果を適切に反映することとし

ており，以下の 3項目を追加評価項目としている。 

 

① 経年劣化傾向の評価 

② 保全実績の評価 

③ 長期保守管理方針の有効性評価 

 

経年劣化傾向については，40 年目の評価は 30 年目の評価から大きく予測が変わるもの

ではないことが確認できた。保全実績については，40 年目の評価から抽出された課題はあ

ったものの，現状保全の継続による健全性維持の観点から課題はないことを確認した。 

さらに，30 年目の高経年化技術評価に基づき策定した長期保守管理方針の有効性評価を

実施した結果，有効であり，必要に応じて現状保全に反映されていると評価した。 

 

上記 3項目については，評価結果を「劣化状況評価で追加する評価に係る技術評価書」

にまとめる。 
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8. まとめ 

(1) 総合評価 

東海第二発電所は運転開始以降 40 年を迎えるため，プラントを構成する機器・構造

物について，想定される経年劣化事象に対する技術評価を実施した結果，大部分の機

器・構造物については，現状の保全を継続していくことにより，長期間の運転及び冷

温停止を仮定しても機器・構造物の健全性を維持することは可能であるとの見通しを

得た。 

さらに，緊急性を有する課題ではないが，今後さらに充実すべき課題を抽出した。

これらについては電力研究や高経年化技術評価高度化事業の成果等を活用し，保全活

動に反映し，更なる充実を図っていく。 

 

(2) 今後の取り組み 

今回実施した劣化状況評価は，現在の最新知見に基づき実施したものであるが，今

後，以下に示すような運転経験や最新知見等を踏まえ，見直しを実施していく。 

 

a. 材料劣化に係る安全基盤研究の成果 

b. これまで想定していなかった部位等における経年劣化事象が原因と考えられる国

内外の事故・トラブル 

c. 関係法令の制定及び改廃 

d. 原子力規制委員会からの指示 

e．材料劣化に係る規格・基準類の制定及び改廃 

f. 発電用原子炉の運転期間の変更 

g．発電用原子炉の定格熱出力の変更 

h. 発電用原子炉の設備利用率（実績）から算出した原子炉圧力容器の中性子照射量 

i. 点検・補修・取替の実績 

 

当社は，高経年化対策に関するこれらの活動を通じて，今後とも原子力発電所の安

全・安定運転に努めるとともに，安全性・信頼性のより一層の向上に取り組んでいく

所存である。 
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本評価書は，東海第二発電所（以下，「東海第二」という）で使用している安全上重要なポ

ンプ（重要度分類審査指針におけるクラス 1及びクラス 2に該当するポンプ），高温・高圧の

環境下にあるクラス 3のポンプ及び常設重大事故等対処設備に属するポンプについて，運転を

断続的に行うことを前提に高経年化に係わる技術評価についてまとめたものである。 

評価対象機器の一覧を表 1に，機能を表 2に示す。 

評価対象機器を型式，内部流体，材料等でグループ化し，それぞれのグループから，重要度，

運転状態，最高使用温度等の観点から代表機器を選定し技術評価を行った後，代表以外の機器

について評価を展開している。 

本評価書はポンプの型式等を基に以下の 3章で構成されている。 

 

1. タ－ボポンプ 

2. 往復ポンプ 

3. 原子炉再循環ポンプ 

 

原子炉再循環ポンプはターボポンプに属するが，構造の複雑さとクラス1の重要度を考慮し，

ターボポンプには分類せず単独で評価した。 

また，中央制御室チラー冷水循環ポンプは「空調設備の技術評価書」，主タービン制御装置

高圧油ポンプは「タービンの技術評価書」，ディーゼル機関のうち海水ポンプを除く補機ポン

プは「機械設備の技術評価書」，原子炉再循環流量制御弁用油圧供給装置ポンプは「弁の技術

評価書」，液体廃棄物処理系ポンプは「機械設備の技術評価書」にて評価を実施する。 

さらに，ジェットポンプは「炉内構造物の技術評価書」にて，ポンプモータは「ポンプモー

タの技術評価書」にて，原子炉隔離時冷却系ポンプ及び原子炉給水ポンプの駆動タービンは「タ

ービンの技術評価書」にて，原子炉再循環ポンプのサポート部は「配管の技術評価書」にてそ

れぞれ評価するものとし，本評価書には含めていない。 

なお，文書中の単位の記載は SI 単位系に基づくものとする（圧力の単位は特に注記がない

限りゲージ圧力を示す）。 
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表 1 評価対象機器一覧 

型式 ポンプ名称 
仕様 

（容量×揚程） 
重要度*1 

ターボポンプ 残留熱除去海水系ポンプ 885.7 m3/h*2×184.4 m*2 MS-1，重*3

非常用ディーゼル発電機海水ポンプ 272.6 m3/h*2×44 m*2 MS-1，重*3

高圧炉心スプレイディーゼル冷却系海水系

ポンプ 
232.8 m3/h*2×43 m*2 MS-1，重*3

緊急用海水ポンプ*5 844 m3/h×130 m 重*3 

残留熱除去系ポンプ 1,691.9 m3/h×85.3 m MS-1，重*3

低圧炉心スプレイ系ポンプ 1,638.3 m3/h×169.5 m MS-1，重*3

高圧炉心スプレイ系ポンプ 1,576.5 m3/h×196.6 m MS-1，重*3

給水加熱器ドレンポンプ 1,032.2 m3/h×25 m 高*4 

原子炉冷却材浄化系循環ポンプ 81.8 m3/h×152.4 m PS-2 

原子炉冷却材浄化系保持ポンプ 13 m3/h×20 m PS-2 

制御棒駆動水ポンプ 46.3 m3/h×823 m 高*4 

常設高圧代替注水ポンプ*5 136.7 m3/h*2×900 m*2 重*3 

格納容器圧力逃がし装置移送ポンプ*5 10 m3/h×40 m 重*3 

タービン駆動原子炉給水ポンプ 4,315 m3/h×685.8 m 高*4 

高圧復水ポンプ 3,792 m3/h×365.8 m 高*4 

原子炉隔離時冷却系ポンプ 142 m3/h×869 m MS-1，重*3

電動機駆動原子炉給水ポンプ 2,157.5 m3/h×762 m 高*4 

高圧炉心スプレイ系レグシールポンプ 4.54 m3/h×38.1 m 高*4 

低圧炉心スプレイ系レグシールポンプ 4.54 m3/h×38.1 m 高*4 

残留熱除去系レグシールポンプ 4.54 m3/h×48.8 m 高*4 

原子炉隔離時冷却系レグシールポンプ 4.54 m3/h×48.8 m 高*4 

常設低圧代替注水ポンプ*5 200 m3/h*2×200 m*2 重*3 

代替燃料プール冷却系ポンプ*5 124 m3/h×40 m 重*3 

代替循環冷却系ポンプ*5 250 m3/h×120 m 重*3 

往復ポンプ ほう酸水注入系ポンプ 19.78 m3/h×870 m MS-1，重*3

原子炉再循環

ポンプ 
原子炉再循環ポンプ 8,100 m3/h×245.4 m PS-1 

*1： 当該機器に要求される重要度クラスのうち，最上位の重要度クラスを示す 

*2： 公称値 

*3： 重要度クラスとは別に常設重大事故等対処設備に属する機器及び構造物であることを 

示す 

*4： 最高使用温度が 95 ℃を超え，又は最高使用圧力が 1,900 kPa を超える環境下にある原

子炉格納容器外の重要度クラス 3の機器 

*5： 新規に設置される機器 
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表 2（1/2） 評価対象機器の機能 

ポンプ名称 主な機能 

残留熱除去海水系ポンプ 残留熱除去系熱交換器に冷却用海水を送水する。 

非常用ディーゼル発電機海水ポンプ ディーゼル機関の冷却器に冷却用海水を送水する。 

高圧炉心スプレイディーゼル冷却系 

海水系ポンプ 
ディーゼル機関の冷却器に冷却用海水を送水する。 

緊急用海水ポンプ 

設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を

輸送する機能が喪失した場合においても，炉心の著しい

損傷及び格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する

前に生ずるものに限る。）を防止するため最終ヒートシ

ンクへ熱を輸送する。 

残留熱除去系ポンプ 

冷却材喪失事故時に原子炉及び原子炉格納容器にサプレ

ッション・プール水を注水又はスプレイする。 

また，原子炉停止時の崩壊熱除去のため，原子炉冷却材

を原子炉冷却材再循環系より残留熱除去系熱交換器に送

水し冷却する。 

低圧炉心スプレイ系ポンプ 
冷却材喪失事故時に原子炉にサプレッション・プール水

をスプレイする。 

高圧炉心スプレイ系ポンプ 
冷却材喪失事故時に原子炉に復水貯蔵タンク水及びサプ

レッション・プール水をスプレイする。 

給水加熱器ドレンポンプ 第5給水加熱器のドレン水を第6給水加熱器に送水する。

原子炉冷却材浄化系循環ポンプ 
原子炉冷却材を浄化するため，原子炉冷却材をフィルタ

脱塩器に循環供給する。 

原子炉冷却材浄化系保持ポンプ 
原子炉冷却材浄化系フィルタ脱塩器の待機状態時等に，

ろ材（樹脂）の剥離を防ぐために用いる。 

制御棒駆動水ポンプ 制御棒の駆動に必要な高圧の駆動水を供給する。 

タービン駆動原子炉給水ポンプ 
高圧復水ポンプから移送されてきた復水を昇圧し，原子

炉に供給する。 

高圧復水ポンプ 
復水脱塩装置で浄化された復水を昇圧して，原子炉給水

ポンプに送水する。 

原子炉隔離時冷却系ポンプ 
原子炉隔離時に，主蒸気によりタービン駆動のポンプを

起動して原子炉に送水し，水位低下を防ぐ。 
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表 2（2/2） 評価対象機器の機能 

ポンプ名称 主な機能 

電動機駆動原子炉給水ポンプ 

プラント起動・停止時，タービン駆動原子炉給水ポンプ

トリップ時に，高圧復水ポンプから移送されてきた復水

を昇圧し，原子炉に供給する。 

レグシールポンプ 

（高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプ

レイ系，残留熱除去系，原子炉隔離時

冷却系） 

非常用炉心冷却系ポンプ起動時のウォータハンマを防止

するため，非常用炉心冷却系ポンプ吐出配管を，常時加

圧する。 

常設高圧代替注水ポンプ 

設計基準事故対処設備の有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合において，炉心の著しい損傷を防止するため，

サプレッション・プール水を原子炉に注水する。 

常設低圧代替注水ポンプ 

設計基準事故対処設備の有する原子炉の冷却機能が喪失

した場合において，炉心の著しい損傷及び格納容器破損

を防止するため，代替淡水貯槽水を原子炉に注水する。

代替燃料プール冷却系ポンプ 

設計基準事故対処設備である使用済燃料プール冷却浄化

設備の冷却機能が喪失した場合でも，使用済燃料プール

内に貯蔵する使用済燃料から発生する崩壊熱を冷却する

ため，使用済燃料プール水を熱交換器と循環させる。 

代替循環冷却系ポンプ 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系ポンプが有す

る原子炉の冷却機能が喪失した場合においても，炉心の

著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止する為，原

子炉圧力容器への注水及び格納容器スプレイを実施す

る。 

格納容器圧力逃がし装置移送ポンプ

ベント停止後の放射性物質を含むスクラビング水を，サ

プレッション・プールに移送する。また，点検に伴うス

クラビング水の移送が必要な場合は，廃棄物処理設備へ

移送する。 

ほう酸水注入系ポンプ 

何らかの理由で制御棒が挿入できなくなり，原子炉の冷

温停止ができない場合に，中性子吸収能力のあるほう酸

水を原子炉に注入する。 

原子炉再循環ポンプ 原子炉圧力容器内の原子炉冷却材を，強制循環させる。
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1. ターボポンプ 

 

［対象ポンプ］ 

① 残留熱除去海水系ポンプ 

② 非常用ディーゼル発電機海水ポンプ 

③ 高圧炉心スプレイディーゼル冷却系海水系ポンプ 

④ 残留熱除去系ポンプ 

⑤ 低圧炉心スプレイ系ポンプ 

⑥ 高圧炉心スプレイ系ポンプ 

⑦ 給水加熱器ドレンポンプ 

⑧ 原子炉冷却材浄化系循環ポンプ 

⑨ 原子炉冷却材浄化系保持ポンプ 

⑩ 制御棒駆動水ポンプ 

⑪ タービン駆動原子炉給水ポンプ 

⑫ 高圧復水ポンプ 

⑬ 原子炉隔離時冷却系ポンプ 

⑭ 電動機駆動原子炉給水ポンプ 

⑮ 高圧炉心スプレイ系レグシールポンプ 

⑯ 低圧炉心スプレイ系レグシールポンプ 

⑰ 残留熱除去系レグシールポンプ 

⑱ 原子炉隔離時冷却系レグシールポンプ 

⑲ 緊急用海水ポンプ 

⑳ 常設高圧代替注水ポンプ 

㉑ 常設低圧代替注水ポンプ 

㉒ 代替燃料プール冷却系ポンプ 

㉓ 代替循環冷却系ポンプ 

㉔ 格納容器圧力逃がし装置移送ポンプ 
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1. 対象機器及び代表機器の選定 

東海第二で使用している主要なターボポンプの主な仕様を表1-1に示す。 

これらのターボポンプを型式，内部流体及びケーシング材料の観点からグループ化し，そ

れぞれのグループより以下のとおり代表機器を選定した。 

 

1.1 グループ化の考え方及び結果 

型式，内部流体及びケーシング材料を分類基準とし，ターボポンプを表 1-1 に示すと

おりグループ化する。 

内部流体は海水及び純水に分類され，ケーシング材料はステンレス鋼，炭素鋼，鋳鉄

及び低合金鋼に分類される。 

 

1.2 代表機器の選定 

表 1-1 に分類されるグループ毎に，重要度，運転状態，最高使用温度，最高使用圧力

及び容量／揚程の観点から代表機器を選定する。 

 

(1) 立軸斜流ポンプ（内部流体：海水，ケーシング材料：ステンレス鋼） 

このグループには，残留熱除去海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機海水ポンプ，

高圧炉心スプレイディーゼル冷却系海水系ポンプ及び緊急用海水ポンプが属するが，

重要度が高い機器は，運転状態及び最高使用温度が同等であることから，最高使用圧

力の高い残留熱除去海水系ポンプを代表機器とする。 

 

(2) 立軸斜流ポンプ（内部流体：純水，ケーシング材料：炭素鋼） 

このグループには，残留熱除去系ポンプ及び低圧炉心スプレイ系ポンプが属するが，

重要度及び運転状態が同等であることから，最高使用温度の高い残留熱除去系ポンプ

を代表機器とする。 

 

(3) 立軸遠心ポンプ（内部流体：純水，ケーシング材料：炭素鋼） 

このグループには，高圧炉心スプレイ系ポンプのみが属するため，これを代表機器

とする。 

 

(4) 立軸遠心ポンプ（内部流体：純水，ケーシング材料：鋳鉄） 

このグループには，給水加熱器ドレンポンプのみが属するため，これを代表機器と

する。 

 



 

－ 1-2 － 

(5) 横軸遠心ポンプ（内部流体：純水，ケーシング材料：ステンレス鋼） 

このグループには，原子炉冷却材浄化系循環ポンプ，原子炉冷却材浄化系保持ポン

プ，制御棒駆動水ポンプ，常設高圧代替注水ポンプ及び格納容器圧力逃がし装置移送

ポンプが属するが，重要度が高い機器は，運転状態が同等であることから，最高使用

温度の高い原子炉冷却材浄化系循環ポンプを代表機器とする。 

 

(6) 横軸遠心ポンプ（内部流体：純水，ケーシング材料：低合金鋼） 

このグループには，タービン駆動原子炉給水ポンプのみが属するため，これを代表

機器とする。 

 

(7) 横軸遠心ポンプ（内部流体：純水，ケーシング材料：炭素鋼） 

このグループには，高圧復水ポンプ，原子炉隔離時冷却系ポンプ，電動機駆動原子

炉給水ポンプ，高圧炉心スプレイ系レグシールポンプ，低圧炉心スプレイ系レグシー

ルポンプ，残留熱除去系レグシールポンプ，原子炉隔離時冷却系レグシールポンプ，

常設低圧代替注水ポンプ，代替燃料プール冷却系ポンプ，代替循環冷却系ポンプが属

するが，重要度の高い原子炉隔離時冷却系ポンプを代表機器とする。 
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表 1-1(1/2) ターボポンプのグループ化と代表機器の選定 

分類基準 

ポンプ名称 

選定基準 

選定 選定理由 
型式 

内部
流体

材料*7 
仕様 

（容量×揚程） 
重要度*1

使用条件 

運転
状態

最高使用
圧力

(MPa)*2

最高使用
温度
(℃)*2 

立軸 
斜流 

海水 ステンレス鋼 

残留熱除去海水系ポンプ 
885.7 m3/h*3 
×184.4 m*3 

MS-1，重*5 一時 3.45 38 ◎ 
重要度 
運転状態 
最高使用温度 
最高使用圧力 

非常用ディーゼル発電機海水ポンプ 
272.6 m3/h*3 
×44 m*3 

MS-1，重*5 一時 0.70 38  

高圧炉心スプレイディーゼル冷却系 
海水系ポンプ 

232.8 m3/h*3 
×43 m*3 

MS-1，重*5 一時 0.70 38  

緊急用海水ポンプ*6 844 m3/h×130 m 重*5 一時 2.45 38  

純水 炭素鋼 
残留熱除去系ポンプ 1,691.9 m3/h×85.3 m MS-1，重*5 一時 3.45 174 ◎ 重要度 

運転状態 
最高使用温度 低圧炉心スプレイ系ポンプ 1,638.3 m3/h×169.5 m MS-1，重*5 一時 4.14 100  

立軸 
遠心 

純水 
炭素鋼 高圧炉心スプレイ系ポンプ 1,576.5 m3/h×196.6 m MS-1，重*5 一時 10.69 100 ◎  

鋳鉄 給水加熱器ドレンポンプ 1,032.2 m3/h×25 m 高*4 連続 0.70 149 ◎  

横軸 
遠心 

 
純水 

ステンレス鋼 

原子炉冷却材浄化系循環ポンプ 81.8 m3/h×152.4 m PS-2 連続 9.80 302 ◎ 重要度， 
運転状態 
最高使用温度 原子炉冷却材浄化系保持ポンプ 13 m3/h×20 m PS-2 連続 9.80 66  

制御棒駆動水ポンプ 46.3 m3/h×823 m 高*4 連続 12.06 66  

常設高圧代替注水ポンプ*6 136.7 m3/h*3×900 m*3 重*5 一時 10.70 120  

格納容器圧力逃がし装置移送ポンプ*6 10 m3/h×40 m 重*5 一時 2.5 200  

*1：当該機器に要求される重要度クラスのうち，最上位の重要度クラスを示す    

*2：ポンプ吐出配管の仕様を示す 

*3：公称値を示す     

*4：最高使用温度が 95 ℃を超え，又は最高使用圧力が 1,900 kPa を超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス 3の機器  

*5：重要度クラスとは別に常設重大事故等対処設備に属する機器及び構造物であることを示す 

*6：新規に設置される機器を示す  *7:ケーシングの材料を示す 
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表 1-1(2/2) ターボポンプのグループ化と代表機器の選定 

分類基準 

ポンプ名称 

選定基準 

選定 選定理由 
型式 

内部 

流体 
材料*7 

仕様 

（容量×揚程） 
重要度*1

使用条件 

運転

状態

最高使用

圧力

(MPa)*2

最高使用

温度

(℃)*2 

横軸 

遠心 
純水 

低合金鋼 タービン駆動原子炉給水ポンプ 4,315 m3/h×685.8 m 高*4 連続 15.51 233 ◎  

炭素鋼 

高圧復水ポンプ 3,792 m3/h×365.8 m 高*4 連続 6.14 205  重要度 

原子炉隔離時冷却系ポンプ 142 m3/h×869 m MS-1，重*5 一時 10.35 77 ◎ 

電動機駆動原子炉給水ポンプ 2,157.5 m3/h×762 m 高*4 一時 15.51 233  

高圧炉心スプレイ系レグシールポンプ 4.54 m3/h×38.1 m 高*4 連続 1.04 100  

低圧炉心スプレイ系レグシールポンプ 4.54 m3/h×38.1 m 高*4 連続 1.04 100  

残留熱除去系レグシールポンプ 4.54 m3/h×48.8 m 高*4 連続 1.04 100  

原子炉隔離時冷却系レグシールポンプ 4.54 m3/h×48.8 m 高*4 連続 0.86 77  

常設低圧代替注水ポンプ*6 200 m3/h*3×200 m*3 重*5 一時 3.14 66  

代替燃料プール冷却系ポンプ*6 124 m3/h×40 m 重*5 一時 0.98 80  

代替循環冷却系ポンプ*6 250 m3/h×120 m 重*5 一時 3.45 77  

*1：当該機器に要求される重要度クラスのうち，最上位の重要度クラスを示す  

*2：ポンプ吐出配管の仕様を示す   

*3：公称値を示す     

*4：最高使用温度が 95 ℃を超え，又は最高使用圧力が 1,900 kPa を超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス 3の機器 

*5：重要度クラスとは別に常設重大事故等対処設備に属する機器及び構造物であることを示す  

*6：新規に設置される機器を示す  *7:ケーシングの材料を示す 

 



 

－ 1-5 － 

2. 代表機器の技術評価 

本章では1章で代表機器とした以下の7台のポンプについて技術評価を実施する。 

① 残留熱除去海水系ポンプ 

② 残留熱除去系ポンプ 

③ 高圧炉心スプレイ系ポンプ 

④ 給水加熱器ドレンポンプ 

⑤ 原子炉冷却材浄化系循環ポンプ 

⑥ タービン駆動原子炉給水ポンプ 

⑦ 原子炉隔離時冷却系ポンプ 

 

2.1 構造，材料及び使用条件 

2.1.1 残留熱除去海水系ポンプ 

(1) 構造 

東海第二の残留熱除去海水系ポンプは，容量 885.7 m3/h(公称値)，揚程 184.4 m(公

称値)の立軸斜流ポンプであり，4台設置されている。 

海水に接液する羽根車，ケーシングはステンレス鋳鋼，主軸はステンレス鋼が使

用されている。 

また，軸封部には，内部流体の漏れを防止するため，グランドパッキンが使用さ

れている。 

なお，羽根車及び主軸は，取付ボルトを緩めケーシング等を取外すことにより，

点検手入れが可能である。 

東海第二の残留熱除去海水系ポンプの構造図を図 2.1-1 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の残留熱除去海水系ポンプ主要部位の使用材料を表 2.1-1 に，使用条件

を表 2.1-2 に示す。 
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No. 部位 

① 主軸 

② 中間軸継手 

③ 軸継手 

④ 羽根車 

⑤ ケーシングリング 

⑥ 軸受箱 

⑦ 水中軸受 

⑧ デリベリ 

⑨ コラムパイプ 

⑩ ケーシング 

⑪ 取付ボルト 

⑫ グランドパッキン 

⑬ ベース 

⑭ 基礎ボルト 

⑮ マウント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-1 残留熱除去海水系ポンプ構造図 
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表 2.1-1 残留熱除去海水系ポンプ主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

ポンプ容量と 

揚程の確保 

エネルギー伝達 

主軸 ステンレス鋼 

中間軸継手 ステンレス鋼 

軸継手 ステンレス鋳鋼 

エネルギー変換 
羽根車 ステンレス鋳鋼 

ケーシングリング ステンレス鋼 

軸支持 
軸受箱 ステンレス鋼 

水中軸受 （消耗品） 

バウンダリの 

維持 

耐圧 

デリベリ ステンレス鋳鋼 

コラムパイプ ステンレス鋼 

ケーシング ステンレス鋳鋼 

取付ボルト ステンレス鋼 

軸シール グランドパッキン （消耗品） 

機器の支持 支持 

ベース 炭素鋼 

基礎ボルト 炭素鋼 

マウント 炭素鋼 

 

 

表 2.1-2 残留熱除去海水系ポンプの使用条件 

最高使用圧力 3.45 MPa 

最高使用温度 38 ℃ 

容量 885.7 m3/h*1 

内部流体 海水 

*1：公称値を示す 
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2.1.2 残留熱除去系ポンプ 

(1) 構造 

東海第二の残留熱除去系ポンプは，容量 1,691.9 m3/h，揚程 85.3 m の立軸斜流

ポンプであり，3台設置されている。 

純水に接液する羽根車はステンレス鋳鋼，ケーシングは炭素鋼鋳鋼，主軸はステ

ンレス鋼が使用されている。 

また，軸封部は，内部流体の漏れを防止するため，メカニカルシールが使用され

ている。 

なお，羽根車及び主軸は，取付ボルトを緩めケーシング等を取外すことにより，

点検手入れが可能である。 

東海第二の残留熱除去系ポンプの構造図を図 2.1-2 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の残留熱除去系ポンプ主要部位の使用材料を表 2.1-3 に，使用条件を表

2.1-4 に示す。 
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No. 部位 

① 主軸 

② 中間軸継手 

③ 軸継手 

④ 羽根車 

⑤ ケーシングリング 

⑥ 水中軸受 

⑦ ケーシング 

⑧ コラムパイプ 

⑨ デリベリ 

⑩ 取付ボルト 

⑪ バレル 

⑫ シール水クーラ 

⑬ メカニカルシール 

⑭ ベース 

⑮ 基礎ボルト 

⑯ サイクロンセパレータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-2 残留熱除去系ポンプ構造図 
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表 2.1-3 残留熱除去系ポンプ主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

ポンプ容量と 

揚程の確保 

エネルギー伝達 

主軸 ステンレス鋼 

中間軸継手 ステンレス鋼 

軸継手 炭素鋼鋳鋼 

エネルギー変換 
羽根車 ステンレス鋳鋼 

ケーシングリング ステンレス鋼 

軸支持 水中軸受 炭素鋼＋カーボン 

バウンダリの 

維持 

耐圧 

ケーシング 炭素鋼鋳鋼 

コラムパイプ 炭素鋼 

デリベリ 炭素鋼 

取付ボルト 低合金鋼 

バレル 炭素鋼 

軸シール 
シール水クーラ 銅合金 

メカニカルシール （消耗品） 

機器の支持 支持 
ベース 炭素鋼 

基礎ボルト 炭素鋼 

その他 その他 サイクロンセパレータ ステンレス鋼 

 

 

表 2.1-4 残留熱除去系ポンプの使用条件 

最高使用圧力 3.45 MPa 

最高使用温度 174 ℃ 

容量 1,691.9 m3/h 

内部流体 純水 

 



 

－ 1-11 － 

2.1.3 高圧炉心スプレイ系ポンプ 

(1) 構造 

東海第二の高圧炉心スプレイ系ポンプは，容量 1,576.5 m3/h，揚程 196.6 m の立

軸遠心ポンプであり，1台設置されている。 

純水に接液する羽根車はステンレス鋳鋼，ケーシングは炭素鋼鋳鋼，主軸はステ

ンレス鋼が使用されている。 

また，軸封部には，内部流体の漏れを防止するため，メカニカルシールが使用さ

れている。 

なお，羽根車及び主軸は，取付ボルトを緩めケーシング等を取外すことにより，

点検手入れが可能である。 

東海第二の高圧炉心スプレイ系ポンプの構造図を図 2.1-3 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の高圧炉心スプレイ系ポンプ主要部位の使用材料を表 2.1-5 に，使用条

件を表 2.1-6 に示す。 
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No. 部位 

① 主軸 

② 中間軸継手 

③ 軸継手 

④ 羽根車 

⑤ ケーシングリング 

⑥ 水中軸受 

⑦ ケーシング 

⑧ デリベリ 

⑨ 取付ボルト 

⑩ バレル 

⑪ シール水クーラ 

⑫ メカニカルシール 

⑬ ベース 

⑭ 基礎ボルト 

⑮ サイクロンセパレータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-3 高圧炉心スプレイ系ポンプ構造図 
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表 2.1-5 高圧炉心スプレイ系ポンプ主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

ポンプ容量と 

揚程の確保 

エネルギー伝達 

主軸 ステンレス鋼 

中間軸継手 ステンレス鋼 

軸継手 炭素鋼鋳鋼 

エネルギー変換 
羽根車 ステンレス鋳鋼 

ケーシングリング ステンレス鋼 

軸支持 水中軸受 炭素鋼＋カーボン 

バウンダリの 

維持 

耐圧 

ケーシング 炭素鋼鋳鋼 

デリベリ 炭素鋼 

取付ボルト 低合金鋼 

バレル 炭素鋼 

軸シール 
シール水クーラ 銅合金 

メカニカルシール （消耗品） 

機器の支持 支持 
ベース 炭素鋼 

基礎ボルト 炭素鋼 

その他 その他 サイクロンセパレータ ステンレス鋼 

 

 

表 2.1-6 高圧炉心スプレイ系ポンプの使用条件 

最高使用圧力 10.69 MPa 

最高使用温度 100 ℃ 

容量 1,576.5 m3/h 

内部流体 純水 
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2.1.4 給水加熱器ドレンポンプ 

(1) 構造 

東海第二の給水加熱器ドレンポンプは，容量 1,032.2 m3/h，揚程 25 m の立軸遠

心ポンプであり，3台設置されている。 

純水に接液する羽根車は青銅鋳物，主軸はステンレス鋼，ケーシングは鋳鉄が使

用されている。 

また，軸封部には，内部流体の漏れを防止するため，メカニカルシールが使用さ

れている。 

なお，羽根車及び主軸は，取付ボルトを緩めケーシング等を取外すことにより，

点検手入れが可能である。 

東海第二の給水加熱器ドレンポンプの構造図を図 2.1-4 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の給水加熱器ドレンポンプ主要部位の使用材料を表 2.1-7 に，使用条件

を表 2.1-8 に示す。 
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No. 部位 

① 主軸 

② 中間軸継手 

③ 軸継手 

④ 羽根車 

⑤ ケーシングリング 

⑥ 水中軸受 

⑦ 軸受箱 

⑧ ころがり軸受 

⑨ ケーシング 

⑩ コラムパイプ 

⑪ デリベリ 

⑫ 取付ボルト 

⑬ バレル 

⑭ メカニカルシール 

⑮ ベース 

⑯ 基礎ボルト 

⑰ サイクロンセパレータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-4 給水加熱器ドレンポンプ構造図 
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表 2.1-7 給水加熱器ドレンポンプ主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

ポンプ容量と 

揚程の確保 

エネルギー伝達 

主軸 ステンレス鋼 

中間軸継手 ステンレス鋼 

軸継手 鋳鉄 

エネルギー変換 
羽根車 青銅鋳物 

ケーシングリング 青銅鋳物 

軸支持 

水中軸受 青銅鋳物 

軸受箱 鋳鉄 

ころがり軸受 （消耗品） 

バウンダリの 

維持 

耐圧 

ケーシング 鋳鉄 

コラムパイプ 炭素鋼 

デリベリ 炭素鋼 

取付ボルト ステンレス鋼 

バレル 炭素鋼 

軸シール メカニカルシール （消耗品） 

機器の支持 支持 
ベース 炭素鋼 

基礎ボルト 炭素鋼 

その他 その他 サイクロンセパレータ ステンレス鋼 

 

 

表 2.1-8 給水加熱器ドレンポンプの使用条件 

最高使用圧力 0.70 MPa 

最高使用温度 149 ℃ 

容量 1,032.2 m3/h 

内部流体 純水 
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2.1.5 原子炉冷却材浄化系循環ポンプ 

(1) 構造 

東海第二の原子炉冷却材浄化系循環ポンプは，容量 81.8 m3/h，揚程 152.4 m の

横軸遠心ポンプであり，2台設置されている。 

純水に接液するケーシング，羽根車はステンレス鋳鋼，主軸はステンレス鋼が使

用されている。 

また，軸封部には，内部流体の漏れを防止するため，メカニカルシールが使用さ

れている。 

なお，羽根車及び主軸は，取付ボルトを緩めケーシングカバー等を取外すことに

より，点検手入れが可能である。 

東海第二の原子炉冷却材浄化系循環ポンプの構造図を図 2.1-5 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の原子炉冷却材浄化系循環ポンプ主要部位の使用材料を表 2.1-9 に，使

用条件を表 2.1-10 に示す。 
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図 2.1-5 原子炉冷却材浄化系循環ポンプ構造図 

No. 部位 

① 主軸 

② 軸継手 

③ 羽根車 

④ ケーシングリング 

⑤ 軸受箱 

⑥ 潤滑油クーラ 

⑦ ころがり軸受 

⑧ ケーシング 

⑨ ケーシングカバー 

⑩ 取付ボルト 

⑪ メカニカルシール 

⑫ シール水クーラ 

⑬ ベース 

⑭ 基礎ボルト 

 

⑭ 

② 

⑬ 

⑫ 

全体図 

④ ③ 

⑨ 

⑦ 

⑪ 

①  

⑧ 

⑩ 

⑤ 
⑥ 
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表 2.1-9 原子炉冷却材浄化系循環ポンプ主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

ポンプ容量と 

揚程の確保 

エネルギー伝達 
主軸 ステンレス鋼 

軸継手 低合金鋼 

エネルギー変換 
羽根車 ステンレス鋳鋼 

ケーシングリング ステンレス鋼 

軸支持 

軸受箱 炭素鋼 

潤滑油クーラ 銅合金 

ころがり軸受 （消耗品） 

バウンダリの 

維持 

耐圧 

ケーシング ステンレス鋳鋼 

ケーシングカバー ステンレス鋳鋼 

取付ボルト 低合金鋼 

軸シール 
メカニカルシール （消耗品） 

シール水クーラ ステンレス鋼 

機器の支持 支持 
ベース 炭素鋼 

基礎ボルト 炭素鋼 

 

 

表 2.1-10 原子炉冷却材浄化系循環ポンプの使用条件 

最高使用圧力 9.80 MPa 

最高使用温度 302 ℃ 

容量 81.8 m3/h 

内部流体 純水 
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2.1.6 タービン駆動原子炉給水ポンプ 

(1) 構造 

東海第二のタービン駆動原子炉給水ポンプは，容量 4,315 m3/h，揚程 685.8 m の

横軸遠心ポンプであり，2台設置されている。 

純水に接液するケーシングは低合金鋼，羽根車はステンレス鋳鋼，主軸はステン

レス鋼が使用されている。 

また，軸封部には，内部流体の漏れを防止するため，シールリングが使用されて

いる。 

なお，羽根車及び主軸は，取付ボルトを緩めケーシングカバー等を取外すことに

より，点検手入れが可能である。 

東海第二のタービン駆動原子炉給水ポンプの構造図を図 2.1-6 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二のタービン駆動原子炉給水ポンプ主要部位の使用材料を表 2.1-11 に，

使用条件を表 2.1-12 に示す。
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図 2.1-6 タービン駆動原子炉給水ポンプ構造図

No. 部位 

① 主軸 

② 軸継手 

③ 羽根車 

④ ケーシングリング 

⑤ 軸受箱 

⑥ すべり軸受 

⑦ ケーシング 

⑧ ケーシングカバー 

⑨ 取付ボルト 

⑩ シールリング 

⑪ ベース 

⑫ 基礎ボルト 

 

④ 

③ 

⑧ 

⑤ 

⑩ 

⑥ 

⑥ 

①  

⑦ 

⑨ タービン側 

② 

⑫ 

⑪ 

A 部 

A 部拡大 

A 部 
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表 2.1-11 タービン駆動原子炉給水ポンプ主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

ポンプ容量と 

揚程の確保 

エネルギー伝達 
主軸 ステンレス鋼 

軸継手 低合金鋼 

エネルギー変換 
羽根車 ステンレス鋳鋼 

ケーシングリング ステンレス鋼 

軸支持 
軸受箱 炭素鋼鋳鋼 

すべり軸受 炭素鋼，Babitt Metal 

バウンダリの 

維持 

耐圧 

ケーシング 低合金鋼 

ケーシングカバー 低合金鋼 

取付ボルト 低合金鋼 

軸シール シールリング （消耗品） 

機器の支持 支持 
ベース 炭素鋼 

基礎ボルト 低合金鋼 

 

 

表 2.1-12 タービン駆動原子炉給水ポンプの使用条件 

最高使用圧力 15.51 MPa 

最高使用温度 233 ℃ 

容量 4,315 m3/h 

内部流体 純水 
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2.1.7 原子炉隔離時冷却系ポンプ 

(1) 構造 

東海第二の原子炉隔離時冷却系ポンプは，容量 142 m3/h，揚程 869 m の横軸遠心

ポンプであり，1台設置されている。 

純水に接液する羽根車はステンレス鋳鋼，主軸はステンレス鋼，ケーシングは炭

素鋼鋳鋼が使用されている。 

また，軸封部には，内部流体の漏れを防止するため，メカニカルシールが使用さ

れている。 

なお，羽根車及び主軸は，取付ボルトを緩めケーシングカバー等を取外すことに

より，点検手入れが可能である。 

東海第二の原子炉隔離時冷却系ポンプの構造図を図 2.1-7 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の原子炉隔離時冷却系ポンプ主要部位の使用材料を表 2.1-13 に，使用

条件を表 2.1-14 に示す。 
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図 2.1-7 原子炉隔離時冷却系ポンプ構造図 

No. 部位 

① 主軸 

② 軸継手 

③ 羽根車 

④ ケーシングリング 

⑤ ころがり軸受 

⑥ 軸受箱 

⑦ ケーシング 

⑧ ケーシングカバー 

⑨ 取付ボルト 

⑩ メカニカルシール 

⑪ ベース 

⑫ 基礎ボルト 

⑫⑪ 

②

全体図 

⑦ 

④ 

⑩ 

⑤ 

⑧ 
① 

③
⑨ 

⑥ 
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表 2.1-13 原子炉隔離時冷却系ポンプ主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

ポンプ容量と 

揚程の確保 

エネルギー伝達 
主軸 ステンレス鋼 

軸継手 炭素鋼 

エネルギー変換 
羽根車 ステンレス鋳鋼 

ケーシングリング 青銅鋳物 

軸支持 
ころがり軸受 （消耗品） 

軸受箱 炭素鋼鋳鋼 

バウンダリの 

維持 

耐圧 

ケーシング 炭素鋼鋳鋼 

ケーシングカバー 炭素鋼 

取付ボルト 低合金鋼 

軸シール メカニカルシール （消耗品） 

機器の支持 支持 
ベース 炭素鋼 

基礎ボルト 低合金鋼 

表 2.1-14 原子炉隔離時冷却系ポンプの使用条件 

最高使用圧力 10.35 MPa 

最高使用温度 77 ℃ 

容量 142 m3/h 

内部流体 純水 
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2.2 経年劣化事象の抽出 

2.2.1 機器の機能達成に必要な項目 

ターボポンプの機能は，羽根車を回転させることにより，流体にエネルギーを与え

るものであり，この機能の達成に必要な項目は以下のとおり。 

(1) ポンプ容量と揚程の確保 

(2) バウンダリの維持 

(3) 機器の支持 

 

2.2.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

(1) 想定される経年劣化事象の抽出 

ターボポンプについて，機能達成に必要な項目を考慮して主要な部位に展開した

上で，個々の部位の材料，構造，使用条件（内部流体の種類，応力，温度等）及び

現在までの運転経験を考慮し，表 2.2-1 で示すとおり，想定される経年劣化事象を

抽出した（表 2.2-1 で○又は△，▲）。 

なお，消耗品及び定期取替品は以下のとおり評価対象外とする。 

 

(2) 消耗品及び定期取替品の扱い 

軸シール（メカニカルシール，グランドパッキン，シールリング），ころがり軸受，

海水ポンプ用水中軸受は消耗品であり，設計時に長期使用せず取替を前提としてい

ることから高経年化対策を見極める上での評価対象外とする。 

 

(3) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

想定される経年劣化事象のうち下記①，②に該当しない事象を高経年化対策上着

目すべき経年劣化事象と判断した。 

なお，下記①，②に該当する事象については，2.2.3 項に示すとおり，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断した。 

 

① 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想

定した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理事象

として表 2.2-1 で△） 

 

② 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，

今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられ

る経年劣化事象（日常劣化管理事象以外として表 2.2-1 で▲） 

 

この結果，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象は抽出されなかった。 
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2.2.3 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象 

(1) 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想

定した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理事象） 

 

a. 主軸の摩耗［共通］ 

ころがり軸受，水中軸受を使用しているポンプの主軸については，軸受と主軸

の接触面の摩耗が想定されるが，分解点検時に目視点検及び寸法測定を実施し，

有意な摩耗が確認された場合は取替を行うことにより機能を維持している。 

すべり軸受を使用しているポンプの主軸については，すべり軸受との接触面に

おいて摩耗の発生が想定されるが，軸受には潤滑剤が供給され主軸と軸受間に油

膜が形成される構造となっており，主軸に摩耗が発生する可能性は小さく，分解

点検時に目視点検及び寸法測定を実施し，有意な摩耗が確認された場合は取替を

行うことにより機能を維持している。 

したがって，主軸の摩耗は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと

判断する。 

 

b. 羽根車とケーシングリング間の摩耗［共通］ 

ケーシングリングは，羽根車と摺動することにより摩耗が想定されるが，分解

点検時の目視点検及び羽根車とケーシングリング間の寸法測定において，有意な

摩耗が確認された場合は取替を行うことにより機能を維持している。 

したがって，羽根車とケーシングリング間の摩耗は高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象ではないと判断する。 

 

c. ベースの腐食（全面腐食）［共通］ 

ベースは炭素鋼であり腐食が発生する可能性があるが，大気接触部は塗装が施

されていることから，塗膜が健全であれば腐食が発生する可能性は小さく，分解

点検時の目視点検において塗装の状態を確認し，必要に応じて補修塗装すること

により機能を維持している。 

したがって，ベースの腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣化

事象ではないと判断する。 

 

d. 基礎ボルトの腐食（全面腐食）［残留熱除去海水系ポンプ，残留熱除去系ポン

プ，高圧炉心スプレイ系ポンプ，給水加熱器ドレンポンプ，原子炉冷却材浄

化系循環ポンプ， タービン駆動原子炉給水ポンプ，原子炉隔離時冷却系ポ

ンプ］ 

基礎ボルトの健全性評価は，「機械設備の技術評価書」にて評価を行うこととし，

本評価書には含めない。 
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e. 主軸，中間軸継手，羽根車，ケーシングリング，軸受箱，デリベリ，コラムパイ

プ，ケーシング，取付ボルトの腐食（孔食・隙間腐食）［残留熱除去海水系ポン

プ］ 

主軸，中間軸継手，羽根車，ケーシングリング，軸受箱，デリベリ，コラムパ

イプ，ケーシング，取付ボルトはステンレス鋼又はステンレス鋳鋼であり，内部

流体が海水であることから，接液部に腐食（孔食・隙間腐食）が発生する可能性

があるが，分解点検時の目視点検において腐食（孔食・隙間腐食）の状況を確認

し，必要に応じて補修又は取替を行うことにより機能を維持している。 

したがって，主軸，中間軸継手，羽根車，ケーシングリング，軸受箱，デリベ

リ，コラムパイプ，ケーシング，取付ボルトの腐食（孔食・隙間腐食）は高経年

化対策上着目すべき経年劣化事象はないと判断する。 

 

f. 水中軸受の摩耗［残留熱除去系ポンプ，高圧炉心スプレイ系ポンプ，給水加熱器

ドレンポンプ］ 

水中軸受は主軸との摺動部において摩耗が想定されるが，分解点検時の目視点

検及び主軸と水中軸受間の寸法測定を行い，有意な摩耗が認められた場合は軸受

の取替を行うことにより機能を維持している。 

したがって，水中軸受の摩耗は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではな

いと判断する。 

 

g. 取付ボルトの腐食（全面腐食）［残留熱除去系ポンプ，高圧炉心スプレイ系ポン

プ，原子炉冷却材浄化系循環ポンプ，タービン駆動原子炉給水ポンプ，原子炉隔

離時冷却系ポンプ］ 

取付ボルトは炭素鋼又は低合金鋼であり腐食が想定されるが，分解点検時の目

視点検において腐食状況を確認し，有意な腐食が確認された場合は取替を行うこ

とにより機能を維持している。 

したがって，取付ボルトの腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年

劣化事象ではないと判断する。 
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h. シール水クーラの腐食（全面腐食），浸食［残留熱除去系ポンプ，高圧炉心スプ

レイ系ポンプ］ 

シール水クーラの胴及び伝熱管は銅合金で，胴内面及び伝熱管外面が海水に接

液していることから腐食，浸食が発生する可能性があるが，分解点検時の目視点

検により腐食の状態を確認し，必要に応じて補修又は取替を行うことにより機能

を維持している。 

残留熱除去系ポンプについては第 25 回定期検査時に伝熱管の腐食による海水

の漏えいが確認されたことから，構造を再設計し交換することとしており，高圧

炉心スプレイ系ポンプについても同様に交換する計画である。 

したがって，シール水クーラの腐食（全面腐食），浸食は高経年化対策上着目す

べき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

i. 軸受箱の外面の腐食（全面腐食）［給水加熱器ドレンポンプ，原子炉冷却材浄化

系循環ポンプ，タービン駆動原子炉給水ポンプ，原子炉隔離時冷却系ポンプ］ 

軸受箱は炭素鋼，炭素鋼鋳鋼又は鋳鉄であり腐食が想定されるが，大気接触部

は塗装が施されていることから，塗膜が健全であれば腐食が発生する可能性は小

さく，分解点検時の目視点検において塗装の状態を確認し，必要に応じて補修塗

装することにより機能を維持している。 

したがって，軸受箱の外面の腐食（外面腐食）は高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではないと判断する。 

 

j. 羽根車，ケーシング，コラムパイプ及びデリベリの腐食（流れ加速型腐食）［給

水加熱器ドレンポンプ］ 

羽根車は青銅鋳物，ケーシングは鋳鉄，コラムパイプ及びデリベリは炭素鋼で

あり，腐食（流れ加速型腐食）が想定されるが，分解点検時の目視点検において

腐食の状態を確認し，必要に応じて補修又は取替を行うことにより機能を維持し

ている。 

したがって，羽根車，ケーシング，コラムパイプ及びデリベリの腐食（流れ加

速型腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－ 1-30 － 

k. すべり軸受の摩耗及びはく離［タービン駆動原子炉給水ポンプ］ 

すべり軸受は主軸との摺動部において摩耗の発生が想定されるが，軸受には潤

滑剤が供給され主軸と軸受間に油膜が形成される構造となっており，摩耗が生じ

る可能性は小さく，分解点検時の目視点検，寸法測定において有意な摩耗の有無

を確認し，必要に応じて軸受の取替を行うことにより機能を維持している。 

はく離についても，分解点検時の目視点検及び浸透探傷検査において，有意な

欠陥の有無を確認し，必要に応じて軸受の取替を行うことにより機能を維持して

いる。 

したがって，すべり軸受の摩耗及びはく離は高経年化対策上着目すべき経年劣

化事象ではないと判断する。 

 

l. 主軸のフレッティング疲労割れ［タービン駆動原子炉給水ポンプ］ 

主軸と羽根車の嵌め合い部は，他プラントにおいてフレッティング疲労による

割れ事象が発生しており，焼き嵌めにより取付けられているポンプにおいてはフ

レッティング疲労割れが想定されるが，当該ポンプケーシングはダブルボリュー

ト構造であることから，変動応力が生じる可能性は低くフレッティング疲労割れ

の発生する可能性は小さく，分解点検時の目視点検，浸透探傷検査において有意

な欠陥がないことを確認している。 

したがって，主軸のフレッティング疲労割れは，高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではないと判断する。 

 

m. 軸継手の腐食（全面腐食）［残留熱除去系ポンプ，高圧炉心スプレイ系ポンプ，

給水加熱器ドレンポンプ，原子炉冷却材浄化系循環ポンプ，タービン駆動原子炉

給水ポンプ，原子炉隔離時冷却系ポンプ］ 

軸継手は炭素鋼鋳鋼，鋳鉄，低合金鋼又は炭素鋼であり腐食が想定されるが，

分解点検時の目視点検において腐食の状態を確認し，必要に応じて補修又は取替

を行うことにより機能を維持している。 

したがって，軸継手の腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣化

事象ではないと判断する。 
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n. ケーシング，コラムパイプ，デリベリの外面の腐食（全面腐食）［残留熱除去系

ポンプ，給水加熱器ドレンポンプ］ 

ケーシングは炭素鋼鋳鋼又は鋳鉄，コラムパイプ及びデリベリは炭素鋼であり，

外面は大気接触することから腐食が想定されるが，大気接触部は塗装が施されて

いることから，塗膜が健全であれば腐食が発生する可能性は小さく，分解点検時

の目視点検において塗装の状態を確認し，必要に応じて補修塗装することにより

機能を維持している。 

したがって，ケーシング，コラムパイプ，デリベリの外面の腐食（全面腐食）

は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

o. ケーシング，コラムパイプ，デリベリの内面の腐食（全面腐食）［残留熱除去系

ポンプ］ 

ケーシングは炭素鋼鋳鋼，コラムパイプ及びデリベリは炭素鋼であり，内面は

純水に接液することから腐食が想定されるが，分解点検時の目視点検において腐

食の状態を確認し，必要に応じて補修又は取替を行うことにより機能を維持して

いる。 

したがって，ケーシング，コラムパイプ，デリベリの内面の腐食（全面腐食）

は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

p. ケーシング，デリベリの外面の腐食（全面腐食）［高圧炉心スプレイ系ポンプ］ 

ケーシングは炭素鋼鋳鋼，デリベリは炭素鋼であり，外面は大気接触すること

から腐食が想定されるが，大気接触部は塗装が施されていることから，塗膜が健

全であれば腐食が発生する可能性は小さく，分解点検時の目視点検において塗装

の状態を確認し，必要に応じて補修塗装することにより機能を維持している。 

したがって，ケーシング，デリベリの外面の腐食（全面腐食）は高経年化対策

上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

q. ケーシング，デリベリの内面の腐食（全面腐食）［高圧炉心スプレイ系ポンプ］ 

ケーシングは炭素鋼鋳鋼，デリベリは炭素鋼であり，内面は純水に接液するこ

とから腐食が想定されるが，分解点検時の目視点検において腐食の状態を確認し，

必要に応じて補修又は取替を行うことにより機能を維持している。 

したがって，ケーシング，デリベリの内面の腐食（全面腐食）は高経年化対策

上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 
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r. バレルの内面の腐食（全面腐食）［残留熱除去系ポンプ，高圧炉心スプレイ系ポ

ンプ，給水加熱器ドレンポンプ］ 

バレルは炭素鋼であり，内面は純水に接液することから腐食が想定されるが，

分解点検時の目視点検において腐食の状態を確認し，必要に応じて補修を行うこ

とにより機能を維持している。 

したがって，バレルの内面の腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではないと判断する。 

 

s. ケーシング，ケーシングカバーの腐食（全面腐食）［タービン駆動原子炉給水ポ

ンプ，原子炉隔離時冷却系ポンプ］ 

ケーシング，ケーシングカバーは低合金鋼，炭素鋼又は炭素鋼鋳鋼であり，腐

食が想定されるが，外面の大気接触部は塗装が施されていることから，塗膜が健

全であれば腐食が発生する可能性は小さく，目視点検時において塗装の状態を確

認し，必要に応じて補修塗装することにより機能を維持している。 

内面については，分解点検時の目視点検において腐食の状態を確認し，必要に

応じて補修又は取替を行うことにより機能を維持している。 

したがって，ケーシング，ケーシングカバーの腐食（全面腐食）は高経年化対

策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

t. シール水クーラ伝熱管の異物付着［残留熱除去系ポンプ，高圧炉心スプレイ系ポ

ンプ］ 

シール水クーラ伝熱管は外部流体が海水であることから，異物付着の可能性が

あるが，分解点検時に伝熱管の手入れ・清掃を行うことにより機能を維持してい

る。 

したがって，シール水クーラ伝熱管の異物付着は高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではないと判断する。 

 

u. マウントの腐食（全面腐食）［残留熱除去海水系ポンプ］ 

マウントは炭素鋼であり腐食が想定されるが，大気接触部は塗装が施されてい

ることから，塗膜が健全であれば腐食が発生する可能性は小さく，分解点検時の

目視点検において塗装の状態を確認し，必要に応じて補修塗装することにより機

能を維持している。 

したがって，マウントの腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣

化事象ではないと判断する。 
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v. サイクロンセパレータの貫粒型応力腐食割れ［残留熱除去系ポンプ，高圧炉心ス

プレイ系ポンプ，給水加熱器ドレンポンプ］ 

サイクロンセパレータはステンレス鋼であり，大気中の海塩粒子に含まれる塩

化物イオンにより，外面から貫粒型応力腐食割れの発生が想定されるが，原子炉

建屋内機器の塩分測定において，代表箇所における定期的な目視点検及び付着塩

分量測定を実施し，その結果により必要に応じ機器外面清掃及び浸透探傷検査を

実施することとしている。 

また，東海第二では工事における副資材管理でステンレス鋼への塩分付着を防

止している。 

したがって，サイクロンセパレータの応力腐食割れ（貫粒型応力腐食割れ）は

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

w. 主軸の高サイクル疲労割れ［共通］ 

主軸にはポンプ運転時に繰返し応力が発生することから，応力集中部等におい

て，高サイクル疲労割れが想定されるが，ポンプ主軸は設計段階において疲労割

れが発生しないように考慮された設計となっており，高サイクル疲労割れが発生

する可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な割れは確認されておらず，今後も

使用環境が変わらないことからこれらの傾向が変化する要因があるとはとは考え

難い。 

したがって，主軸の高サイクル疲労割れは高経年化対策上着目すべき経年劣化

事象ではないと判断する。 

 

x. 羽根車の腐食（キャビテーション）［共通］ 

ポンプ内部でキャビテーションが発生すると羽根車表面にエロージョンが生じ，

ポンプ性能に影響を及ぼすことが想定されるが，ポンプはキャビテーションを起

こさない条件 [ (有効吸込ヘッド) > (必要有効吸込ヘッド)] を満たすよう設計

段階において考慮されており，この大小関係は経年的に変わるものではないこと

から腐食の発生する可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な腐食（キャビテーション）は確認

さられておらず， 今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化す

る要因があるとは考え難い。 

したがって，羽根車の腐食（キャビテーション）は高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象ではないと判断する。 
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y. シール水クーラ伝熱管の異物付着［原子炉冷却材浄化系循環ポンプ］ 

シール水クーラ伝熱管は，長期使用により異物付着が想定されるが，内部流体

が水質管理された純水（防錆材入り）であることから，異物付着の可能性は小さ

い。 

なお，分解点検時の目視点検において異物は確認されておらず， 今後も使用環

境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，シール水クーラ伝熱管の異物付着は高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではないと判断する。 

 

z. 軸受箱の内面の腐食（全面腐食）［給水加熱器ドレンポンプ，原子炉冷却材浄化

系循環ポンプ，タービン駆動原子炉給水ポンプ，原子炉隔離時冷却系ポンプ］ 

軸受箱は炭素鋼，炭素鋼鋳鋼又は鋳鉄であり腐食が想定されるが，内部流体は

潤滑油であることから腐食の可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な腐食は確認されておらず，今後も

使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難

い。 

したがって，軸受箱の内面の腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではないと判断する。 

 

aa. 軸継手の摩耗［原子炉隔離時冷却系ポンプ］ 

軸継手はギアカップリングであり，ギア部によりトルクを伝達するため，長期

使用により摩耗が想定されるが，ギア部には潤滑剤が塗布されており，摩耗が発

生する可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な摩耗は確認さられておらず， 今後

も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え

難い。 

したがって，軸継手の摩耗は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない

と判断する。 
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ab. 羽根車，ケーシング及びケーシングカバーの熱時効［原子炉冷却材浄化系循環

ポンプ］ 

羽根車，ケーシング及びケーシングカバーに使用しているステンレス鋳鋼は，

オーステナイト相中に一部フェライト層を含む 2 相組織であり，使用温度は

250 ℃以上（最高使用温度 302 ℃）であるため，熱時効による材料の靭性低下が

想定され，この状態でき裂が存在する場合には小さな荷重でき裂が進展し，不安

定破壊を引き起こす可能性があるが，羽根車，ケーシング及びケーシングカバー

にはき裂原因となる経年劣化事象は想定されていないことから，熱時効が問題と

なる可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な欠陥は確認されておらず，今後も

使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難

い。 

また，「平成 8 年度プラント長寿命化技術開発に関する事業報告書」（平成 9 年

3 月 財団法人 発電設備技術検査協会）において，BWR の炉水温度（約 280 ℃）

における熱時効による材料への影響は大きくないとしている。 

したがって，羽根車，ケーシング及びケーシングカバーの熱時効は高経年化対

策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。  

  

(2) 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，

今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられ

る経年劣化事象（日常劣化管理事象以外） 

 

a. バレルの外面の腐食（全面腐食）［残留熱除去系ポンプ，高圧炉心スプレイ系ポ

ンプ，給水加熱器ドレンポンプ］ 

バレルは炭素鋼であり，外面はコンクリートに覆われていることから，地下水

の浸透により浸水する場合には腐食が想定されるが，建屋は止水壁により止水処

理を行っていることから腐食の発生する可能性は小さく，今後もこれらの傾向が

変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，バレルの外面の腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではないと判断する。 
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表 2.2-1 (1/7) 残留熱除去海水系ポンプに想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目

サブ 

システム 
部位 

消耗品･ 

定期取替品
材料 

経年劣化事象 

備考 減肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労

割れ

応力腐

食割れ
熱時効 劣化

ポンプ容量と

揚程の確保 

エネルギー 

伝達 

主軸  ステンレス鋼 △ △*1 △*2     *1：孔食・隙間腐食 

*2：高サイクル疲労割

れ 

*3：キャビテーション 

中間軸継手  ステンレス鋼  △*1      

軸継手  ステンレス鋳鋼        

エネルギー 

変換 

羽根車  ステンレス鋳鋼 △ △*1*3      

ケーシングリング  ステンレス鋼 △ △*1      

軸支持 
軸受箱  ステンレス鋼  △*1      

水中軸受 ◎ ―        

バウンダリの

維持 

耐圧 

デリベリ  ステンレス鋳鋼  △*1      

コラムパイプ  ステンレス鋼  △*1      

ケーシング  ステンレス鋳鋼  △*1      

取付ボルト  ステンレス鋼  △*1      

軸シール グランドパッキン ◎ ―        

機器の支持 支持 

ベース  炭素鋼  △      

基礎ボルト  炭素鋼  △      

マウント  炭素鋼  △      

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 
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表 2.2-1 (2/7) 残留熱除去系ポンプに想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目

サブ 

システム 
部位 

消耗品･ 

定期取替品
材料 

経年劣化事象 

備考 減肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労

割れ

応力腐

食割れ
熱時効 劣化

ポンプ容量と

揚程の確保 

エネルギー 

伝達 

主軸  ステンレス鋼 △  △*1     *1：高サイクル疲労割

れ 

*2：キャビテーション 

*3：内面 

*4：外面 

*5：全面腐食，浸食 

*6：伝熱管の異物付着 

*7：貫粒型応力腐食割

れ 

 

中間軸継手  ステンレス鋼        

軸継手  炭素鋼鋳鋼  △      

エネルギー 

変換 

羽根車  ステンレス鋳鋼 △ △*2      

ケーシングリング  ステンレス鋼 △       

軸支持 水中軸受  
炭素鋼 

＋カーボン 
△       

バウンダリの

維持 

耐圧 

ケーシング  炭素鋼鋳鋼  △*3*4      

コラムパイプ  炭素鋼  △*3*4      

デリベリ  炭素鋼  △*3*4      

取付ボルト  低合金鋼  △      

バレル  炭素鋼  
△*3 

▲*4 
     

軸シール 
シール水クーラ  銅合金  △*5     △*6 

メカニカルシール ◎ ―        

機器の支持 支持 
ベース  炭素鋼  △      

基礎ボルト  炭素鋼  △      

その他 その他 
サイクロン 

セパレータ 
 ステンレス鋼    △*7    

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 

▲：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 

 



 

 

－
 
1
-
3
8
 
－
 

表 2.2-1 (3/7) 高圧炉心スプレイ系ポンプに想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目

サブ 

システム 
部位 

消耗品・ 

定期取替品
材料 

経年劣化事象 

備考 
減肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労

割れ

応力腐

食割れ
熱時効 劣化

ポンプ容量と

揚程の確保 

エネルギー 

伝達 

主軸  ステンレス鋼 △  △*1     *1：高サイクル疲労割

れ 

*2：キャビテーション 

*3：内面 

*4：外面 

*5：全面腐食，浸食 

*6：伝熱管の異物付着 

*7：貫粒型応力腐食割

れ 

 

中間軸継手  ステンレス鋼        

軸継手  炭素鋼鋳鋼  △      

エネルギー 

変換 

羽根車  ステンレス鋳鋼 △ △*2      

ケーシングリング  ステンレス鋼 △       

軸支持 水中軸受  
炭素鋼 

＋カーボン 
△       

バウンダリの

維持 

耐圧 

ケーシング  炭素鋼鋳鋼  △*3*4      

デリベリ  炭素鋼  △*3*4      

取付ボルト  低合金鋼  △      

バレル  炭素鋼  
△*3 

▲*4 
     

軸シール 
シール水クーラ  銅合金  △*5     △*6 

メカニカルシール ◎ ―        

機器の支持 支持 
ベース  炭素鋼  △      

基礎ボルト  炭素鋼  △      

その他 その他 
サイクロン 

セパレータ 
 ステンレス鋼    △*7    

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 

▲：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 



 

 

－
 
1
-
3
9
 
－
 

表 2.2-1 (4/7) 給水加熱器ドレンポンプに想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目

サブ 

システム 
部位 

消耗品・ 

定期取替品
材料 

経年劣化事象 

備考 
減肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労

割れ

応力腐

食割れ
熱時効 劣化

ポンプ容量と

揚程の確保 

エネルギー 

伝達 

主軸  ステンレス鋼 △  △*1     *1：高サイクル疲労割

れ 

*2：流れ加速型腐食 

*3：キャビテーション 

*4：外面 

*5：内面 

*6：貫粒型応力腐食割

れ 

中間軸継手  ステンレス鋼        

軸継手  鋳鉄  △      

エネルギー 

変換 

羽根車  青銅鋳物 △ △*2*3      

ケーシングリング  青銅鋳物 △       

軸支持 

水中軸受  青銅鋳物 △       

軸受箱  鋳鉄  △*4*5      

ころがり軸受 ◎ ―        

バウンダリの

維持 

耐圧 

ケーシング  鋳鉄  △*2*4      

コラムパイプ  炭素鋼  △*2*4      

デリベリ  炭素鋼  △*2*4      

取付ボルト  ステンレス鋼        

バレル  炭素鋼  △*5▲*4      

軸シール メカニカルシール ◎ ―        

機器の支持 支持 
ベース  炭素鋼  △      

基礎ボルト  炭素鋼  △      

その他 その他 
サイクロン 

セパレータ 
 ステンレス鋼    △*6    

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 

▲：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 



 

 

－
 
1
-
4
0
 
－
 

表 2.2-1 (5/7) 原子炉冷却材浄化系循環ポンプに想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目

サブ 

システム 
部位 

消耗品・ 

定期取替品
材料 

経年劣化事象 

備考 
減肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労

割れ

応力腐

食割れ
熱時効 劣化

ポンプ容量と

揚程の確保 

エネルギー 

伝達 

主軸 
 ステンレス

鋼 
△  △*1     

*1：高サイクル疲労割

れ 

*2：キャビテーション 

*3：外面 

*4：内面 

*5：伝熱管の異物付着 

 

軸継手  低合金鋼  △      

エネルギー 

変換 

羽根車 
 ステンレス

鋳鋼 
△ △*2   △   

ケーシングリング 
 ステンレス

鋼 
△       

軸支持 

軸受箱  炭素鋼  △*3*4      

潤滑油クーラ  銅合金        

ころがり軸受 ◎ ―        

バウンダリの

維持 

耐圧 

ケーシング 
 ステンレス

鋳鋼 
    △   

ケーシングカバー 
 ステンレス

鋳鋼 
    △   

取付ボルト  低合金鋼  △      

軸シール 

メカニカルシール ◎ ―        

シール水クーラ 
 ステンレス

鋼 
      △*5 

機器の支持 支持 
ベース  炭素鋼  △      

基礎ボルト  炭素鋼  △      

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 

 



 

 

－
 
1
-
4
1
 
－
 

表 2.2-1 (6/7) タービン駆動原子炉給水ポンプに想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目

サブ 

システム 
部位 

消耗品・ 

定期取替品
材料 

経年劣化事象 

備考 
減肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労

割れ

応力腐

食割れ
熱時効 劣化

ポンプ容量と

揚程の確保 

エネルギー 

伝達 

主軸  ステンレス鋼 △  △*1*2     *1：フレッティング疲

労割れ 

*2：高サイクル疲労割

れ 

*3：キャビテーション 

*4：外面 

*5：内面 

*6：はく離  

軸継手  低合金鋼  △      

エネルギー 

変換 

羽根車  ステンレス鋳鋼 △ △*3      

ケーシングリング  ステンレス鋼 △       

軸支持 

軸受箱  炭素鋼鋳鋼  △*4*5      

すべり軸受 
 炭素鋼，Babitt

Metal 
△      △*6 

バウンダリの

維持 

耐圧 

ケーシング  低合金鋼  △      

ケーシングカバー  低合金鋼  △      

取付ボルト  低合金鋼  △      

軸シール シールリング ◎ ―        

機器の支持 支持 
ベース  炭素鋼  △      

基礎ボルト  低合金鋼  △      

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 



 

 

－
 
1
-
4
2
 
－
 

表 2.2-1 (7/7) 原子炉隔離時冷却系ポンプに想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目

サブ 

システム 
部位 

消耗品・ 

定期取替品
材料 

経年劣化事象 

備考 
減肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労

割れ

応力腐

食割れ
熱時効 劣化

ポンプ容量と

揚程の確保 

エネルギー 

伝達 

主軸  ステンレス鋼 △  △*1     *1：高サイクル疲労割

れ 

*2：キャビテーション 

*3：外面 

*4：内面 

軸継手  炭素鋼 △ △      

エネルギー 

変換 

羽根車  ステンレス鋳鋼 △ △*2      

ケーシングリング  青銅鋳物 △       

軸支持 
ころがり軸受 ◎ ―        

軸受箱  炭素鋼鋳鋼  △*3*4      

バウンダリの

維持 

耐圧 

 

ケーシング  炭素鋼鋳鋼  △      

ケーシングカバー  炭素鋼  △      

取付ボルト  低合金鋼  △      

軸シール メカニカルシール ◎ ―        

機器の支持 支持 
ベース  炭素鋼  △      

基礎ボルト  低合金鋼  △      

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 
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3. 代表機器以外への展開 

本章では，2章で実施した代表機器の技術評価について，1章で実施したグループ化で代

表機器となっていない機器への展開について検討した。 

① 非常用ディーゼル発電機海水ポンプ 

② 高圧炉心スプレイディーゼル冷却系海水系ポンプ 

③ 低圧炉心スプレイ系ポンプ 

④ 原子炉冷却材浄化系保持ポンプ 

⑤ 制御棒駆動水ポンプ 

⑥ 高圧復水ポンプ 

⑦ 電動機駆動原子炉給水ポンプ 

⑧ 高圧炉心スプレイ系レグシールポンプ 

⑨ 低圧炉心スプレイ系レグシールポンプ 

⑩ 残留熱除去系レグシールポンプ 

⑪ 原子炉隔離時冷却系レグシールポンプ 

⑫ 常設高圧代替注水ポンプ 

⑬ 常設低圧代替注水ポンプ 

⑭ 緊急用海水ポンプ 

⑮ 代替燃料プール冷却系ポンプ 

⑯ 代替循環冷却系ポンプ 

⑰ 格納容器圧力逃がし装置移送ポンプ 

 

3.1 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

 

代表機器と同様，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象は抽出されなかった。 
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3.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象 

(1) 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想定

した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理事象） 

 

a. 主軸の摩耗［共通］ 

代表機器と同様，ころがり軸受，水中軸受を使用しているポンプの主軸について

は，軸受と主軸の接触面の摩耗が想定されるが，分解点検時に目視点検及び寸法測

定を実施し，有意な摩耗が確認された場合は取替を行うことにより機能を維持して

いる。 

すべり軸受を使用しているポンプの主軸については，すべり軸受との接触面にお

いて摩耗の発生が想定されるが，軸受には潤滑剤が供給され主軸と軸受間に油膜が

形成される構造となっており，主軸に摩耗が発生する可能性は小さく，分解点検時

に目視点検及び寸法測定を実施し，有意な摩耗が確認された場合は取替を行うこと

により機能を維持している。 

新規に設置される常設重大事故等対処設備に属する機器については，今後上記同

様の保全を実施することで機能は維持できると考える。 

したがって，主軸の摩耗は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

 

b. 羽根車とケーシングリング間の摩耗［共通］ 

代表機器と同様，ケーシングリングは，羽根車と摺動することにより摩耗が想定

されるが，分解点検時の目視点検及び羽根車とケーシングリング間の寸法測定にお

いて，有意な摩耗が確認された場合は取替を行うことにより機能を維持している。 

新規に設置される常設重大事故等対処設備に属する機器については，今後上記同

様の保全を実施することで機能は維持できると考える。 

したがって，羽根車とケーシングリング間の摩耗は高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではないと判断する。 

 

c. ベースの腐食（全面腐食）［共通］ 

代表機器と同様，ベースは炭素鋼であり腐食が発生する可能性があるが，大気接

触部は塗装が施されていることから，塗膜が健全であれば腐食が発生する可能性は

小さく，分解点検時の目視点検において塗装の状態を確認し，必要に応じて補修塗

装することにより機能を維持している。 

新規に設置される常設重大事故等対処設備に属する機器については，今後上記同

様の保全を実施することで機能は維持できると考える。 

したがって，ベースの腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣化事

象ではないと判断する。 
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d. 基礎ボルトの腐食（全面腐食）［非常用ディーゼル発電機海水ポンプ，高圧炉心ス

プレイディーゼル冷却系海水系ポンプ，低圧炉心スプレイ系ポンプ，原子炉冷却材

浄化系保持ポンプ，制御棒駆動水ポンプ，高圧復水ポンプ，電動機駆動原子炉給水

ポンプ，高圧炉心スプレイ系レグシールポンプ，低圧炉心スプレイ系レグシールポ

ンプ，残留熱除去系レグシールポンプ，原子炉隔離時冷却系レグシールポンプ，常

設高圧代替注水ポンプ］ 

代表機器と同様に｢機械設備の技術評価書｣にて評価を行うこととし，本評価書に

は含めない。 

 

e. 主軸，中間軸継手，羽根車，ケーシングリング，軸受箱，デリベリ，コラムパイプ，

ケーシング，取付ボルトの腐食（孔食・隙間腐食）［非常用ディーゼル発電機海水

ポンプ，高圧炉心スプレイディーゼル冷却系海水系ポンプ，緊急用海水ポンプ］ 

代表機器と同様，主軸，中間軸継手，羽根車，ケーシングリング，軸受箱，デリ

ベリ，コラムパイプ，ケーシング，取付ボルトはステンレス鋼又はステンレス鋳鋼

であり，内部流体が海水であることから，接液部に腐食（孔食・隙間腐食）が発生

する可能性があるが，分解点検時の目視点検において腐食（孔食・隙間腐食）の状

況を確認し，必要に応じて補修又は取替を行うことにより機能を維持している。 

新規に設置される緊急用海水ポンプは，今後上記同様の保全を実施することで機

能は維持できると考える。 

したがって，主軸，中間軸継手，羽根車，ケーシングリング，軸受箱，デリベリ，

コラムパイプ，ケーシング，取付ボルトの腐食（孔食・隙間腐食）は高経年化対策

上着目すべき経年劣化事象はないと判断する。 

 

f. 水中軸受の摩耗［低圧炉心スプレイ系ポンプ，緊急用海水ポンプ］ 

代表機器と同様，水中軸受は主軸との摺動部において摩耗が想定されるが，分解

点検時の目視点検及び主軸と水中軸受間の寸法測定を行い，有意な摩耗が認められ

た場合は軸受の取替を行うことにより機能を維持している。 

新規に設置される緊急用海水ポンプは，今後上記同様の保全を実施することで機

能は維持できると考える。 

したがって，水中軸受の摩耗は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない

と判断する。 
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g. 取付ボルトの腐食（全面腐食）［取付ボルトが炭素鋼又は低合金鋼の機器共通］ 

代表機器と同様，取付ボルトは炭素鋼又は低合金鋼であり腐食が想定されるが，

分解点検時の目視点検において腐食状況を確認し，有意な腐食が確認された場合は

取替を行うことにより機能を維持している。 

新規に設置される常設重大事故等対処設備に属する機器については，今後上記同

様の保全を実施することで機能は維持できると考える。 

したがって，取付ボルトの腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣

化事象ではないと判断する。 

 

h. シール水クーラの腐食（全面腐食），浸食［低圧炉心スプレイ系ポンプ］ 

代表機器と同様，シール水クーラの胴及び伝熱管は銅合金で，胴内面及び伝熱管

外面が海水に接液していることから腐食が発生する可能性があるが，分解点検時の

目視点検により腐食の状態を確認し，必要に応じて補修又は取替を行うことにより

機能を維持している。 

残留熱除去系ポンプの伝熱管腐食による海水漏えいの対策として，代表機器と同

様，構造を再設計し交換する計画である。 

したがって，シール水クーラの腐食（全面腐食），浸食は高経年化対策上着目すべ

き経年劣化事象ではないと判断する。 

 

i. 軸受箱の外面の腐食（全面腐食）［制御棒駆動水ポンプ，高圧復水ポンプ，電動機

駆動原子炉給水ポンプ，高圧炉心スプレイ系レグシールポンプ，低圧炉心スプレイ

系レグシールポンプ，残留熱除去系レグシールポンプ，原子炉隔離時冷却系レグシ

ールポンプ，常設低圧代替注水ポンプ，代替燃料プール冷却系ポンプ，代替循環冷

却系ポンプ］ 

代表機器と同様，軸受箱は炭素鋼，炭素鋼鋳鋼又は鋳鉄であり腐食が想定される

が，大気接触部は塗装が施されていることから，塗膜が健全であれば腐食が発生す

る可能性は小さく，分解点検時の目視点検において塗装の状態を確認し，必要に応

じて補修塗装することにより機能を維持している。 

新規に設置される常設重大事故等対処設備に属する機器については，今後上記同

様の保全を実施することで機能は維持できると考える。 

したがって，軸受箱の外面の腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年

劣化事象ではないと判断する。 
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j. すべり軸受の摩耗及びはく離［制御棒駆動水ポンプ，高圧復水ポンプ，電動機駆動

原子炉給水ポンプ］ 

代表機器と同様，すべり軸受は主軸との摺動部において摩耗の発生が想定される

が，軸受には潤滑剤が供給され主軸と軸受間に油膜が形成される構造となっており，

摩耗が生じる可能性は小さく，分解点検時の目視点検，寸法測定において有意な摩

耗の有無を確認し，必要に応じて軸受の取替を行うことにより機能を維持している。 

はく離についても，分解点検時の目視点検及び浸透探傷検査において，有意な欠

陥の有無を確認し，必要に応じて軸受の取替を行うことにより機能を維持している。 

したがって，すべり軸受の摩耗及びはく離は高経年化対策上着目すべき経年劣化

事象ではないと判断する。 

 

k. 主軸のフレッティング疲労割れ［電動機駆動原子炉給水ポンプ］ 

代表機器と同様，他プラントにおいてフレッティング疲労による割れ事象が発生

しており，焼き嵌めにより取付けられているポンプにおいてはフレッティング疲労

割れが想定されるが，当該ポンプケーシングはダブルボリュート構造であることか

ら，変動応力が生じる可能性は低くフレッティング疲労割れの発生する可能性は小

さく，分解点検時の目視点検，浸透探傷検査を行うことにより機能を維持している。 

したがって，主軸のフレッティング疲労割れは，高経年化対策上着目すべき経年

劣化事象ではないと判断する。 

 

l. 軸継手の腐食（全面腐食）［軸継手の材質が炭素鋼，炭素鋼鋳鋼又は低合金鋼の機

器共通］ 

代表機器と同様，軸継手は炭素鋼鋳鋼，炭素鋼又は低合金鋼であり腐食が想定さ

れるが，分解点検時の目視点検において腐食の状態を確認し，必要に応じて補修又

は取替を行うことにより機能を維持している。 

新規に設置される常設重大事故等対処設備に属する機器については，今後上記同

様の保全を実施することで機能は維持できると考える。 

したがって，軸継手の腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣化事

象ではないと判断する。 
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m. ケーシング，コラムパイプ，デリベリの外面の腐食（全面腐食）［低圧炉心スプレ

イ系ポンプ］ 

代表機器と同様，ケーシングは炭素鋼鋳鋼，コラムパイプ，デリベリは炭素鋼で

あり，外面は大気接触することから腐食が想定されるが，大気接触部は塗装が施さ

れていることから，塗膜が健全であれば腐食が発生する可能性は小さく，分解点検

時の目視点検において塗装の状態を確認し，必要に応じて補修塗装することにより

機能を維持している。 

したがって，ケーシング，コラムパイプ，デリベリの外面の腐食（全面腐食）は

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

n. ケーシング，コラムパイプ，デリベリの内面の腐食（全面腐食）［低圧炉心スプレ

イ系ポンプ］ 

代表機器と同様，ケーシングは炭素鋼鋳鋼，コラムパイプ，デリベリは炭素鋼で

あり，内面は純水に接液することから腐食が想定されるが，分解点検時の目視点検

において腐食の状態を確認し，必要に応じて補修又は取替を行うことにより機能を

維持している。 

したがって，ケーシング，コラムパイプ，デリベリの内面の腐食（全面腐食）は

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

o. バレルの内面の腐食（全面腐食）［低圧炉心スプレイ系ポンプ］ 

代表機器と同様，バレルは炭素鋼であり，内面は純水に接液することから腐食が

想定されるが，分解点検時の目視点検において腐食の状態を確認し，必要に応じて

補修を行うことにより機能を維持している。 

したがって，バレルの内面の腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年

劣化事象ではないと判断する。 

 

p. ケーシング，ケーシングカバーの外面の腐食（全面腐食）［ケーシング，ケーシン

グカバーの材質が炭素鋼，炭素鋼鋳鋼又は低合金鋼の機器共通］ 

代表機器と同様，ケーシング，ケーシングカバーは炭素鋼，炭素鋼鋳鋼又は低合

金鋼であり，腐食が想定されるが，外面の大気接触部は塗装が施されていることか

ら，塗膜が健全であれば腐食が発生する可能性は小さく，分解点検時の目視点検に

おいて塗装の状態を確認し，必要に応じて補修塗装することにより機能を維持して

いる。 

新規に設置される常設重大事故等対処設備に属する機器については，今後上記同

様の保全を実施することで機能は維持できると考える。 

したがって，ケーシング，ケーシングカバーの外面の腐食（全面腐食）は高経年

化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 
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q. ケーシング，ケーシングカバーの内面の腐食（全面腐食）［ケーシング，ケーシン

グカバーの材質が炭素鋼，炭素鋼鋳鋼又は低合金鋼の機器共通］ 

代表機器と同様，ケーシング，ケーシングカバーは炭素鋼，炭素鋼鋳鋼又は低合

金鋼であり，内面は純水に接液することから腐食が想定されるが，分解点検時の目

視点検において塗装の状態を確認し，必要に応じて補修塗装することにより機能を

維持している。 

新規に設置される常設重大事故等対処設備に属する機器については，今後上記同

様の保全を実施することで機能は維持できると考える。 

したがって，ケーシング，ケーシングカバーの内面の腐食（全面腐食）は高経年

化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

r. シール水クーラ伝熱管の異物付着［低圧炉心スプレイ系ポンプ］ 

代表機器と同様，シール水クーラ伝熱管は外部流体が海水であることから，異物

付着の可能性があるが，分解点検時に伝熱管の手入れ・清掃を行うことにより機能

を維持している。 

したがって，シール水クーラ伝熱管の異物付着は高経年化対策上着目すべき経年

劣化事象ではないと判断する。 

 

s. 軸受用潤滑油ユニットの外面の腐食（全面腐食）［制御棒駆動水ポンプ，高圧復水

ポンプ，電動機駆動原子炉給水ポンプ］ 

軸受用潤滑油ユニットは炭素鋼又は鋳鉄であり腐食が想定されるが，大気接触部

については塗装により腐食を防止しており，塗膜が健全であれば腐食の可能性は小

さく，分解点検時の目視点検において有意な腐食は認められておらず，今後もこれ

らの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，軸受用潤滑油ユニットの外面の腐食（全面腐食）は，高経年化対策

上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

t. マウントの腐食（全面腐食）［緊急用海水ポンプ］ 

マウントは炭素鋼であり腐食が想定されるが，大気接触部は塗装が施されている

ことから，塗膜が健全であれば腐食が発生する可能性は小さく，今後分解点検時の

目視点検において塗装の状態を確認し，必要に応じて補修塗装することにより機能

は維持できると考える。 

したがって，マウントの腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣化

事象ではないと判断する。 
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u. サイクロンセパレータの貫粒型応力腐食割れ［低圧炉心スプレイ系ポンプ，制御棒

駆動水ポンプ，高圧復水ポンプ，高圧炉心スプレイ系レグシールポンプ，低圧炉心

スプレイ系レグシールポンプ，残留熱除去系レグシールポンプ，原子炉隔離時冷却

系レグシールポンプ］ 

代表機器と同様，サイクロンセパレータはステンレス鋼であり，大気中の海塩粒

子に含まれる塩化物イオンにより，外面から貫粒型応力腐食割れの発生が想定され

るが，原子炉建屋内機器の塩分測定において，代表箇所における定期的な目視点検

及び付着塩分量測定を実施し，その結果により必要に応じ機器外面清掃及び浸透探

傷検査を実施することとしている。 

また，東海第二では工事における副資材管理でステンレス鋼への塩分付着を防止

している。 

したがって，サイクロンセパレータの貫粒型応力腐食割れは高経年化対策上着目

すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

v. 主軸の高サイクル疲労割れ［共通］ 

代表機器と同様，主軸にはポンプ運転時に繰返し応力が発生することから，応力

集中部等において，高サイクル疲労割れが想定されるが，ポンプ主軸は設計段階に

おいて疲労割れが発生しないように考慮された設計となっており，高サイクル疲労

割れが発生する可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な割れは確認されておらず，今後も使

用環境が変わらないことからこれらの傾向が変化する要因があるとはとは考え難い。 

新規に設置される常設重大事故等対処設備に属する機器については，今後上記同

様の保全を実施することで機能は維持できると考える。 

したがって，主軸の高サイクル疲労割れは高経年化対策上着目すべき経年劣化事

象ではないと判断する。 
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w. 羽根車の腐食（キャビテーション）［共通］ 

代表機器と同様，ポンプ内部でキャビテーションが発生すると羽根車表面にエロ

ージョンが生じ，ポンプ性能に影響を及ぼすことが想定されるが，ポンプはキャビ

テーションを起こさない条件 [(有効吸込ヘッド) > (必要有効吸込ヘッド)] を満た

すよう設計段階において考慮されており，この大小関係は経年的に変わるものでは

ないことからキャビテーションの発生する可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な腐食（キャビテーション）は確認さ

られておらず， 今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要

因があるとは考え難い。 

新規に設置される常設重大事故等対処設備に属する機器については，今後上記同

様の保全を実施することで機能は維持できると考える。 

したがって，羽根車の腐食（キャビテーション）は高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではないと判断する。 

 

x. 軸受箱の内面の腐食（全面腐食）［共通］ 

代表機器と同様，軸受箱は炭素鋼，炭素鋼鋳鋼又は鋳鉄であり腐食が想定される

が，内部流体は潤滑油であることから腐食の可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な腐食は確認されておらず，今後も使

用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

新規に設置される常設重大事故等対処設備に属する機器については，今後上記同

様の保全を実施することで機能は維持できると考える。 

したがって，軸受箱の内面の腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年

劣化事象ではないと判断する。 

 

y. 増速機の摩耗［制御棒駆動水ポンプ，電動機駆動原子炉給水ポンプ］ 

増速機及び減速機の歯車は長期使用において摩耗が想定されるが，潤滑剤により

潤滑されており摩耗の可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検及び歯当りの確認で，有意な摩耗は確認されておら

ず，今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があると

は考え難い。 

したがって，増速機の摩耗は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと

判断する。 
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z. 増速機ケーシングの内面の腐食（全面腐食）［制御棒駆動水ポンプ，電動機駆動原

子炉給水ポンプ］ 

増速機のケーシングは炭素鋼又は鋳鉄であり腐食が想定されるが，内面について

は歯車ならびに軸受を潤滑するため，潤滑油がケーシング内面にはねかけられる構

造となっていることから，腐食の可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な腐食は確認されておらず， 今後も使

用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，増速機のケーシングの内面の腐食（全面腐食）は，高経年化対策上

着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

aa. 軸継手の摩耗［制御棒駆動水ポンプ，高圧復水ポンプ，電動機駆動原子炉給水ポ

ンプ］ 

軸継手はギアカップリングであり，ギア部によりトルクを伝達するため，長期使

用により摩耗が想定されるが，ギア部には潤滑剤が塗布されており，摩耗が発生す

る可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な摩耗は確認されておらず， 今後も使

用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，軸継手の摩耗は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと

判断する。 

 

ab. 軸受用潤滑油ユニットの内面の腐食（全面腐食）［制御棒駆動水ポンプ，高圧復水

ポンプ，電動機駆動原子炉給水ポンプ］ 

軸受用潤滑油ユニットは炭素鋼又は鋳鉄であり腐食が想定されるが，内面につい

ては内部流体が潤滑油であることから腐食の可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な腐食は確認されておらず， 今後も使

用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，軸受用潤滑油ユニットの内面の腐食（全面腐食）は，高経年化対策

上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

ac. 軸受用主油ポンプの摩耗［制御棒駆動水ポンプ，高圧復水ポンプ，電動機駆動原

子炉給水ポンプ］ 

主油ポンプは，摺動部において摩耗が想定されるが，潤滑剤で潤滑されており摩

耗の可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な腐食は確認されておらず， 今後も使

用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，軸受用主油ポンプの摩耗は，高経年化対策上着目すべき経年劣化事

象ではないと判断する。 
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ad. 軸受用潤滑油ユニット配管の高サイクル疲労割れ［制御棒駆動水ポンプ，高圧復

水ポンプ，電動機駆動原子炉給水ポンプ］ 

軸受用潤滑油ユニット配管は，ポンプの機械・流体振動による繰り返し応力によ

り高サイクル疲労割れが想定されるが，分解点検時の目視点検において軸受用潤滑

油ユニット配管に高サイクル疲労割れは確認されていない。 

また，振動の状態は経年的に変化するものではなく今後もこれらの傾向が変化す

る要因があるとは考え難い。 

したがって，軸受用潤滑油ユニット配管の高サイクル疲労割れは高経年化対策上

着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

(2) 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，今

後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる

経年劣化事象（日常劣化管理事象以外） 

 

a. バレルの外面の腐食（全面腐食）［低圧炉心スプレイ系ポンプ］ 

バレルは炭素鋼であり，外面はコンクリートに覆われていることから，地下水の

浸透により浸水する場合には腐食が想定されるが，建屋は止水壁により止水処理を

行っていることから腐食の発生する可能性は小さく，今後もこれらの傾向が変化す

る要因があるとは考え難い。 

したがって，バレルの外面の腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年

劣化事象ではないと判断する。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

2. 往復ポンプ 
 

 

［対象ポンプ］ 

① ほう酸水注入系ポンプ 
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1. 対象機器 

東海第二で使用している往復ポンプの主な仕様を表1-1に示す。 

 

表 1-1 往復ポンプの主な仕様 

ポンプ名称 
仕様 

（容量×揚程） 
重要度*1 

使用条件 

運転 

状態 

最高使用圧力 

（MPa）*2 

最高使用温度

（℃）*2 

ほう酸水注入系 

ポンプ 
9.78 m3/h×870 m MS-1，重*3 一時 9.66 66 

*1：当該機器に要求される重要度クラスのうち，最上位の重要度クラスを示す 

*2：ポンプ吐出配管の仕様を示す 

*3：重要度クラスとは別に常設重大事故等対処設備に属する機器及び構造物であることを

示す 
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2. 往復ポンプの技術評価 

2.1 構造，材料及び使用条件 

(1) 構造 

東海第二のほう酸水注入系ポンプは，容量 9.78 m3/h，揚程 870 m の水平 3 連プラ

ンジャポンプであり，2台設置されている。 

内部流体は五ほう酸ナトリウム水で，内部流体に接液するケーシング，プランジャ

等には，耐食性の高いステンレス鋼が使用されており，軸封部には内部流体の漏れを

防止するため，グランドパッキンが使用されている。 

また，ケーシングは取付ボルトを緩め，ケーシングカバー等を取外すことにより，

点検手入れが可能である。 

東海第二のほう酸水注入系ポンプの構造図を図 2.1-1 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二のほう酸水注入系ポンプ主要部位の使用材料を表 2.1-1 に，使用条件を表

2.1-2 に示す。 
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図 2.1-1 ほう酸水注入系ポンプ構造図

No. 部位 

① クランク軸 

② 軸継手 

③ 減速機歯車 

④ クランクケース 

⑤ 油ポンプ 

⑥ 油配管 

⑦ ストレーナ 

⑧ 減速機軸受 

⑨ プランジャ 

⑩ ケーシング 

⑪ 取付ボルト 

⑫ リフト抑え 

⑬ ケーシングカバー 

⑭ グランドパッキン 

⑮ ベース 

⑯ 基礎ボルト 

 

③ 

① 

⑧ 

⑤ 

⑥ 

② 

⑦ 

側面図 

正面図 

上面図 

Ａ 

Ａ部詳細 

⑯ 

⑮ 
④ 

⑨ 

⑩ 

⑭

⑬ 

⑪ 

⑫ 

吐出側 

吸込側 
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表 2.1-1 ほう酸水注入系ポンプ主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 
サブシステム 部位 材料 

ポンプの容量と 

揚程の確保 

エネルギー伝達 

クランク軸 炭素鋼 

軸継手 炭素鋼 

減速機歯車 鋳鉄 

クランクケース 鋳鉄 

潤滑油 

ユニット 

油ポンプ 低合金鋼 

油配管 炭素鋼 

ストレーナ 鋳鉄 

軸支持 減速機軸受 （消耗品） 

エネルギー変換 プランジャ ステンレス鋼 

バウンダリの 

維持 

耐圧 

ケーシング ステンレス鋼 

取付ボルト 低合金鋼 

リフト抑え ステンレス鋼 

ケーシング

カバー 

吸込側 ステンレス鋼 

吐出側 炭素鋼 

軸シール グランドパッキン （消耗品） 

機器の支持 支持 
ベース 炭素鋼 

基礎ボルト 炭素鋼 

 

表 2.1-2 ほう酸水注入系ポンプの使用条件 

最高使用圧力 9.66 MPa 

最高使用温度 66 ℃ 

容量 9.78 m3/h 

内部流体 五ほう酸ナトリウム水 
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2.2 経年劣化事象の抽出 

2.2.1 機器の機能達成に必要な項目 

往復ポンプの機能は，プランジャの往復動により流体の吸込・吐出作用を行うもので，

この機能の達成に必要な項目としては，以下のとおり。 

(1) ポンプの容量と揚程の確保 

(2) バウンダリの維持 

(3) 機器の支持 

 

2.2.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

(1) 想定される経年劣化事象の抽出 

ほう酸水注入系ポンプについて，機能達成に必要な項目を考慮して主要な部位に展

開した上で，個々の部位の材料，構造，使用条件（内部流体の種類，応力，温度等）

及び現在までの運転経験を考慮し，表 2.2-1 に示すとおり，想定される経年劣化事象

を抽出した（表 2.2-1 で○又は△，▲）。 

なお，消耗品及び定期取替品は以下のとおり評価対象外とする。 

 

(2) 消耗品及び定期取替品の扱い 

グランドパッキン，減速機軸受は消耗品であり，設計時に長期使用せず取替を前提

としていることから高経年化対策を見極める上での評価対象外とする。 

 

(3) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

想定される経年劣化事象のうち下記①，②に該当しない事象を高経年化対策上着目

すべき経年劣化事象と判断した。 

なお，下記①，②に該当する事象については，2.2.3 項に示すとおり，高経年化対

策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断した。 

 

① 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想

定した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理事象

として表 2.2-1 で△） 

 

② 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，

今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられ

る経年劣化事象（日常劣化管理事象以外として表 2.2-1 で▲） 

 

この結果，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象は抽出されなかった。 
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2.2.3 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象 

(1) 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想定

した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理事象） 

 

a．基礎ボルトの腐食（全面腐食） 

基礎ボルトの健全性評価は，｢機械設備の技術評価書｣にて評価を行うこととし，

本評価書には含めない。 

 

b. プランジャの摩耗，はく離 

プランジャは往復運動を行うため，軸封部との摺動により摩耗及びはく離が想定

されるが，摩耗については分解点検時に目視点検及び寸法測定を行い，有意な摩耗

が認めらた場合，プランジャを補修又は取替えることにより機能を維持することと

している。 

はく離については分解点検時に目視点検及び浸透探傷検査を行い，有意なはく離

が認めらた場合，プランジャを補修又は取替えることにより機能を維持することと

している。 

したがって，プランジャの摩耗，はく離は高経年化対策上着目すべき経年劣化事

象ではないと判断する。 

 

c. クランクケース，潤滑油ユニット油ポンプ，潤滑油ユニット油配管，潤滑油ユニ

ットストレーナ及びケーシングカバー（吐出側）の外面の腐食（全面腐食） 

クランクケース及び潤滑油ユニットストレーナは鋳鉄，潤滑油ユニット油ポンプ

は低合金鋼，潤滑油ユニット油配管，ケーシングカバー（吐出側）は炭素鋼であり

腐食が想定されるが，外面は塗装が施されていることから，塗膜が健全であれば腐

食が発生する可能性は小さく，分解点検時に目視点検を行い，必要に応じて補修塗

装することにより機能を維持している。 

したがって，クランクケース，潤滑油ユニット油ポンプ，潤滑油ユニット油配管，

潤滑油ユニットストレーナ及びケーシングカバー（吐出側）の外面の腐食（全面腐

食）は，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

d. プランジャの腐食（隙間腐食） 

プランジャはステンレス鋼であり，ポンプの運転待機中（停止中）は軸封部との

接触部で腐食（隙間腐食）が想定されるが，分解点検時に目視点検を行い，有意な

腐食（隙間腐食）が確認された場合，プランジャの補修又は取替を行うことにより

機能を維持している。 

したがって，プランジャの腐食（隙間腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣

化事象ではないと判断する。 
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e. 取付ボルトの腐食（全面腐食） 

取付ボルトは低合金鋼であり腐食が想定されるが，分解点検時に手入れ・清掃を

行うことにより機能を維持している。 

したがって，取付ボルトの腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣

化事象ではないと判断する。 

 

f. ベースの腐食（全面腐食） 

ベースは炭素鋼であり腐食が想定されるが，大気接触部は塗装が施されているこ

とから，塗膜が健全であれば腐食が発生する可能性は小さく，分解点検時に目視点

検を行い，必要に応じ補修塗装することにより機能を維持している。 

したがって，ベースの腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣化事

象ではないと判断する。 

 

g. クランク軸の高サイクル疲労割れ 

クランク軸にはポンプ運転時に繰返し応力が発生することから，応力集中部にお

いて高サイクル疲労割れが想定されるが，クランク軸は設計段階において疲労割れ

が発生しないように考慮された設計となっており，高サイクル疲労が発生する可能

性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検及び浸透探傷検査において有意な欠陥は認められて

おらず，今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があ

るとは考え難い。 

したがって，クランク軸の高サイクル疲労割れは，高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではないと判断する。 

 

h. クランク軸の摩耗 

クランク軸はプランジャに駆動力を伝達するために回転運動を行うことから，摺

動部の摩耗が想定されるが，摺動部には潤滑油による油膜が形成されており，摩耗

が発生する可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検及び寸法測定において有意な摩耗は認められておら

ず，今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があると

は考え難い。 

したがって，クランク軸の摩耗は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではな

いと判断する。 
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i. プランジャ，ケーシング，ケーシングカバー（吸込側）及びリフト抑えの接液部

の腐食（全面腐食） 

プランジャ，ケーシング，ケーシングカバー（吸込側）及びリフト抑えの接液部

はステンレス鋼であり，内部流体の五ほう酸ナトリウム水であるため腐食が想定さ

れるが，ステンレス鋼は五ほう酸ナトリウム水に対し耐食性を有していることから

腐食が発生する可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な腐食は認められておらず，今後も使

用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，プランジャ，ケーシング，ケーシングカバー（吸込側）及びリフト

抑えの接液部の腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではな

いと判断する。 

 

j. ケーシング，ケーシングカバーの高サイクル疲労割れ 

往復ポンプのケーシングには吸込圧力と吐出圧力が交互に加わり，この圧力変動

の繰り返しにより疲労が蓄積されることが考えられる。 

しかし，ケーシング，ケーシングカバーは設計段階において疲労割れが発生しな

いように考慮された設計となっており，疲労割れの発生する可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な割れは認められておらず，今後も使

用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，ケーシング，ケーシングカバーの高サイクル疲労割れは，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

k. クランク軸の腐食（全面腐食） 

クランク軸は炭素鋼であり腐食が想定されるが，クランク軸については歯車及び

軸受を潤滑するため，潤滑油がケース内面にはねかけられる構造となっていること

から腐食の可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な腐食は認められておらず，今後も使

用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，クランク軸の腐食（全面腐食）は，高経年化対策上着目すべき経年

劣化事象ではないと判断する。 
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l. クランクケース，潤滑油ユニット油ポンプ，潤滑油ユニット油配管及び潤滑油ユ

ニットストレーナの内面の腐食（全面腐食） 

クランクケース及び潤滑油ユニットストレーナは鋳鉄，潤滑油ユニット油配管は

炭素鋼，潤滑油ユニット油ポンプは低合金鋼であり腐食が想定されるが，内部流体

が潤滑油であることから腐食の可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な腐食は認められておらず，今後も使

用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，クランクケース，潤滑油ユニット油ポンプ，潤滑油ユニット油配管

及び潤滑油ユニットストレーナの内面の腐食（全面腐食）は，高経年化対策上着目

すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

m. 減速機歯車の摩耗 

減速機の歯車は長期使用においては摩耗が想定されるが，潤滑油で潤滑されてい

ることから摩耗の可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な摩耗は認められておらず，今後も使

用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，減速機歯車の摩耗は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではな

いと判断する。 

 

n. 減速機歯車の腐食（全面腐食） 

減速機の歯車は長期使用においては腐食が想定されるが，潤滑油で潤滑されてい

ることから腐食の可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な腐食は認められておらず，今後も使

用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，減速機歯車の腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣

化事象ではないと判断する。 

 

o. 軸継手の摩耗 

軸継手は運転時に動力を伝える部品であるため，長期使用において摩耗が想定さ

れるが，潤滑剤で潤滑されていることから摩耗の可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な摩耗は認められておらず，今後も使

用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，軸継手の摩耗は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと

判断する。 
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p. 潤滑油ユニット油ポンプの摩耗 

潤滑油ユニット油ポンプ摺動部は低合金鋼であり摩耗が想定されるが，潤滑油で

潤滑されていることから摩耗の可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な摩耗は認められておらず，今後も使

用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，潤滑油ユニット油ポンプの摩耗は高経年化対策上着目すべき経年劣

化事象ではないと判断する。 

 

q. 潤滑油ユニット油配管の高サイクル疲労割れ 

潤滑油ユニット油配管は，ポンプの機械・流体振動による繰り返し応力により高

サイクル疲労割れの発生が想定されるが，設計段階において適切にサポートを配置

しており，振動の状態は経年的に変化するものではないことから，高サイクル疲労

割れの発生する可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において潤滑油ユニット油配管に高サイクル疲労割

れは認められておらず，今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変

化する要因があるとは考え難い。 

したがって，潤滑油ユニット油配管の高サイクル疲労割れは高経年化対策上着目

すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

(2) 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，今

後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経

年劣化事象（日常劣化管理事象以外） 

 

日常劣化管理事象以外に該当する事象は抽出されなかった。
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表 2.2-1  ほう酸水注入系ポンプに想定される経年劣化事象 

機能達成に必要な

項目 

サブ 

システム 
部位 

消耗品･

定 期 取

替品 

材料 

経年劣化事象 

備考 減肉 割れ 材料変化 

その他

摩耗 腐食 
疲労 

割れ 

応力腐食

割れ 
熱時効 劣化 

ポンプの容量と揚

程の確保 

エネルギー

伝達 

クランク軸  炭素鋼 △ △ △*1     *1:高サイクル疲労割

れ 

*2:はく離 

*3:隙間腐食 

*4:内面 

*5:外面 

*6:接液部 

 

 

軸継手  炭素鋼 △       

減速機歯車  鋳鉄 △ △      

クランクケース  鋳鉄  △*4*5      

潤 滑 油 ユ

ニット 

油ポンプ  低合金鋼 △ △*4*5      

油配管  炭素鋼  △*4*5 △*1     

ストレーナ  鋳鉄  △*4*5      

軸支持 減速機軸受 ◎ ―        

エネルギー

変換 
プランジャ  ステンレス鋼 △ △*3*6     △*2 

バウンダリの維持
耐圧 

ケーシング  ステンレス鋼  △*6 △*1     

取付ボルト  低合金鋼  △      

リフト抑え  ステンレス鋼  △*6      

ケーシング

カバー 

吸込側  ステンレス鋼  △*6 △*1     

吐出側  炭素鋼  △*5 △*1     

軸シール グランドパッキン ◎ ―        

機器の支持 支持 
ベース  炭素鋼  △      

基礎ボルト  炭素鋼  △      

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 



 

 

 

 

 

3. 原子炉再循環ポンプ 
 

 

［対象ポンプ］ 

① 原子炉再循環ポンプ 
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1. 対象機器 

東海第二で使用している原子炉再循環ポンプの主な仕様を表 1-1 に示す。 

 

表 1-1 原子炉再循環ポンプの主な仕様 

ポンプ名称 
仕様 

（容量×揚程）
重要度*1

使用条件 

運転 

状態 

最高使用圧力 

(MPa)*2 

最高使用温度

(℃)*2 

原子炉再循環ポンプ 
8,100 m3/h× 

245.4 m 
PS-1 連続 11.38 302 

*1：当該機器に要求される重要度クラスのうち，最上位の重要度クラスを示す 

*2：ポンプ吐出配管の仕様を示す 
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2. 原子炉再循環ポンプの技術評価 

2.1 構造，材料及び使用条件 

(1) 構造 

東海第二の原子炉再循環ポンプは，容量 8,100 m3/h（100％容量），揚程 245.4 m

の立軸遠心ポンプであり，原子炉冷却材を高温･高圧で循環させる機能を有し，2 台

設置されている。 

純水に接液する羽根車，主軸，ケーシング等には耐食性が高いステンレス鋼，ステ

ンレス鋳鋼が使用されており，軸封部はメカニカルシール方式を採用している。 

また，羽根車及び主軸はスタッドボルトをゆるめ，ケーシングカバー等を取外すこ

とにより，点検手入れが可能である。 

なお，本ポンプは，第 10 回定期検査時（1989 年度）において，東京電力福島第二

原子力発電所３号機の水中軸受損傷に鑑み，水中軸受をすみ肉溶接タイプから一体鋳

造型に取替を行った。さらに第 16 回定期検査時（1997 年度），第 17 回定期検査時

（1999 年度）に国内 BWR 複数プラントにおける主軸・ケーシングカバーラビリンス

部の熱疲労割れ事象の対策として，内装熱交換器を採用したケーシングカバーへの取

替を行っている。 

東海第二の原子炉再循環ポンプの構造図を図 2.1-1 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の原子炉再循環ポンプ主要部位の使用材料を表 2.1-1 に，使用条件を表

2.1-2 に示す。 
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図 2.1-1  原子炉再循環ポンプの構造図 

 

No. 部位 

① 主軸 

② 軸継手 

③ 羽根車 

④ 水中軸受 

⑤ ケーシング 

⑥ ケーシングカバー 

⑦ ケーシングリング 

⑧ スタッドボルト 

⑨ ガスケット 

⑩ メカニカルシール 

⑪ 内装熱交換器 

⑤ 

③ 

① 

② 

④ 

⑥ 

⑧ 

⑦ 

⑩ 

⑪ 

⑨ 
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表 2.1-1 原子炉再循環ポンプ主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 
サブシステム 部位 材料 

ポンプ容量と 

揚程の確保 

エネルギー伝達

主軸 ステンレス鋼 

軸継手 ステンレス鋼 

エネルギー変換 羽根車 ステンレス鋳鋼 

軸支持 水中軸受 ステンレス鋳鋼 

バウンダリの 

維持 

耐圧 

ケーシング ステンレス鋳鋼 

ケーシングカバー ステンレス鋳鋼 

ケーシングリング ステンレス鋳鋼 

スタッドボルト 低合金鋼 

ガスケット （消耗品） 

軸シール メカニカルシール （消耗品） 

その他 
メカニカルシー

ルパージ 
内装熱交換器 ステンレス鋼 

 

 

 

表 2.1-2 原子炉再循環ポンプの使用条件 

最高使用圧力 11.38 MPa 

最高使用温度 302 ℃ 

容量 8,100 m3/h 

内部流体 純水 
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2.2 経年劣化事象の抽出 

2.2.1 機器の機能達成に必要な項目 

原子炉再循環ポンプの機能である送水機能の達成に必要な項目は以下のとおり。 

(1) ポンプ容量と揚程の確保 

(2) バウンダリの維持 

(3) その他 

 

2.2.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

(1) 想定される経年劣化事象の抽出 

原子炉再循環ポンプについて，機能達成に必要な項目を考慮して主要な部位に展

開した上で，個々の部位の材料，構造，使用条件（内部流体の種類，応力，温度

等）及び現在までの運転経験を考慮し，表 2.2-1 に示すとおり，想定される経年劣

化事象を抽出した（表 2.2-1 で○又は△，▲）。 

なお，消耗品及び定期取替品は以下のとおり評価対象外とする。 

 

(2) 消耗品及び定期取替品の扱い 

メカニカルシール，ガスケットは消耗品であり，設計時に長期使用せず取替を前

提としていることから高経年化対策を見極める上での評価対象外とする。 

 

(3) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

想定される経年劣化事象のうち下記①，②に該当しない事象を高経年化対策上着

目すべき経年劣化事象と判断した。 

なお，下記①，②に該当する事象については，2.2.3 項に示すとおり，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断した。 

 

① 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，

想定した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理

事象として表 2.2-1 で△） 

 

② 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，

今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えら

れる経年劣化事象（日常劣化管理事象以外として表 2.2-1 で▲） 

 

この結果，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象として以下の事象が抽出され

た（表 2.2-1 で○）。 

 

a. ケーシングの疲労割れ 

b. ケーシングの熱時効 
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2.2.3 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象 

(1) 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想

定した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理事

象） 

 

a. 羽根車とケーシングリング間の摩耗 

ケーシングリングは，羽根車と摺動することにより摩耗が想定されるが，分解

点検時の目視点検及び寸法測定において，有意な摩耗が確認された場合は取替を

行うことにより機能を維持している。 

したがって，羽根車とケーシングリング間の摩耗は高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象ではないと判断する。 

 

b. スタッドボルトの腐食 

スタッドボルトは，ガスケットから漏えいした内部流体による腐食が想定され

るが，分解点検時の締付管理により漏えい防止を図っており，更にボルトの手入

れ・清掃を行うことにより機能を維持している。 

したがって，スタッドボルトの腐食は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象

ではないと判断する。 

 

c. 主軸の摩耗 

主軸と水中軸受等が接触した場合には摩耗が想定されるが，構造的に主軸が回

転中に水中軸受等と接触する可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な摩耗は認められておらず，今後も

使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難

い。 

したがって，主軸の摩耗は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと

判断する。 
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d. 羽根車の腐食（キャビテーション） 

ポンプ内部でキャビテーションが発生すると羽根車表面にエロージョンが生じ，

ポンプ性能に影響を及ぼすことが想定されるが，ポンプはキャビテーションを起

こさない条件 

（有効吸込ヘッド）＞（必要有効吸込ヘッド） 

を満たすよう設計段階において考慮されており，この大小関係は経年的に変わる

ものではないことから腐食（キャビテーション）の発生する可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な腐食（キャビテーション）は認め

られておらず，今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する

要因があるとは考え難い。 

したがって，羽根車の腐食（キャビテーション）は高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象ではないと判断する。 

 

e. 主軸，ケーシングカバーの高サイクル熱疲労割れ 

メカニカルシール（軸封部）へ注入されている低温のパージ水と高温純水（一

次冷却材）混合部に温度変動が生じ，主軸及びケーシングカバー表面に高サイク

ル熱疲労割れが想定され，複数の BWR プラントで事例がある。 

対策として，内装熱交換器を採用した熱疲労対策型のケーシングカバーに取替

えており，高サイクル熱疲労割れが発生する可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検及び浸透探傷検査において有意な欠陥は認められ

ておらず，今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因

があるとは考え難い。 

したがって，主軸，ケーシングカバーの高サイクル熱疲労割れは高経年化対策

上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

f. 主軸の高サイクル疲労割れ 

主軸にはポンプ運転時に繰返し応力が発生することから，応力集中部において，

高サイクル疲労割れが想定されるが，ポンプ主軸は設計段階において疲労割れが

発生しないように考慮された設計となっており，高サイクル疲労割れが発生する

可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検及び浸透探傷検査において有意な欠陥は認められ

ておらず，今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因

があるとは考え難い。 

したがって，主軸の高サイクル疲労割れは高経年化対策上着目すべき経年劣化

事象ではないと判断する。 
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g. 水中軸受の疲労割れ 

水中軸受は東京電力福島第二原子力発電所３号機で疲労による損傷事例があり，

同様の事象として疲労割れが想定されるが，東海第二の原子炉再循環ポンプの水

中軸受は，その対策として一体鋳造型へ取替を実施している。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な欠陥は認められておらず，今後も

使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難

い。 

したがって，水中軸受の疲労割れは高経年化対策上着目すべき経年劣化事象で

はないと判断する。 

 

h. 主軸，羽根車の粒界型応力腐食割れ 

主軸の材料はステンレス鋼，羽根車の材料はステンレス鋳鋼であり粒界型応力

腐食割れが想定されるが，主軸及び羽根車の材料は耐応力腐食割れ性に優れた材

料であり，主軸と羽根車の溶接部においては溶接後熱処理による残留応力低減を

図っていることから，応力腐食割れの可能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検及び浸透探傷検査において有意な欠陥は認められ

ておらず，今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因

があるとは考え難い。 

したがって，主軸，羽根車の粒界型応力腐食割れは高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象ではないと判断する。 

 

i. 内装熱交換器の粒界型応力腐食割れ 

内装熱交換器の材料はステンレス鋼であり粒界型応力腐食割れが想定されるが，

材料は耐応力腐食割れ性に優れた材料であることから，粒界型応力腐食割れの可

能性は小さい。 

なお，分解点検時の目視点検において有意な欠陥は認められておらず，今後も

使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考え難

い。 

したがって，内装熱交換器の粒界型応力腐食割れは，高経年化対策上着目すべ

き経年劣化事象ではないと判断する。 
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j. 羽根車，水中軸受，ケーシングカバー，ケーシングリングの熱時効 

羽根車，水中軸受，ケーシングカバー，ケーシングリングに使用しているステ

ンレス鋳鋼はオーステナイト相中に一部フェライト相を含む 2相組織であり，使

用環境温度は 250 ℃以上（最高使用温度 302 ℃）であるため，熱時効による材

料特性の変化により破壊靭性の低下が予想され，この状態でき裂が存在する場合

には小さな荷重でき裂が進展し，不安定破壊を引き起こす可能性があるが，前述

の e，g，hで述べたとおり羽根車，水中軸受，ケーシングカバーにはき裂の原因

となる疲労割れ及び応力腐食割れが発生する可能性は小さく，ケーシングリング

にはき裂の原因となる経年劣化事象は想定されていない。 

なお，分解点検時における羽根車，水中軸受，ケーシングカバー，ケーシング

リングの目視点検及び羽根車，ケーシングカバーの浸透探傷検査において欠陥は

確認されておらず，今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化

する要因があるとは考え難い。 

また，「平成 8 年度プラント長寿命化技術開発に関する事業報告書」（平成 9

年 3 月 財団法人 発電設備技術検査協会）において，BWR の炉水温度（約

280 ℃）における熱時効による材料への影響は大きくないとしている。 

したがって，羽根車，水中軸受，ケーシングカバー，ケーシングリングの熱時

効は，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

(2) 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，

今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えら

れる経年劣化事象（日常劣化管理事象以外） 

 

日常劣化管理事象以外に該当する事象は抽出されなかった。 
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表 2.2-1 原子炉再循環ポンプに想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目

サブ 

システム 
部位 

消耗品・

定期取替

品 

材料 

経年劣化事象 

備考 
減肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労 

割れ 

応力腐

食割れ
熱時効 劣化

ポンプ容量

と揚程の確

保 

エネルギー 

伝達 

主軸  ステンレス鋼 △  △*1*2
 

△*4    *1：高サイクル熱疲

労割れ 

*2：高サイクル疲労

割れ 

*3：キャビテーショ

ン 

*4：粒界型応力腐食

割れ 

軸継手  ステンレス鋼        

エネルギー 

変換 
羽根車  ステンレス鋳鋼 △ △*3  △*4 △   

軸支持 水中軸受  ステンレス鋳鋼   △  △   

バウンダリ

の維持 

耐圧 

ケーシング  ステンレス鋳鋼   ○  ○   

ケーシングカバー  ステンレス鋳鋼   △*1  △   

ケーシングリング  ステンレス鋳鋼 △    △   

スタッドボルト  低合金鋼  △      

ガスケット ◎ ―        

軸シール メカニカルシール ◎ ―        

その他 
メカニカルシ

ールパージ 
内装熱交換器  ステンレス鋼    △*4    

○：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 
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2.3 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の評価 

(1) ケーシングの疲労割れ 

a. 事象の説明 

ケーシングはプラントの起動・停止時等に熱過渡を受けることになるため，繰返

しによる熱疲労が蓄積される可能性がある。 

 

b. 技術評価 

① 健全性評価 

ケーシングについて，日本機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 

JSME S NC1-2005（2007 年追補版を含む）」（以下，「設計・建設規格」という）

に基づき評価した。ケーシングは局部的な応力集中を避ける形状に設計されてい

ることから，形状が不連続で配管反力を受け荷重的に厳しいポンプケーシング入

口ノズルと配管との溶接部を評価対象とした。評価にあたっては，配管・弁を含

む 3次元梁モデルにより応力算出及び評価を行った。評価対象部位を図 2.3-1 に

示す。 

疲労評価は，運転期間延長認可申請に伴う評価として，2016 年 11 月時点まで

の運転実績に基づき推定した以降の評価対象期間での推定過渡回数を包含し，よ

り保守的*に設定した過渡回数とした。  

*:評価条件として，2011 年 3 月から 2020 年 8 月末まで冷温停止状態，2020 年

9 月以降の過渡回数発生頻度は実績の 1.5 倍を想定した。 

また，使用環境を考慮した疲労について，日本機械学会「発電用原子力設備規

格 環境疲労評価手法 JSME S NF1-2009」に基づいて評価した。評価用過渡条件

を表 2.3-1 に，評価結果を表 2.3-2 に示す。 

その結果，運転開始後 60 年時点の疲労累積係数は許容値を下回り，疲労割れ

の可能性は小さいと判断する。 
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図 2.3-1 原子炉再循環ポンプ外形図 

評価対象部位 
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表 2.3-1 原子炉再循環系の疲労評価用過渡条件 

運転条件 

運転実績に基づく 

過渡回数 

（2016 年 11 月時点） 

60 年目推定 

耐圧試験 72 132 

起動（昇温） 65 110 

起動（タービン起動） 65 110 

給水加熱機能喪失（発電機トリップ） 0 1 

給水加熱機能喪失 

（給水加熱器部分バイパス） 
0 1 

スクラム（タービントリップ） 16 22 

スクラム（原子炉給水ポンプ停止） 3 6 

スクラム（その他） 20 24 

停止 65 111 

ボルト取外し 26 49 

 

 

表 2.3-2 原子炉再循環ポンプの疲労評価結果 

評価部位 

運転実績回数に基づく疲労累積係数 

（許容値：1以下） 

設計・建設規格の疲労線図 

による評価 

発電用原子力設備規格 

環境疲労評価手法による評価

（環境を考慮） 

現時点 

（2016 年 11 月時点）

運転開始後 

60 年時点 

運転開始後 

60 年時点 

ケーシングと配管

の溶接部 
0.0000 0.0000 0.0000 
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② 現状保全 

ケーシングの疲労割れに対しては，定期的な分解点検時にケーシング内表面の

目視点検を実施している。また，ポンプケーシング出入口ノズルと配管との溶接

部についても，供用期間中検査による超音波探傷検査を実施している。 

さらに，実過渡回数に基づく評価を実施し問題ないことを確認しており，今後

も高経年化技術評価に合わせて実施することとしている。 

 

③ 総合評価 

健全性評価結果よりケーシングの疲労割れが発生する可能性は小さいと考えら

れる。 

ただし，疲労評価は実過渡回数に依存するため，今後も実過渡回数を把握し評

価する必要がある。 

また，疲労割れが発生する可能性は外表面に比較し内表面が高いと考えられる

が，内表面は分解点検時の目視点検にて検査することとしており，現状の保全は

点検手法として適切であると判断する。 

 

c. 高経年化への対応 

ケーシングの疲労割れに対しては，継続的に実過渡回数の確認を行い，運転開始

後60年時点の推定過渡回数を上回らないことを確認する。 
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(2) ケーシングの熱時効 

a. 事象の説明 

ケーシングに使用しているステンレス鋳鋼は，オーステナイト相中に一部フェラ

イト相を含む 2 相組織であり，使用環境温度は 250 ℃以上（最高使用温度

302 ℃）であるため，熱時効による靭性低下等の機械的特性が変化することが想定

される。 

 

b. 技術評価 

① 健全性評価 

熱時効による靭性低下は，フェライト量が多く，使用温度が高いほど大きくな

る。 

靭性が低下した状態でき裂が存在する場合には小さな荷重でき裂が進展し，不

安定破壊を引き起こす可能性があるが，前述の(1)で述べたとおり，高経年化対策

上着目すべき経年劣化事象としているケーシングの疲労割れについて技術評価し

た結果，き裂の原因となる疲労割れが発生する可能性は小さいとしている。 

 

② 現状保全 

ケーシングの熱時効については，分解点検時の目視点検によりき裂の有無を確

認しており，これまでの点検結果からき裂は確認されていない。 

 

③ 総合評価 

健全性評価及び現状保全から，ケーシングについては，高温環境下のため熱時

効により靭性が低下する可能性はあるが，分解点検時の目視点検によりき裂がな

いことを確認しており，熱時効が問題となる可能性は小さい。 

 

c. 高経年化への対応 

ケーシングの熱時効については，現状保全の内容に追加すべき項目はなく，今後

も現状保全を継続していく。 
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 本評価書は，東海第二発電所（以下，「東海第二」という）で使用している安全上重要な熱

交換器（重要度分類審査指針におけるクラス 1及びクラス 2の熱交換器及び高温・高圧の環

境下にあるクラス 3の熱交換器）及び常設重大事故等対処設備に属する熱交換器について，

運転を断続的に行うことを前提に高経年化に係わる技術評価についてまとめたものである。 

評価対象熱交換器の一覧を表 1に，機能を表 2に示す。 

評価対象機器を型式，内部流体，材料でグループ化し，それぞれのグループから，重要度，

運転状態，最高使用温度，最高使用圧力の観点から代表機器を選定し技術評価を行った後，

代表以外の機器について評価を展開している。 

本評価書は熱交換器の型式を基に以下の 2章で構成されている。 

 

1．U 字管式熱交換器 

2．プレート式熱交換器 

 

なお，非常用ディーゼル機関の潤滑油冷却器等は「機械設備の技術評価書」に含めて評価

するものとし，本評価書には含めていない。 

また，文書中の単位の記載は，原則として SI 単位系に基づくものとする。（圧力の単位は

特に注記がない限りゲージ圧力を示す） 
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表 1 評価対象機器一覧 

型式 機器名称 
容量 

（熱交換量) 
重要度*1 

U 字管式 

熱交換器 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器 25.7 MW PS-2 

原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器 8.84 MW PS-2 

グランド蒸気蒸発器 13.1 t/h*2 高*3 

給水加熱器 117～43.0 MW 高*3 

残留熱除去系熱交換器 53.0 MW 
MS-1 

重*4 

排ガス予熱器 0.122 MW PS-2 

排ガス復水器 4.86 MW PS-2 

窒素ガス貯蔵設備蒸発器 6,800 Nm3/h*2 高*3 

プレート式 

熱交換器 
代替燃料プール冷却系熱交換器*5 2.31 MW 重*4 

*1：当該機器に要求される重要度クラスのうち，最上位の重要度クラスを示す 

*2：蒸発能力を示す 

*3：最高使用温度が 95 ℃を超え，又は最高使用圧力が 1,900 kPa を超える環境下にある

原子炉格納容器外の重要度クラス 3の機器 

*4：重要度クラスとは別に常設重大事故等対処設備に属する機器であることを示す 

*5：新規に設置される機器 
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表 2 評価対象機器の機能 

機器名称 主な機能 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器 

熱効率向上のため，原子炉から取り出した高温の原子

炉冷却材と，浄化した後に原子炉に戻す低温の原子炉

冷却材を熱交換する。 

原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器で冷却された原子炉

冷却材を，ろ過脱塩装置（樹脂）通水可能温度まで原

子炉補機冷却水で冷却する。 

グランド蒸気蒸発器 
復水をタービン抽気蒸気で加熱し，タービン軸封用の

蒸気を発生させる。 

給水加熱器 
熱効率向上のため，タービン抽気蒸気と給水（復水含

む）を熱交換する。 

残留熱除去系熱交換器 

原子炉停止後もしくは，重大事故等が発生した際に，

原子炉冷却材の冷却（崩壊熱の除去）や，格納容器ス

プレイ時にサプレッション・プール水の冷却を海水ポ

ンプから送られた海水で熱交換する。 

排ガス予熱器 
復水器から抽出された空気（排ガス）を再結合させや

すくするため，所内蒸気を用いて排ガス温度を高める。

排ガス復水器 
再結合器を出た排ガスを，原子炉補機冷却水によって

冷却し，凝縮ドレンを排出して湿分を除去する。 

窒素ガス貯蔵設備蒸発器 

通常運転中もしくは，冷却材喪失事故時に格納容器内

の水素あるいは酸素濃度を，燃焼限界以下に維持する

ため，液体窒素貯蔵タンクから供給される液体窒素を

蒸発気化させ，格納容器内に供給する。 

代替燃料プール冷却系熱交換器 

重大事故等が発生し，使用済燃料プールの冷却機能が

喪失した場合においても，使用済燃料から発生する崩

壊熱を冷却するため，使用済燃料プール水と海水を熱

交換する。 

 



 

 

 

 

 

1. U 字管式熱交換器 

 

 

［対象 U字管式熱交換器] 

① 原子炉冷却材浄化系再生熱交換器 

② 原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器 

③ グランド蒸気蒸発器 

④ 給水加熱器 

⑤ 残留熱除去系熱交換器 

⑥ 排ガス予熱器 

⑦ 排ガス復水器 

⑧ 窒素ガス貯蔵設備蒸発器 
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1. 対象機器及び代表機器の選定 

東海第二で使用しているU字管式熱交換器（曲管式熱交換器を含む）のうち，主要なU字管

式熱交換器の主な仕様を表1-1に示す。 

これらのU字管式熱交換器を内部流体及び材料の観点からグループ化し，それぞれのグル

ープより以下のとおり代表機器を選定した。 

 

1.1 グループ化の考え方及び結果 

内部流体及び材料を分類基準とし，U 字管式熱交換器を表 1-1 に示すとおりグループ

化する。 

内部流体は，純水，冷却水，蒸気，海水，排ガス，窒素に分類される。 

 

1.2 代表機器の選定 

表1-1に分類するグループ毎に，重要度，運転状態，最高使用温度，最高使用圧力の観

点から代表機器を選定する。 

 

(1) 内部流体（管側：純水，胴側：純水） 

このグループには，原子炉冷却材浄化系再生熱交換器のみが属するため，代表機器

は原子炉冷却材浄化系再生熱交換器とする。 

 

(2) 内部流体（管側：純水，胴側：冷却水） 

このグループには，原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器のみが属するため，代表機

器は原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器とする。 

 

(3) 内部流体（管側：蒸気，胴側：純水） 

このグループには，グランド蒸気蒸発器のみが属するため，代表機器はグランド蒸

気蒸発器とする。 

 

(4) 内部流体（管側：純水，胴側：蒸気） 

このグループには，給水加熱器のみが属するため，代表機器は給水加熱器とする。 

 

(5) 内部流体（管側：海水，胴側：純水） 

このグループには，残留熱除去系熱交換器のみが属するため，代表機器は残留熱除

去系熱交換器とする。 

 

(6) 内部流体（管側：排ガス，胴側：蒸気） 

このグループには，排ガス予熱器のみが属するため，代表機器は排ガス予熱器とす

る。 
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(7) 内部流体（管側：冷却水，胴側：排ガス） 

このグループには，排ガス復水器のみが属するため，代表機器は排ガス復水器とす

る。 

 

(8) 内部流体（管側：窒素，胴側：純水） 

このグループには，窒素ガス貯蔵設備蒸発器のみが属するため，代表機器は窒素ガ

ス貯蔵設備蒸発器とする。 

 



 

 

－
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表 1-1 U 字管式熱交換器のグループ化及び代表機器の選定 

分類基準 

機器名称 
容量 

（熱交換量）

選定基準 

選定
選定 

理由 
型

式 

内部流体 材料 

重要度*1

使用条件 

管側 胴側 伝熱管 胴 
運転

状態

最高使用温度

(℃) 

最高使用圧力

(MPa) 

管側 胴側 管側 胴側 

U 

字

管

式 

純水 純水 
ステン

レス鋼 

ステン 

レス鋼 

原子炉冷却材浄化系

再生熱交換器 
25.7 MW PS-2 連続 302 302 9.80 9.80 ◎  

純水 冷却水*2 
ステン

レス鋼 
炭素鋼 

原子炉冷却材浄化系

非再生熱交換器 
8.84 MW PS-2 連続 302 188 9.80 0.86 ◎  

蒸気 純水 
ステン

レス鋼 
炭素鋼 

グランド蒸気 

蒸発器 
13.1 t/h*3 高*4 連続 233 233 1.04 1.04 ◎  

純水 蒸気 
ステン

レス鋼 

低合金鋼

炭素鋼 
給水加熱器 

117 MW～

43.0 MW 
高*4 連続

233～

205 

235～

149 

12.93～

6.14 

2.97～

0.35 
◎  

海水 純水 銅合金 炭素鋼 
残留熱除去系 

熱交換器 
53.0 MW 

MS-1 

重*5 
一時 249 249 3.45 3.45 ◎  

排ガス 蒸気 
ステン

レス鋼 

ステン 

レス鋼 
排ガス予熱器 0.122 MW PS-2 連続 205 205 2.42 1.03 ◎  

冷却水*2 排ガス 
ステン

レス鋼 
低合金鋼 排ガス復水器 4.86 MW PS-2 連続 538 538 0.86 2.42 ◎  

窒素 純水 
ステン

レス鋼 
炭素鋼 

窒素ガス貯蔵設備 

蒸発器 

6,800 

Nm3/h*3 
高*4 一時 100 100 1.81 大気圧 ◎  

*1：当該機器に要求される重要度クラスのうち，最上位の重要度クラスを示す 

*2：冷却水（防錆剤入り純水） 

*3：蒸発能力を示す 

*4：最高使用温度が 95 ℃を超え，又は最高使用圧力が 1,900 kPa を超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス 3の機器 

*5：重要度クラスとは別に常設重大事故等対処設備に属する機器であることを示す 
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2. 代表機器の技術評価 

本章では 1章で代表機器とした以下の熱交換器について技術評価を実施する。 

① 原子炉冷却材浄化系再生熱交換器 

② 原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器 

③ グランド蒸気蒸発器 

④ 給水加熱器 

⑤ 残留熱除去系熱交換器 

⑥ 排ガス予熱器 

⑦ 排ガス復水器 

⑧ 窒素ガス貯蔵設備蒸発器 

 

2.1 構造，材料及び使用条件 

2.1.1 原子炉冷却材浄化系再生熱交換器 

(1) 構造 

東海第二の原子炉冷却材浄化系再生熱交換器は，熱交換量 25.7 MW の横型 U字管

式熱交換器であり，1基（3胴）設置されている。 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器は，熱交換機能を有する伝熱管に高温側純水を

送水するための管側構成品，管側と胴側を分離するための管板，伝熱管を介して高

温側純水を冷却する低温側純水が流れる胴側構成品，機器を支持するための支持脚，

取付ボルト，基礎ボルトから構成される。 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器については，プラント運転中に胴側，管側とも

高温の純水と接しており，応力腐食割れ発生の可能性があったことから，第 17 回定

期検査（1999～2000 年度）で，鋭敏化特性に優れた低炭素系のステンレス鋼の熱交

換器に取替を実施している。 

また，水室とダイヤフラムは，リークポテンシャルを低減するため，溶接で取付

けられている。 

東海第二の原子炉冷却材浄化系再生熱交換器の構造図を図 2.1-1 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の原子炉冷却材浄化系再生熱交換器主要部位の使用材料を表 2.1-1 に，

使用条件を表 2.1-2 に示す。 
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No. 部位 

① 伝熱管 

② 管支持板 

③ 水室 

④ 管板 

⑤ ダイヤフラム 

⑥ 胴 

⑦ 水室カバー 

⑧ フランジボルト 

⑨ 基礎ボルト 

⑩ 取付ボルト 

⑪ 支持脚 
図 2.1-1 原子炉冷却材浄化系再生熱交換器構造図 

① ④ 

⑤ 

⑥ 

⑧ 

② 

⑦ 

⑩ 

③ 

⑨ 

⑪ 

スライド部
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表 2.1-1 原子炉冷却材浄化系再生熱交換器主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

伝熱性能の確保 
エネルギー伝達 伝熱管 ステンレス鋼 

伝熱管支持 管支持板 ステンレス鋼 

バウンダリの 

維持 
耐圧 

水室 ステンレス鋼 

管板 ステンレス鋼 

ダイヤフラム ステンレス鋼 

胴 ステンレス鋼 

水室カバー 炭素鋼 

フランジボルト 低合金鋼 

機器の支持 支持 

基礎ボルト 炭素鋼 

取付ボルト 炭素鋼 

支持脚 炭素鋼 

 

 

表 2.1-2 原子炉冷却材浄化系再生熱交換器の使用条件 

 管側 胴側 

最高使用温度 302 ℃ 302 ℃ 

最高使用圧力 9.80 MPa 9.80 MPa 

容量（熱交換量） 25.7 MW 

内部流体 純水 純水 
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2.1.2 原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器 

(1) 構造 

東海第二の原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器は，熱交換量 8.84 MW の横型 U字

管式熱交換器であり，1基(2 胴)設置されている。 

本熱交換器は，熱交換機能を有する伝熱管に高温側純水を送水するための管側構

成品，管側と胴側を分離するための管板，伝熱管を介して高温側純水を冷却する冷

却水（防錆剤入り純水）が流れる胴側構成品，機器を支持するための支持脚，基礎

ボルトから構成される。 

また，水室とダイヤフラムは，リークポテンシャルを低減するため，溶接で取付

けられている。 

東海第二の原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器の構造図を図 2.1-2 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器主要部位の使用材料を表2.1-3に，

使用条件を表 2.1-4 に示す。
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No. 部位 

① 伝熱管 

② 管支持板 

③ 水室 

④ 管板 

⑤ ダイヤフラム 

⑥ 胴 

⑦ 水室カバー 

⑧ フランジボルト 

⑨ 基礎ボルト 

⑩ 取付ボルト 

⑪ 支持脚 
図 2.1-2 原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器構造図 

 

① ④ ⑥ ⑧ 

⑪ 
⑩ 

⑨ スライド部 

③ 

⑤ 

② 

⑦ 
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表 2.1-3 原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

伝熱性能の確保 

エネルギー伝達 伝熱管 ステンレス鋼 

伝熱管支持 管支持板 炭素鋼 

バウンダリの 

維持 
耐圧 

水室 炭素鋼（ステンレスクラッド） 

管板 炭素鋼（ステンレスクラッド） 

ダイヤフラム ステンレス鋼 

胴 炭素鋼 

水室カバー 炭素鋼 

フランジボルト 低合金鋼 

機器の支持 支持 

基礎ボルト 炭素鋼 

取付ボルト 低合金鋼 

支持脚 炭素鋼 

 

 

表 2.1-4 原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器の使用条件 

 管側 胴側 

最高使用温度 302 ℃ 188 ℃ 

最高使用圧力 9.80 MPa 0.86 MPa 

容量（熱交換量） 8.84 MW 

内部流体 純水 
冷却水 

（防錆剤入り純水） 

 

 



 

－ 1-10 － 

2.1.3 グランド蒸気蒸発器 

(1) 構造 

東海第二のグランド蒸気蒸発器は，蒸発能力 13.1 t/h の横型 U 字管式熱交換器

であり，1基設置されている。 

本熱交換器は，熱交換機能を有する伝熱管に蒸気を送るための管側構成品，管側

と胴側を分離するための管板，伝熱管を介して蒸気を発生する純水が流れる胴側構

成品，機器を支持するための支持脚，取付ボルトから構成される。 

なお，伝熱管，水室，管板は，フランジボルトを取外すことにより，点検手入れ

が可能である。 

東海第二のグランド蒸気蒸発器の構造図を図 2.1-3 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二のグランド蒸気蒸発器主要部位の使用材料を表 2.1-5 に，使用条件を表

2.1-6 に示す。 
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No. 部位 

① 伝熱管 

② 管支持板 

③ 水室 

④ 管板 

⑤ 胴 

⑥ ドレンタンク 

⑦ マンホール蓋 

⑧ ガスケット 

⑨ 水室カバー 

⑩ フランジボルト 

⑪ 取付ボルト 

⑫ 支持脚 

⑬ 台車 

図 2.1-3 グランド蒸気蒸発器構造図 

⑪ 

⑤ 

⑥ 

① ④ ③ 

② ⑫ ⑨ 

⑩ ⑦ 

⑬ 

⑧ 

⑩ 

⑧ 
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表 2.1-5 グランド蒸気蒸発器主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

伝熱性能の確保 
エネルギー伝達 伝熱管 ステンレス鋼 

伝熱管支持 管支持板 炭素鋼 

バウンダリの 

維持 

 

耐圧 

水室 炭素鋼 

管板 炭素鋼（ステンレスクラッド） 

胴 炭素鋼 

ドレンタンク 炭素鋼 

マンホール蓋 炭素鋼 

ガスケット （消耗品） 

水室カバー 炭素鋼 

フランジボルト 低合金鋼 

機器の支持 支持 

取付ボルト 炭素鋼 

支持脚 炭素鋼 

台車 炭素鋼 

 

 

表 2.1-6 グランド蒸気蒸発器の使用条件 

 管側 胴側 

最高使用温度 233 ℃ 233 ℃ 

最高使用圧力 1.04 MPa 1.04 MPa 

容量（蒸発能力） 13.1 t/h 

内部流体 蒸気 純水 
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2.1.4 給水加熱器 

(1) 構造 

東海第二の給水加熱器は，熱交換量 117 MW～43.0 MW の横型 U字管式熱交換器で

あり，18 基設置されている。 

給水加熱器は，熱交換機能を有する伝熱管に純水を送水するための管側構成品，

管側と胴側を分離するための管板，伝熱管を介して純水を加熱するタービン抽気蒸

気が流れる胴側構成品，機器を支持するための支持脚，基礎ボルト等から構成され

る。 

以下に示す給水加熱器については，胴側の内部流体である抽気蒸気により炭素鋼

の胴に流れ加速型腐食による減肉の進行が確認されたことから，耐食性のある低合

金鋼の胴（長胴部）に取替を行っている。 

 

・1984 年度（第 6回定期検査） ：第 3給水加熱器 2基胴（長胴部）取替 

・1986 年度（第 7回定期検査） ：第 3給水加熱器 1基胴（長胴部）取替 

第 5給水加熱器 3基胴（長胴部）取替 

 

また，第 4給水加熱器については，炭素鋼の管支持板に減肉の進行，第 6給水加

熱器については，炭素鋼の胴板に減肉の進行が確認されたため，それぞれ耐食性に

優れた給水加熱器への取替を実施した。 

 

・2003 年度（第 20 回定期検査） ：第 4給水加熱器取替 

・2009 年度（第 24 回定期検査） ：第 6給水加熱器取替 

 

なお，伝熱管，水室，管板は，ボルトを取外すことにより，点検手入れが可能で

ある。 

東海第二の給水加熱器主要部位の構造図を図 2.1-4(a)～(f)に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の給水加熱器主要部位の使用材料を表 2.1-7 に，使用条件を表 2.1-8 に

示す。
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No. 部位 

① 伝熱管 

② 仕切板 

③ 管支持板 

④ 水室 

⑤ 管板 

⑥ 胴 

⑦ ガスケット 

⑧ マンホール蓋 

⑨ フランジボルト 

⑩ 基礎ボルト 

⑪ 支持脚 

⑫ 台車 

図 2.1-4(a) 第 1 給水加熱器構造図 

⑪ 

④ 

⑦ 

⑨ 

⑫ ⑩ 

⑤ ③ ① ⑥ ② ⑧ 
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No. 部位 

① 伝熱管 

② 仕切板 

③ 管支持板 

④ 水室 

⑤ 管板 

⑥ 胴 

⑦ ガスケット 

⑧ マンホール蓋 

⑨ フランジボルト 

⑩ 基礎ボルト 

⑪ 支持脚 

⑫ 台車 

 

 

図 2.1-4(b) 第 2 給水加熱器構造図 

⑥ ⑤ ③ ① ② 

⑨ 

④ 

⑪ 
⑦ 

⑩ 
⑫ 

⑧ 
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No. 部位 

① 伝熱管 

② 仕切板 

③ 管支持板 

④ 水室 

⑤ 管板 

⑥ 胴 

⑦ ガスケット 

⑧ マンホール蓋 

⑨ フランジボルト 

⑩ 基礎ボルト 

⑪ 支持脚 

⑫ 台車 

 

 

 

 

 

図 2.1-4(c) 第 3 給水加熱器構造図 

⑦ 

⑤ ⑥ ③ ① ② 

⑨ 

⑪ ⑩ ⑫ 

④ 

⑧ 



 

 

－
 
1
-
1
7
 
－
 

 

No. 部位 

① 伝熱管 

② 仕切板 

③ 管支持板 

④ 水室 

⑤ 管板 

⑥ 胴 

⑦ ガスケット 

⑧ マンホール蓋 

⑨ フランジボルト 

⑩ 基礎ボルト 

⑪ 支持脚 

⑫ 台車 

 

 

 

 

 
図 2.1-4(d) 第 4 給水加熱器構造図 

⑤ 

⑪ 

⑦ 

④ 

⑥ 

⑩ 

③ ① ② ⑧ 

⑨ 

⑫ 
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No. 部位 

① 伝熱管 

② 仕切板 

③ 管支持板 

④ 水室 

⑤ 管板 

⑥ 胴 

⑦ ガスケット 

⑧ マンホール蓋 

⑨ フランジボルト 

⑩ 基礎ボルト 

⑪ 支持脚 

⑫ 台車 

 

 

 

 

 

 

⑪ 
⑦ 

⑩ ④ ⑫ 

図 2.1-4(e) 第 5 給水加熱器構造図 

⑤ ⑥ ③ ① ② ⑧ 
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No. 部位 

① 伝熱管 

② 仕切板 

③ 管支持板 

④ 水室 

⑤ 管板 

⑥ 胴 

⑦ ガスケット 

⑧ マンホール蓋 

⑨ フランジボルト 

⑩ 取付ボルト 

⑪ 支持脚 

 

 

図 2.1-4(f) 第 6 給水加熱器構造図 

⑪ ⑩ 
④ 

スライド部

⑤ ⑥ ③ ① ② ⑧ 

⑨ 

⑦ 
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表 2.1-7 給水加熱器主要部位の使用材料 

機能達成に

必要な項目

サブ 

システム 
部位 

材料 

第 1 第 2 第 3 第 4 第 5 第 6 

伝熱性能の

確保 

エネルギー

伝達 

伝熱管 ステンレス鋼 ステンレス鋼 ステンレス鋼 ステンレス鋼 ステンレス鋼 ステンレス鋼 

仕切板 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 

伝熱管支持 管支持板 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 低合金鋼 炭素鋼 低合金鋼 

バウンダリ

の維持 
耐圧 

水室 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 

管板 

炭素鋼 

(ステンレス 

クラッド） 

炭素鋼 

(ステンレス 

クラッド） 

炭素鋼 

(ステンレス 

クラッド） 

炭素鋼 

(ステンレス 

クラッド） 

炭素鋼 

(ステンレス 

クラッド） 

炭素鋼 

胴 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼，低合金鋼 低合金鋼 炭素鋼，低合金鋼 低合金鋼 

ガスケット （消耗品） 

マンホール

蓋 
炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 

フランジ 

ボルト 
低合金鋼 低合金鋼 低合金鋼 低合金鋼 低合金鋼 低合金鋼 

機器の支持 支持 

基礎ボルト 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 － 

取付ボルト － － － － － 低合金鋼 

支持脚 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 低合金鋼 炭素鋼 低合金鋼 

台車 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 炭素鋼 － 

 



 

 

－
 
1
-
2
1
 
－
 

表 2.1-8 給水加熱器の使用条件 

 
第 1 第 2 第 3 第 4 第 5 第 6 

管側 胴側 管側 胴側 管側 胴側 管側 胴側 管側 胴側 管側 胴側 

最高使用温度 233 ℃ 235 ℃ 205 ℃ 210 ℃ 205 ℃ 172 ℃ 205 ℃ 155 ℃ 205 ℃ 149 ℃ 205 ℃ 149 ℃ 

最高使用圧力 12.93 MPa 2.97 MPa 6.14 MPa 1.81 MPa 6.14 MPa 0.70 MPa 6.14 MPa 0.42 MPa 6.14 MPa 0.35 MPa 6.14 MPa 0.35 MPa

容量 

(熱交換量) 
66.3 MW 117 MW 43.0 MW 71.9 MW 67.5 MW 91.5 MW 

内部流体 純水 
蒸気， 

ドレン 
純水 

蒸気，

ドレン
純水 

蒸気，

ドレン
純水 

蒸気，

ドレン
純水 

蒸気，

ドレン
純水 

蒸気， 

ドレン 
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2.1.5 残留熱除去系熱交換器 

(1) 構造 

東海第二の残留熱除去系熱交換器は，熱交換量 53.0 MW の縦型 U字管式熱交換器

であり，2基設置されている。 

残留熱除去系熱交換器は，熱交換機能を有する伝熱管に海水を送るための管側構

成品，管側と胴側を分離するための管板，伝熱管を介して冷却される純水が流れる

胴側構成品，機器を支持するための取付ボルト，ラグ，架台，基礎ボルトから構成

される。 

また，伝熱管，水室，管板は，水室を取外すことにより，点検手入れが可能であ

る。 

東海第二の残留熱除去系熱交換器の構造図を図 2.1-5 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の残留熱除去系熱交換器主要部位の使用材料を表 2.1-9 に，使用条件を

表 2.1-10 に示す。 
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No. 部位 

① 伝熱管 

② 管支持板 

③ 水室 

④ 管板 

⑤ 胴 

⑥ ガスケット 

⑦ フランジボルト 

⑧ 取付ボルト 

⑨ ラグ 

⑩ 架台 

⑪ 基礎ボルト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-5 残留熱除去系熱交換器構造図 

① 

④ 

③ 

⑦ 

⑨ 

⑤ 

② 

⑥ 

スライド部 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 
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表 2.1-9 残留熱除去系熱交換器主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

伝熱性能の

確保 

エネルギー伝達 伝熱管 銅合金 

伝熱管支持 管支持板 ステンレス鋼 

バウンダリ

の維持 
耐圧 

水室 炭素鋼（モネルクラッド） 

管板 炭素鋼（モネルクラッド） 

胴 炭素鋼 

ガスケット （消耗品） 

フランジボルト 低合金鋼 

機器の支持 支持 

取付ボルト 低合金鋼 

ラグ 炭素鋼 

架台 炭素鋼 

基礎ボルト 炭素鋼，低合金鋼，樹脂 

 

 

表 2.1-10 残留熱除去系熱交換器の使用条件 

 管側 胴側 

最高使用温度 249 ℃ 249 ℃ 

最高使用圧力 3.45 MPa 3.45 MPa 

容量（熱交換量） 53.0 MW 

内部流体 海水 純水 
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2.1.6 排ガス予熱器 

(1) 構造 

東海第二の排ガス予熱器は，熱交換量 0.122 MW の横置 U字管式熱交換器であり，

2基設置されている。 

排ガス予熱器は，熱交換機能を有する伝熱管に排ガスを送るための管側構成品，

管側と胴側を分離するための管板，伝熱管を介して排ガスを加熱する蒸気が流れる

胴側構成品，機器を支持するための支持脚，基礎ボルトから構成される。 

東海第二の排ガス予熱器の構造図を図 2.1-6 に示す。 

排ガス予熱器については，プラント運転中に高温の蒸気と接しており，応力腐食

割れ発生の可能性があったことから，第 23 回定期検査（2008 年度）で，鋭敏化特

性に優れた低炭素系のステンレス鋼の熱交換器に取替を実施している。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の排ガス予熱器主要部位の使用材料を表2.1-11に，使用条件を表2.1-12

に示す。
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1
-
2
6
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No. 部位 

① 伝熱管 

② 管支持板 

③ 水室 

④ 管板 

⑤ 胴 

⑥ フランジボルト 

⑦ ガスケット 

⑧ 基礎ボルト 

⑨ 支持脚 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-6 排ガス予熱器構造図

スライド部

⑨ 
⑦ 

③ ⑤ 

⑧ ② 

① 

④ 

⑥ 
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表 2.1-11 排ガス予熱器主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

伝熱性能の確保 
エネルギー伝達 伝熱管 ステンレス鋼 

伝熱管支持 管支持板 ステンレス鋼 

バウンダリの 

維持 

 

耐圧 

水室 ステンレス鋼 

管板 ステンレス鋼 

胴 ステンレス鋼 

フランジボルト 低合金鋼 

ガスケット （消耗品） 

機器の支持 支持 

基礎ボルト 炭素鋼 

支持脚 炭素鋼 

 

 

表 2.1-12 排ガス予熱器の使用条件 

 管側 胴側 

最高使用温度 205 ℃ 205 ℃ 

最高使用圧力 2.42 MPa 1.03 MPa 

容量（熱交換量） 0.122 MW 

内部流体 排ガス 蒸気 
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2.1.7 排ガス復水器 

(1) 構造 

東海第二の排ガス復水器は，熱交換量 4.86 MW の横置 U 字管式熱交換器であり，

2基設置されている。 

排ガス復水器は，熱交換機能を有する伝熱管に冷却水を送るための管側構成品，

管側と胴側を分離するための管板，伝熱管を介して冷却される排ガスが流れる胴側

構成品，機器を支持するための支持脚，基礎ボルトから構成される。 

また，伝熱管，水室及び管板は，フランジボルトを取り外すことにより，点検手

入れが可能である。 

東海第二の排ガス復水器の構造図を図 2.1-7 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の排ガス復水器主要部位の使用材料を表2.1-13に，使用条件を表2.1-14

に示す。 

 

 



  

 

－
 
1
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2
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No. 部位 

① 伝熱管 

② 管支持板 

③ 水室 

④ 管板 

⑤ 胴 

⑥ ドレンタンク 

⑦ フランジボルト 

⑧ ガスケット 

⑨ 基礎ボルト 

⑩ 支持脚 

図 2.1-7 排ガス復水器構造図 

⑦ ④ 

⑩ ⑧ ③ 

⑤ 

⑨ ② 

① 

⑥ 

スライド部
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表 2.1-13 排ガス復水器主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

伝熱性能の確保 
エネルギー伝達 伝熱管 ステンレス鋼 

伝熱管支持 管支持板 ステンレス鋼 

バウンダリの 

維持 

 

耐圧 

水室 低合金鋼 

管板 ステンレス鋼 

胴 低合金鋼 

ドレンタンク 低合金鋼 

フランジボルト 低合金鋼 

ガスケット （消耗品） 

機器の支持 支持 

基礎ボルト 炭素鋼 

支持脚 低合金鋼 

 

 

表 2.1-14 排ガス復水器の使用条件 

 管側 胴側 

最高使用温度 538 ℃ 538 ℃ 

最高使用圧力 0.86 MPa 2.42 MPa 

容量（熱交換量） 4.86 MW 

内部流体 
冷却水 

（防錆剤入り純水） 

排ガス 
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2.1.8 窒素ガス貯蔵設備蒸発器 

(1) 構造 

東海第二の窒素ガス貯蔵設備蒸発器は，蒸発能力 6,800 Nm3/h の縦型曲管式熱交

換器であり，1基設置されている。 

窒素ガス貯蔵設備蒸発器は，窒素ガス貯蔵設備内の内圧を使用に応じた圧力に保

ち，熱交換機能を有する伝熱管に窒素を送るための管側構成品，伝熱管を介して窒

素を加熱する純水を保持する胴側構成品，純水を加熱するための蒸気管，機器を支

持するための基礎ボルト，ベースプレートから構成される。 

また，伝熱管，上蓋は，フランジボルトを取り外すことにより，点検及び手入れ

が可能である。 

東海第二の窒素ガス貯蔵設備蒸発器の構造図を図 2.1-8 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の窒素ガス貯蔵設備蒸発器主要部位の使用材料を表 2.1-15 に，使用条

件を表 2.1-16 に示す。 
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No. 部位 

① 伝熱管 

② 蒸気管 

③ 管支持板 

④ 上蓋 

⑤ 胴 

⑥ ガスケット 

⑦ フランジボルト 

⑧ 基礎ボルト 

⑨ ベースプレート 

③ 

① 

図 2.1-8 窒素ガス貯蔵設備蒸発器構造図 

④ 

⑤ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

② 

⑥ 
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表 2.1-15 窒素ガス貯蔵設備蒸発器主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

伝熱性能の確保 
エネルギー伝達 

伝熱管 ステンレス鋼 

蒸気管 ステンレス鋼 

伝熱管支持 管支持板 ステンレス鋼 

バウンダリの 

維持 

 

耐圧 

上蓋 炭素鋼 

胴 炭素鋼 

ガスケット （消耗品） 

フランジボルト 炭素鋼 

機器の支持 支持 

基礎ボルト 炭素鋼 

ベースプレート 炭素鋼 

 

 

表 2.1-16 窒素ガス貯蔵設備蒸発器の使用条件 

 管側 胴側 

最高使用温度 100 ℃ 100 ℃ 

最高使用圧力 1.81 MPa 大気圧 

容量（蒸発能力） 6,800 Nm3/h 

内部流体 窒素 純水 

 



 

－ 1-34 － 

2.2 経年劣化事象の抽出 

2.2.1 機器の機能達成に必要な項目 

U 字管式熱交換器の機能（熱除去及び加熱）の達成に必要な項目は，以下のとおり。 

(1) 伝熱性能の確保 

(2) バウンダリの維持 

(3) 機器の支持 

 

2.2.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

(1) 想定される経年劣化事象の抽出 

U 字管式熱交換器について，機能達成に必要な項目を考慮して主要な部位に展開

した上で，個々の部位の材料，構造，使用条件（内部流体の種類，応力，温度等）

及び現在までの運転経験を考慮し，表 2.2-1 に示すとおり，想定される経年劣化事

象を抽出した（表 2.2-1 で○又は△，▲）。 

なお，消耗品及び定期取替品は，以下のとおり評価対象外とする。 

 

(2) 消耗品及び定期取替品の扱い 

ガスケットは消耗品であり，設計時に長期使用せず取替を前提としていることか

ら，高経年化対策を見極める上での評価対象外とする。 

 

(3) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

想定される経年劣化事象のうち下記①，②に該当しない事象を高経年化対策上着

目すべき経年劣化事象と判断した。 

なお，下記①，②に該当する事象については，2.2.3 項に示すとおり，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断した。 

 

① 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想

定した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理事象

として，表 2.2-1 で△） 

② 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，

今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられ

る経年劣化事象（日常劣化管理事象以外として表 2.2-1 で▲） 

 

この結果，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象は抽出されなかった。 
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2.2.3 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象 

(1) 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想

定した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理事象） 

 

a. 基礎ボルトの腐食（全面腐食）［第 1～第 5給水加熱器，残留熱除去系熱交換器，

排ガス予熱器，排ガス復水器，窒素ガス貯蔵設備蒸発器］ 

基礎ボルトの健全性については，「機械設備の技術評価書」にて評価を実施する

ものとし，本評価書には含めない。 

 

b. 基礎ボルト（塗装部）の腐食（全面腐食）［原子炉冷却材浄化系再生熱交換器，

原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器］ 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器，原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器の基礎

ボルトは炭素鋼であり，腐食の発生が想定されるが，大気接触部は塗装を施して

いるため，腐食が発生する可能性は小さい。 

また，巡視点検等の目視点検により塗膜の状態を確認し，はく離等が認められ

た場合は必要に応じて補修塗装を実施することとしている。 

したがって，基礎ボルト（塗装部）の腐食（全面腐食）は，高経年化対策上着

目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

c. 基礎ボルト直上部の腐食（全面腐食）［原子炉冷却材浄化系再生熱交換器，原子

炉冷却材浄化系非再生熱交換器］ 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器，原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器の基礎

ボルトは炭素鋼であり，塗装が施されていない基礎ボルトのコンクリート直上部

は，大気環境下であることから腐食の発生が想定される。 

しかし，代表箇所の原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器の基礎ボルトのコンク

リート直上部は，目視点検において有意な腐食がないことを確認している。 

したがって，基礎ボルト直上部の腐食（全面腐食）は，高経年化対策上着目す

べき経年劣化事象ではないと判断する。 
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d. 伝熱管の摩耗及び高サイクル疲労割れ［原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器，

グランド蒸気蒸発器，給水加熱器，残留熱除去系熱交換器］ 

伝熱管は管支持板により適切なスパンで支持することで振動を抑制しているが，

流れ加速型腐食により管支持板管穴等に減肉が生じ，伝熱管の振動が大きくなり，

伝熱管と支持板の接触により，伝熱管拘束点において伝熱管外表面の摩耗が発生

する可能性がある。さらに，伝熱管拘束点において伝熱管外面から疲労割れが発

生する可能性がある。 

伝熱管については，渦流探傷検査，漏えい確認による点検結果から有意な摩耗

及び高サイクル疲労割れによる欠陥は確認されておらず，判定基準を超える摩耗

等が確認された場合には施栓することにより，熱交換器の機能を維持している。 

したがって，伝熱管の摩耗及び高サイクル疲労割れは，高経年化対策上着目す

べき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

e. 管支持板，胴（内面），ドレンタンク（内面），マンホール蓋（内面）の腐食（流

れ加速型腐食）［グランド蒸気蒸発器，第 1,第 2 給水加熱器］ 

グランド蒸気蒸発器（管支持板，胴，ドレンタンク，マンホール蓋）および第

1,第 2 給水加熱器（胴）は炭素鋼であり，内部流体が高温の蒸気であるため，高

速の蒸気と接する部位で腐食（流れ加速型腐食）による滅肉が発生する可能性が

ある。 

グランド蒸気蒸発器については，ドレンタンクは肉厚測定，管支持板，胴，マ

ンホール蓋は目視点検を実施しており，有意な腐食（流れ加速型腐食）がないこ

とを確認している。 

第 1，第 2 給水加熱器の胴については，肉厚測定を実施しており，必要厚さに

対し，十分な肉厚があることを確認している。 

したがって，管支持板，胴（内面），ドレンタンク（内面），マンホール蓋（内

面）の腐食（流れ加速型腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではな

いと判断する。 

 

f. 管支持板の腐食（流れ加速型腐食）［給水加熱器］ 

給水加熱器の管支持板は炭素鋼又は低合金鋼であり，蒸気と接することで腐食

（流れ加速型腐食）が発生する可能性がある。 

管支持板については，伝熱管の渦流探傷検査により，管支持板の管穴の減肉状

況を把握しており，減肉の進行状況に応じて取替を実施することにより，熱交換

器の機能を維持している。 

したがって，管支持板の腐食（流れ加速型腐食）は高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象ではないと判断する。 
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g. 伝熱管の腐食（流れ加速型腐食）［残留熱除去系熱交換器］ 

残留熱除去系熱交換器の伝熱管には，耐食性の良い銅合金が使用されているが，

伝熱管入口部での内部流体の渦流による保護被膜の破壊により，伝熱管内面に腐

食（流れ加速型腐食）が発生する可能性がある。また，海生物（貝類）の付着に

伴う渦流により腐食（流れ加速型腐食）が発生する可能性がある。 

伝熱管については，開放点検時の渦流探傷検査及び管板面の目視点検において，

有意な腐食がないことを確認している。 

したがって，伝熱管の腐食（流れ加速型腐食）は，高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象ではないと判断する。 

 

h. 水室（内面），管板（内面）の腐食（局部腐食）［残留熱除去系熱交換器］ 

残留熱除去系熱交換器の水室，管板はモネルクラッドが施された炭素鋼であり，

内部流体が海水であるため腐食（局部腐食）が発生する可能性があるが，目視点

検において有意な腐食（局部腐食）がないことを確認している。 

したがって，水室（内面），管板（内面）の腐食（局部腐食）は，高経年化対策

上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

i. 水室（内面），胴（内面），ドレンタンク（内面），マンホール蓋（内面），水室カ

バー（内面），上蓋（内面），仕切板の腐食（全面腐食）［グランド蒸気蒸発器，

給水加熱器，残留熱除去系熱交換器，排ガス復水器，窒素ガス貯蔵設備蒸発器］ 

グランド蒸気蒸発器（水室，水室カバー），第 1～第 6給水加熱器（仕切板，マ

ンホール蓋），第 3～第 6給水加熱器（胴），残留熱除去系熱交換器（胴），排ガス

復水器（胴，ドレンタンク），窒素ガス貯蔵設備蒸発器（上蓋，胴）は，炭素鋼又

は低合金鋼であり腐食が発生する可能性がある。 

しかし，グランド蒸気蒸発器（水室，水室カバー），給水加熱器（仕切板，マン

ホール蓋），窒素ガス貯蔵設備蒸発器（上蓋，胴）は，目視点検において有意な腐

食がないことを確認している。 

また，給水加熱器（胴），残留熱除去系熱交換器（胴），排ガス復水器（胴）に

対しては，肉厚測定を実施しており，必要厚さに対し，十分な肉厚があることを

確認している。 

したがって，水室（内面），胴（内面），ドレンタンク（内面），マンホール蓋（内

面），水室カバー（内面），上蓋（内面），仕切板の腐食（全面腐食）は，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 
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j. 水室（外面），管板（外面），胴（外面），水室カバー（外面），ドレンタンク（外

面），マンホール蓋（外面），上蓋（外面）の腐食（全面腐食）[原子炉冷却材浄

化系再生熱交換器，原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器，グランド蒸気蒸発器，

給水加熱器，残留熱除去系熱交換器，排ガス復水器，窒素ガス貯蔵設備蒸発器] 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器（水室カバー），原子炉冷却材浄化系非再生熱

交換器（水室，管板，胴，水室カバー），グランド蒸気蒸発器（水室，管板，胴，

ドレンタンク，マンホール蓋，水室カバー），給水加熱器（水室，管板，胴，マン

ホール蓋），残留熱除去熱交換器（水室，管板，胴），排ガス復水器（水室，胴，

ドレンタンク），窒素ガス貯蔵設備蒸発器（上蓋，胴）は炭素鋼又は低合金鋼であ

り，腐食が発生する可能性がある。 

しかし，当該部位の外気接触部には塗装を施しており，塗装が健全であれば腐

食が発生する可能性は小さく，目視点検により腐食の有無，塗膜の健全性を確認

し，必要に応じ補修塗装等を実施することにより，機能を維持している。 

したがって，水室（外面），管板（外面），胴（外面），水室カバー（外面），ド

レンタンク（外面），マンホール蓋（外面），上蓋（外面）の腐食（全面腐食）は，

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

k. フランジボルトの腐食（全面腐食）［共通］ 

フランジボルトは炭素鋼，低合金鋼であり腐食が発生する可能性があるが，点

検時に手入れ・清掃を行うことにより機能を維持している。 

したがって，フランジボルトの腐食（全面腐食）は，高経年化対策上着目すべ

き経年劣化事象ではないと判断する。 

 

l. 取付ボルトの腐食（全面腐食）［原子炉冷却材浄化系再生熱交換器，原子炉冷却

材浄化系非再生熱交換器，グランド蒸気蒸発器，残留熱除去系熱交換器］ 

取付ボルトは炭素鋼，低合金鋼であり，腐食が発生する可能性がある。 

しかし，取付ボルトの外気接触部には塗装を施しており，塗装が健全であれば

腐食が発生する可能性は小さく，目視点検により腐食の有無，塗膜の健全性を確

認し，必要に応じ補修塗装等を実施することにより，機能を維持している。 

したがって，取付ボルトの腐食（全面腐食）は，高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではないと判断する。 

 

m. 取付ボルトの腐食（全面腐食）［第 6給水加熱器］ 

第 6給水加熱器の取付ボルトは炭素鋼であり，さらに復水器の内部にあるため，

塗装が施されていないことから，腐食が発生する可能性があるが，目視点検にお

いて有意な腐食がないことを確認している。 

したがって，取付ボルトの腐食（全面腐食）は，高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではないと判断する。 
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n. 支持脚，ラグ，架台の腐食（全面腐食）［原子炉冷却材浄化系再生熱交換器，原

子炉冷却材浄化系非再生熱交換器，グランド蒸気蒸発器，第1～第5給水加熱器，

残留熱除去系熱交換器，排ガス予熱器，排ガス復水器］ 

支持脚，ラグ，架台は炭素鋼又は低合金鋼であり腐食が発生する可能性がある。 

しかし，支持脚，ラグ，架台の外気接触部は塗装により腐食を防止しており，

必要に応じ補修塗装等を実施することにより，機能を維持している。 

したがって，支持脚，ラグ，架台の腐食（全面腐食）は，高経年化対策上着目

すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

o. 支持脚スライド部，ラグスライド部の腐食（全面腐食）［原子炉冷却材浄化系再

生熱交換器，原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器，第 6給水加熱器，残留熱除去

系熱交換器，排ガス予熱器，排ガス復水器］ 

支持脚スライド部，ラグスライド部は炭素鋼又は低合金鋼であり，腐食が発生

する可能性があるが，目視点検において有意な腐食がないことを確認している。 

したがって，支持脚スライド部，ラグスライド部の腐食（全面腐食）は高経年

化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

p. 台車の腐食（全面腐食）［グランド蒸気蒸発器，第 1～第 5給水加熱器］ 

グランド蒸気蒸発器及び第 1～第 5 給水加熱器の台車は炭素鋼であり腐食が発

生する可能性がある。 

しかし，台車の外気接触部は塗装により腐食を防止しており，目視点検により

腐食の有無，塗膜の健全性を確認し，必要に応じ補修塗装等を実施することによ

り，機能を維持している。 

したがって，台車の腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣化事

象ではないと判断する。 

 

q. ベースプレートの腐食（全面腐食）[窒素ガス貯蔵設備蒸発器] 

窒素ガス貯蔵設備蒸発器のベースプレートは炭素鋼であり，腐食が発生する可

能性がある。 

しかし，ベースプレートの外気接触部は塗装により腐食を防止しており，目視

点検により腐食の有無，塗膜の健全性を確認し，必要に応じ補修塗装等を実施す

ることにより，機能を維持している。 

したがって，ベースプレートの腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象ではないと判断する。 
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r. 伝熱管の異物付着［残留熱除去系熱交換器］ 

残留熱除去系熱交換器の伝熱管の内部流体は海水であることから，伝熱管に異

物が付着し，伝熱性能に影響を及ぼす可能性があるが，開放点検ごとに伝熱管内

の清掃を行っており，点検結果からも有意な異物付着は確認されていない。 

また，伝熱管外面についても，流体は水質管理された純水であり，異物付着の

可能性は小さい。 

したがって，伝熱管の異物付着は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象では

ないと判断する。 

 

s. 水室（内面），管板（内面）の腐食（流れ加速型腐食）［給水加熱器］ 

第 1～第 6 給水加熱器の水室，第 6 給水加熱器の管板は炭素鋼であり高温流体

が流れるため流れ加速型腐食が発生する可能性がある。 

給水加熱器の管側の内部流体は純水であり腐食対策として酸素を注入し，復

水・給水中の溶存酸素濃度を調整しており，胴側は蒸気滞留環境下であることか

ら腐食（流れ加速型腐食）が発生する可能性は小さく，今後もこれらの傾向が変

化する要因があるとは考え難い。 

なお，水室内部及び管板については，これまでの目視点検において有意な腐食

（流れ加速型腐食）は確認されていない。 

したがって，水室（内面），管板（内面）の腐食（流れ加速型腐食）は，高経年

化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

t. 伝熱管外表面の腐食（液滴衝撃エロージョン）［給水加熱器］ 

国内数プラントの主復水器伝熱管外表面において液滴衝撃エロージョンの発生

した事例があるものの，給水加熱器においては流入する蒸気及び水滴はまず受衝

板に衝突し，伝熱管外表面を通過する際の流速が抑えられており，液滴衝撃エロ

ージョンの発生の可能性は小さい。 

なお，これまでの渦流探傷検査において給水加熱器伝熱管外表面に腐食（液滴

衝撃エロージョン）は確認されておらず，今後もこれらの傾向が変化する要因が

あるとは考え難い。 

したがって，伝熱管外表面の腐食（液滴衝撃エロージョン）は，高経年化対策

上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 
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u. 水室，管板，ダイヤフラム，胴，ドレンタンク，仕切板の疲労割れ［原子炉冷却

材浄化系非再生熱交換器，グランド蒸気蒸発器，給水加熱器，窒素ガス貯蔵設備

蒸発器］ 

原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器（水室，管板，ダイヤフラム），グランド蒸

気蒸発器（水室，管板，胴，ドレンタンク），給水加熱器（仕切板，水室，管板，

胴），窒素ガス貯蔵設備蒸発器（胴）は，炭素鋼又は低合金鋼又はステンレス鋼で

あり，疲労割れが想定されるが，起動・停止時には急激な温度変化を生じないよ

うに運転されており，疲労割れが発生する可能性は小さい。 

なお，原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器（水室，管板，ダイヤフラム），グラ

ンド蒸気蒸発器（水室，管板，胴），給水加熱器（仕切板，水室，管板），窒素ガ

ス貯蔵設備蒸発器（胴）については，これまでの開放点検時の目視点検において

有意な欠陥は確認されていない。 

また，給水加熱器の胴及びグランド蒸気蒸発器のドレンタンクについては，溶

接部の超音波探傷検査において有意な疲労割れは確認されていないことから，今

後もこれらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，水室，管板，ダイヤフラム，胴，ドレンタンク，仕切板の疲労割

れは高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

v. 伝熱管，胴等の粒界型応力腐食割れ［原子炉冷却材浄化系再生熱交換器，グラン

ド蒸気蒸発器，第 1～第 4給水加熱器，排ガス予熱器］ 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器（伝熱管，水室，管板，ダイヤフラム，胴），

グランド蒸気蒸発器（伝熱管），第 1～第 4 給水加熱器（伝熱管），排ガス予熱器

（伝熱管，水室，管板，胴）はステンレス鋼であり，粒界型応力腐食割れが発生

する可能性がある。 

しかし，高温純水中の粒界型応力腐食割れ感受性は，温度及び溶存酸素濃度等

の環境依存性があり，100 ℃に近い低温側及び溶存酸素濃度の低い環境では感受

性が低くなる。 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器及び排ガス予熱器は，鋭敏化特性に優れた低

炭素ステンレス鋼を使用した熱交換器に取替を実施しており，また，原子炉冷却

材浄化系再生熱交換器は水素注入により内部流体の溶存酸素濃度を低減させる環

境改善を図っていることから，粒界型応力腐食割れが発生する可能性は小さい。 

グランド蒸気蒸発器，第 1～第 4 給水加熱器，排ガス予熱器の伝熱管について

は，伝熱管溶接部はシール溶接であり，引張残留応力が小さいことから，粒界型

応力腐食割れが発生する可能性は小さい。 

なお，これらの熱交換器に関しては定期的に系統の運転パラメータ確認により

異常の無いことを確認しており，これまで有意な欠陥は認められていない。 

したがって，伝熱管，胴等の粒界型応力腐食割れは，高経年化対策上着目すべ

き経年劣化事象ではないと判断する。 
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w. 伝熱管，管板，ダイヤフラム，蒸気管の粒界型応力腐食割れ［原子炉冷却材浄化

系非再生熱交換器，第 5及び第 6給水加熱器，排ガス復水器，窒素ガス貯蔵設備

蒸発器］ 

原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器（伝熱管，ダイヤフラム），第 5 及び第 6

給水加熱器（伝熱管），排ガス復水器（伝熱管，管板），窒素ガス貯蔵設備蒸発器

（伝熱管，蒸気管）はステンレス鋼であり粒界型応力腐食割れが発生する可能性

がある。 

しかし，原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器，第 5及び第 6給水加熱器，排ガ

ス復水器，窒素ガス貯蔵設備蒸発器の内部構造物については，実際の運転温度は

100 ℃以下であるため粒界型応力腐食割れが発生する可能性は小さい。 

なお，原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器及び第 5及び第 6給水加熱器，排ガ

ス復水器の伝熱管は渦流探傷検査もしくは超音波探傷検査を実施しており，有意

な欠陥は確認されていない。 

また，原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器のダイヤフラム，排ガス復水器の管

板，窒素ガス貯蔵設備蒸発器の伝熱管及び蒸気管は，目視点検もしくは浸透探傷

検査を実施しており有意な欠陥は確認されていない。 

したがって，伝熱管，管板，ダイヤフラム，蒸気管の粒界型応力腐食割れは，

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

x. 胴，ドレンタンクの貫粒型応力腐食割れ［排ガス復水器］ 

排ガス復水器の胴，ドレンタンクは低合金鋼であり，当該熱交換器の上流側に

設置されている排ガス再結合器触媒に付着した塩化物が持ち込まれ，さらに運転

中の胴の温度差により局部的に応力が発生し，貫粒型応力腐食割れが発生する可

能性がある。 

一般的に，低合金鋼の貫粒型応力腐食割れは，高い引張応力が作用していると

きに発生する。排ガス復水器の胴，ドレンタンクは運転圧力が低く（5 kPa 程度），

製造時に熱処理が実施されており，溶接による残留応力も低減されている。また，

スライド部の穴部はボルト径に比べて大きな穴径となっており，スライド部がベ

ースプレート上を滑ることにより横方向への熱移動を吸収できるようになってい

る。このため，当該熱交換器胴の引張応力は小さい。 

なお，胴の貫粒型応力腐食割れについては，超音波探傷検査を実施しており，

これまで有意な欠陥は確認されておらず，今後もこれらの傾向が大きく変化する

要因があるとは考え難い。 

したがって，胴，ドレンタンクの貫粒型応力腐食割れは高経年化対策上着目す

べき経年劣化事象ではないと判断する。 
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y. 伝熱管の異物付着［原子炉冷却材浄化系再生熱交換器，原子炉冷却材浄化系非再

生熱交換器，グランド蒸気蒸発器，給水加熱器，排ガス復水器，窒素ガス貯蔵設

備蒸発器］ 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器，原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器，給水

加熱器，排ガス復水器，窒素ガス貯蔵設備蒸発器の伝熱管の内部流体は，水質管

理された純水又は冷却水（防錆剤入り純水），液体窒素であり，伝熱管の異物付着

の可能性は小さい。 

グランド蒸気蒸発器のように内部流体が蒸気の場合にも，不純物の流入は抑制

されており，伝熱管の異物付着の可能性は小さい。 

また，これらの伝熱管外面についても，流体は水質管理された純水，冷却水（防

錆剤入り純水），又は不純物の流入を抑制した蒸気及び排ガスであり，異物付着の

可能性は小さく，今後もこれらの傾向が大きく変化する要因があるとは考え難い。 

なお，原子炉冷却材浄化系再生熱交換器，原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器，

グランド蒸気蒸発器，給水加熱器，排ガス復水器，窒素ガス貯蔵設備蒸発器につ

いては，これまでの開放点検時の目視点検，伝熱管内部清掃において，閉塞や熱

交換器の性能が著しく低下するような異物付着は確認されていない。 

したがって，伝熱管の異物付着は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象では

ないと判断する。 

 



 

－ 1-44 － 

(2) 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，

今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられ

る経年劣化事象（日常劣化管理事象以外） 

 

a. 基礎ボルトの樹脂の劣化（後打ちケミカルアンカ）[残留熱除去系熱交換器] 

基礎ボルトの健全性については，「機械設備の技術評価書」にて評価を実施する

ものとし，本評価書には含めない。 

 

b. 基礎ボルトの付着力低下［原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器，原子炉冷却材浄

化系再生熱交換器］ 

基礎ボルトの耐力は，主に付着力で担保されることから，付着力低下の発生が

想定される。 

しかしながら，「コンクリート及び鉄骨構造物の技術評価書」にて収縮及び圧縮

によるコンクリートのひび割れが発生する可能性は小さいと評価されていること

から，コンクリートのひび割れに起因する付着力低下が発生する可能性は小さく，

今後もこれらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，基礎ボルトの付着力低下は，高経年化対策上着目すべき経年劣化

事象ではないと判断する。 

 

c. 基礎ボルト（コンクリート埋設部）の腐食（全面腐食）［原子炉冷却材浄化系非

再生熱交換器，原子炉冷却材浄化系再生熱交換器］ 

基礎ボルトは炭素鋼であり，腐食の発生が想定される。 

しかしながら，基礎ボルトのコンクリート埋設部については，コンクリートが

中性化した場合に腐食が想定されるが，実機コンクリートにおけるサンプリング

結果では，中性化はほとんど確認されておらず，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難い。 

したがって，基礎ボルト（コンクリート埋設部）の腐食（全面腐食）は，高経

年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

d. 管支持板，胴（内面）の腐食（流れ加速型腐食）［原子炉冷却材浄化系非再生熱

交換器］ 

原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器の管支持板，胴は炭素鋼であり，減肉の可

能性があるが，内部流体は冷却水（防錆剤入り純水）であることから，減肉発生

の可能性は小さく，今後もこれらの傾向が変化する要因があるとは考え難い。 

したがって，管支持板，胴（内面）の腐食（流れ加速型腐食）は，高経年化対

策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 
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e. 水室，管板，ダイヤフラム，胴の疲労割れ［原子炉冷却材浄化系再生熱交換器，

原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器，排ガス予熱器］ 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器（水室，管板，ダイヤフラム，胴），原子炉冷

却材浄化系非再生熱交換器（胴），排ガス予熱器（水室，管板，胴）は，炭素鋼又

はステンレス鋼であり，疲労割れが想定されるが，起動・停止時には急激な温度

変化を生じないように運転されており，疲労割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，水室，管板，ダイヤフラム，胴の疲労割れは高経年化対策上着目

すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

f. 伝熱管の異物付着［排ガス予熱器］ 

排ガス予熱器の伝熱管の内部流体は，排ガスであり，不純物の流入は抑制され

ているため，伝熱管の異物付着の可能性は小さい。 

また，これらの伝熱管外面についても，流体は不純物の流入を抑制した蒸気で

あり，異物付着の可能性は小さく，今後もこれらの傾向が大きく変化する要因が

あるとは考え難い。 

したがって，伝熱管の異物付着は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象では

ないと判断する。 

 



 

 

－
 
1
-
4
6
 
－
 

表 2.2-1(1/9) 原子炉冷却材浄化系再生熱交換器に想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 

消耗品

・定期

取替品

材料 

経年劣化事象 

備考 
滅肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労 

割れ 

応力腐食

割れ 
熱時効 劣化

伝熱性能の

確保 

エネルギー伝達 伝熱管  ステンレス鋼    △*1   △*2 
*1：粒界型応力腐食割れ 

*2：異物付着 

*3：外面 

*4：直上部 

*5：塗装部 

*6：コンクリート埋設部 

*7：付着力低下 

*8：支持脚本体 

*9：スライド部 

伝熱管支持 管支持板  ステンレス鋼        

バウンダリ

の維持 
耐圧 

水室  ステンレス鋼   ▲ △*1    

管板  ステンレス鋼   ▲ △*1    

ダイヤフラム  ステンレス鋼   ▲ △*1    

胴  ステンレス鋼   ▲ △*1    

水室カバー  炭素鋼  △*3      

フランジボルト  低合金鋼  △      

機器の支持 支持 

基礎ボルト  炭素鋼  
△*4*5 

▲*6 
    ▲*7 

取付ボルト  炭素鋼  △      

支持脚  炭素鋼  △*8*9      

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 

▲：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 



 

 

－
 
1
-
4
7
 
－
 

表 2.2-1(2/9) 原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器に想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 

消耗品

・定期

取替品

材料 

経年劣化事象 

備考 
滅肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労

割れ 

応力腐

食割れ
熱時効 劣化

伝熱性能の

確保 

エネルギー伝達 伝熱管  ステンレス鋼 △  △*1 △*2   △*3 
*1：高サイクル疲労割れ 

*2：粒界型応力腐食割れ 

*3：異物付着 

*4：流れ加速型腐食 

*5：ステンレスクラッド 

*6：外面 

*7：内面 

*8：直上部 

*9：塗装部 

*10：コンクリート埋設部 

*11：付着力低下 

*12：支持脚本体 

*13：スライド部 

伝熱管支持 管支持板  炭素鋼  ▲*4      

バウンダリ 

の維持 
耐圧 

水室  炭素鋼*5  △*6 △     

管板  炭素鋼*5  △*6 △     

ダイヤフラム  ステンレス鋼   △ △*2    

胴  炭素鋼  
△*6 

▲*4*7 
▲     

水室カバー  炭素鋼  △*6      

フランジボルト  低合金鋼  △      

機器の支持 支持 

基礎ボルト  炭素鋼  
△*8*9 

▲*10 
    ▲*11 

取付ボルト  低合金鋼  △      

支持脚  炭素鋼  △*12*13      

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 

▲：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 
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1
-
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表 2.2-1(3/9) グランド蒸気蒸発器に想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 

消耗品

・定期

取替品

材料 

経年劣化事象 

備考 
滅肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労

割れ 

応力腐食

割れ 
熱時効 劣化 

伝熱性能の

確保 

エネルギー伝達 伝熱管  ステンレス鋼 △  △*1 △*2   △*3 
*1：高サイクル疲労割れ 

*2：粒界型応力腐食割れ 

*3：異物付着 

*4：流れ加速型腐食 

*5：外面 

*6：内面 

*7：ステンレスクラッド 

伝熱管支持 管支持板  炭素鋼  △*4      

バウンダリ

の維持 
耐圧 

水室  炭素鋼  △*5*6 △     

管板  炭素鋼*7  △*5 △     

胴  炭素鋼  △*5△*4*6 △     

ドレンタンク  炭素鋼  △*5△*4*6 △     

マンホール蓋  炭素鋼  △*5△*4*6      

ガスケット ◎ －        

水室カバー  炭素鋼  △*5*6      

フランジボルト  低合金鋼  △      

機器の支持 支持 

取付ボルト  炭素鋼  △      

支持脚  炭素鋼  △      

台車  炭素鋼  △      

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 



 

 

－
 
1
-
4
9
 
－
 

表 2.2-1(4/9) 給水加熱器(1/2)に想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目

サブ 

システム 
部位 

消耗品 

・定期 

取替品 

材料 

経年劣化事象 

備考 
滅肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労割

れ 

応力腐食

割れ 
熱時効 劣化

伝熱性能の 

確保 

エネルギー

伝達 

伝熱管  ステンレス鋼 △ △*1 △*2 △*3   △*4 

*1：液滴衝撃エロージョン 

*2：高サイクル疲労割れ 

*3：粒界型応力腐食割れ 

*4：異物付着 

*5：流れ加速型腐食 

仕切板  炭素鋼  △ △     

伝熱管支持 管支持板  
炭素鋼， 

低合金鋼 
 △*5      

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 



 

 

－
 
1
-
5
0
 
－
 

表2.2-1(5/9) 給水加熱器(2/2)に想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目 

サブ 

システム
部位 

消耗品

・定期

取替品

材料 

経年劣化事象 

備考 
滅肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労割

れ 

応力腐食

割れ 
熱時効 劣化

バウンダリ

の維持 
耐圧 

水室  炭素鋼  
△*1 

△*2*3 △     

*1：外面 

*2：流れ加速型腐食 

*3：内面 

*4：ステンレスクラッド 

（第 1～第 5給水加熱器） 

*5：第 6給水加熱器 

*6：第 1及び第 2給水加熱器 

*7：第 3～第 6 給水加熱器 

*8：第 1～第 5 給水加熱器 

*9：支持脚本体 

*10：スライド部 

管板  炭素鋼*4  
△*1 

△*2*3*5 
△     

胴  
炭素鋼， 

低合金鋼 
 

△*1 

△*2*3*6 

△*3*7 

△     

ガスケット ◎ －        

マンホール蓋  炭素鋼  △*1*3      

フランジボルト  低合金鋼  △      

機器の支持 支持 

基礎ボルト*8  炭素鋼  △      

取付ボルト*5  低合金鋼  △      

支持脚  
炭素鋼， 

低合金鋼 
 

△*8*9 

△*5*10 

     

台車*8  炭素鋼  △      

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 



 

 

－
 
1
-
5
1
 
－
 

表 2.2-1(6/9) 残留熱除去系熱交換器に想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 

消耗品

・定期

取替品

材料 

経年劣化事象 

備考 
滅肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労

割れ

応力腐食

割れ 
熱時効 劣化

伝熱性能の

確保 

エネルギー伝達 伝熱管  銅合金 △ △*1 △*2    △*3 
*1：流れ加速型腐食 

*2：高サイクル疲労割れ 

*3：異物付着 

*4：モネルクラッド 

*5：外面 

*6：内面 

*7：局部腐食 

*8：ラグ本体 

*9：スライド部 

*10：樹脂の劣化 

伝熱管支持 管支持板  ステンレス鋼        

バウンダリ

の維持 
耐圧 

水室  炭素鋼*4  △*5△*6*7      

管板  炭素鋼*4  △*5△*6*7      

胴  炭素鋼  △*5*6      

ガスケット ◎ －        

フランジボルト  低合金鋼  △      

機器の支持 支持 

取付ボルト  低合金鋼  △      

ラグ  炭素鋼  △*8*9      

架台  炭素鋼  △      

基礎ボルト  
炭素鋼，低合金鋼，

樹脂  △    ▲*10  

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 

▲：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 



 

 

－
 
1
-
5
2
 
－
 

表 2.2-1(7/9) 排ガス予熱器に想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 

消耗品

・定期

取替品

材料 

経年劣化事象 

備考 
滅肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労

割れ 

応力腐食

割れ 
熱時効 劣化

伝熱性能の

確保 

エネルギー伝達 伝熱管  ステンレス鋼    △*1   ▲*2 
*1：粒界型応力腐食割れ 

*2：異物付着 

*3：支持脚本体 

*4：スライド部 

 

伝熱管支持 管支持板  ステンレス鋼        

バウンダリ

の維持 
耐圧 

水室  ステンレス鋼   ▲ △*1    

管板  ステンレス鋼   ▲ △*1    

胴  ステンレス鋼   ▲ △*1    

フランジボルト  低合金鋼  △      

ガスケット ◎ －        

機器の支持 支持 
基礎ボルト  炭素鋼  △      

支持脚  炭素鋼  △*3*4      

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 

▲：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 



 

 

－
 
1
-
5
3
 
－
 

表 2.2-1(8/9) 排ガス復水器に想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 

消耗品

・定期

取替品

材料 

経年劣化事象 

備考 
滅肉 割れ 材質変化 

その他 摩耗 腐食 
疲労

割れ 

応力腐食

割れ 
熱時効 劣化

伝熱性能の

確保 

エネルギー伝達 伝熱管  ステンレス鋼    △*1   △*2 
*1：粒界型応力腐食割れ 

*2：異物付着 

*3：外面 

*4：内面 

*5：貫粒型応力腐食割れ 

*6：支持脚本体 

*7：スライド部 

伝熱管の支持 管支持板  ステンレス鋼        

バウンダリ

の維持 
耐圧 

水室  低合金鋼  △*3      

管板  ステンレス鋼    △*1    

胴  低合金鋼  △*3*4  △*5    

ドレンタンク  低合金鋼  △*3*4  △*5    

フランジボルト  低合金鋼  △      

ガスケット ◎ －        

機器の支持 支持 
基礎ボルト  炭素鋼  △      

支持脚  低合金鋼  △*6*7      

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 



 

 

－
 
1
-
5
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－
 

表 2.2-1(9/9) 窒素ガス貯蔵設備蒸発器に想定される経年劣化事象 

機能達成に

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 

消耗品

・定期

取替品

材料 

経年劣化事象 

備考 
滅肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労

割れ 

応力腐食

割れ 
熱時効 劣化

伝熱性能の

確保 

エネルギー伝達 
伝熱管  ステンレス鋼    △*1   △*2 

*1：粒界型応力腐食割れ 

*2：異物付着 

*3：外面 

*4：内面 

蒸気管  ステンレス鋼    △*1    

伝熱管支持 管支持板  ステンレス鋼        

バウンダリ 

の維持 
耐圧 

上蓋  炭素鋼  △*3*4      

胴  炭素鋼  △*3*4 △     

ガスケット ◎ －        

フランジボルト  炭素鋼  △      

機器の支持 支持 
基礎ボルト  炭素鋼  △      

ベースプレート  炭素鋼  △      

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 



 

 

 

 

 

2. プレート式熱交換器 

 

 

［対象プレート式熱交換器］ 

① 代替燃料プール冷却系熱交換器 
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1. 対象機器 

東海第二で使用しているプレート式熱交換器の主な仕様を表1-1に示す。 

 

表 1-1 プレート式熱交換器の主な仕様 

機器名称 
容量 

（熱交換量）
重要度

使用条件 

運転

状態

最高使用温度 

(℃) 

最高使用圧力 

(MPa) 

1次側 2次側 1次側 2次側

代替燃料プール冷却系

熱交換器*1 
2.31 MW 重*2 一時 80 66 0.98 0.98 

*1：新規に設置される機器 

*2：重要度クラスとは別に常設重大事故等対処設備に属する機器及び構造物であること

を示す 
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2. 代替燃料プール冷却系熱交換器の技術評価 

2.1 構造，材料及び使用条件 

(1) 構造 

東海第二の代替燃料プール冷却系熱交換器は，熱交換量 2.31 MW のプレート式熱交換

器であり，1基設置される。 

代替燃料プール冷却系熱交換器は，熱交換機能を有する伝熱板，伝熱板を上下で連結

するガイドバー，左右から挟み込んで伝熱板を固定する側板，機器を支持するためのガ

イドバーサポート，取付ボルトから構成される。 

東海第二の代替燃料プール冷却系熱交換器の構造図を図 2.1-1 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の代替燃料プール冷却系熱交換器主要部位の使用材料を表 2.1-1 に，使用条

件を表 2.1-2 に示す。 

 



 

－
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No. 部位 

① 伝熱板 

② ガイドバー 

③ 側板 

④ 締付ボルト 

⑤ ガスケット 

⑥ 
ガイドバー

サポート 

⑦ 取付ボルト 

図 2.1-1 代替燃料プール冷却系熱交換器構造図 

①⑤ ③ ② ⑥ 

④ 

⑦ 

純水入口 

ノズル 

純水出口 

ノズル 

海水出口 

ノズル 

海水入口 

ノズル 
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表 2.1-1 代替燃料プール冷却系熱交換器主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

伝熱性能の確保 

バウンダリの維持 
エネルギー伝達 伝熱板 ステンレス鋼 

バウンダリの 

維持 
耐圧 

側板 

炭素鋼 

（海水接液部：チタンノズル 

純水接液部：ステンレスノズル） 

締付ボルト 低合金鋼 

ガスケット （消耗品） 

機器の支持 支持 

ガイドバー ステンレス鋼 

ガイドバー

サポート 
炭素鋼 

取付ボルト 炭素鋼 

 

 

表 2.1-2 代替燃料プール冷却系熱交換器の使用条件 

最高使用温度 
1 次側：80 ℃ 

2 次側：66 ℃ 

最高使用圧力 
1 次側：0.98 MPa 

2 次側：0.98 MPa 

容量（熱交換量） 2.31 MW 

内部流体 
1 次側：純水 

2 次側：海水 
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2.2 経年劣化事象の抽出 

2.2.1 機器の機能達成に必要な項目 

プレート式熱交換器の機能（熱除去）の達成に必要な項目は，以下のとおり。 

(1) 伝熱性能の確保 

(2) バウンダリの維持 

(3) 機器の支持 

 

2.2.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

(1) 想定される経年劣化事象の抽出 

プレート式熱交換器について，機能達成に必要な項目を考慮して主要な部位に展

開した上で，個々の部位の材料，構造，使用条件（内部流体の種類，応力，温度等）

及び現在までの運転経験を考慮し，表 2.2-1 に示すとおり，想定される経年劣化事

象を抽出した（表 2.2-1 で○又は△，▲）。 

なお，消耗品及び定期取替品は，以下のとおり評価対象外とする。 

 

(2) 消耗品及び定期取替品の扱い 

ガスケットは消耗品であり，設計時に長期使用せず取替を前提としていることか

ら，高経年化対策を見極める上での評価対象外とする。 

 

(3) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

想定される経年劣化事象のうち下記①，②に該当しない事象を高経年化対策上着

目すべき経年劣化事象と判断した。 

なお，下記①，②に該当する事象については，2.2.3 項に示すとおり，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断した。 

 

① 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，

想定した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理

事象として，表 2.2-1 で△） 

 

② 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等によ

り，今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考

えられる経年劣化事象（日常劣化管理事象以外として表 2.2-1 で▲） 

 

この結果，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象は抽出されなかった。
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2.2.3 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象 

(1) 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想

定した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理事象） 

 

a. 伝熱板の異物付着 

代替燃料プール冷却系熱交換器の伝熱板の内部流体は，1次側が純水，2次側が

海水であることから，伝熱板表面に異物が付着し，伝熱性能に影響を及ぼす可能

性がある。 

しかし，1 次側の内部流体は管理された純水であり，異物付着の可能性は小さ

く，2 次側の海水入口側には，ストレーナを設置することから異物付着の可能性

は小さい。 

また，代替燃料プール冷却系熱交換器は新たに設置されることから，今後，開

放点検時に伝熱板の目視点検，清掃，漏えい確認を実施することで機能を維持で

きると考える。 

したがって，伝熱板の異物付着は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象では

ないと判断する。 

 

b. 側板，締付ボルト，ガイドバーサポート，取付ボルトの腐食（全面腐食） 

代替燃料プール冷却系熱交換器の側板，ガイドバーサポート，取付ボルトは炭

素鋼，締付ボルトは低合金鋼であることから腐食が発生する可能性がある。 

代替燃料プール冷却系熱交換器は新たに設置されることから，側板，締付ボル

ト，ガイドバーサポート，取付ボルトの外気接触部は塗装により腐食を防止する

こととしており，今後，目視点検により腐食の有無，塗膜の健全性を確認し，必

要に応じ補修塗装等を実施することで機能を維持することができると考える。 

また，側板の海水が接液するノズル部にはチタンノズル，純水が接液するノズ

ル部はステンレスノズルを取り付けることとしているため腐食が発生する可能性

は小さい。 

したがって，側板，締付ボルト，ガイドバーサポート，取付ボルトの腐食（全

面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 
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(2) 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，

今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられ

る経年劣化事象（日常劣化管理事象以外） 

 

日常劣化管理事象以外に該当する事象は抽出されなかった。 
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表 2.2-1 代替燃料プール冷却系熱交換器に想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 

消耗品

・定期

取替品

材料 

経年劣化事象 

備考 
滅肉 割れ 材質変化 

その他
摩耗 腐食 

疲労

割れ

応力腐

食割れ
熱時効 劣化

伝熱性能の確保 

バウンダリの維持 

エネルギ

ー伝達 
伝熱板  ステンレス鋼       △*1 

*1：異物付着 

*2：海水接液部は

チタンノズル，

純水接液部は

ステンレスノ

ズル 

バウンダリの維持 耐圧 

側板  炭素鋼*2  △      

締付ボルト  低合金鋼  △      

ガスケット ◎ －        

機器の支持 支持 

ガイドバー  ステンレス鋼        

ガイドバー

サポート 
 炭素鋼  △      

取付ボルト  炭素鋼  △      

△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 
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本評価書は，東海第二発電所（以下，「東海第二」という）で使用している安全上重要なポ

ンプモータ（重要度分類審査指針におけるクラス 1及びクラス 2のポンプモータ），高温・高

圧の環境下にあるクラス3のポンプモータ及び重大事故等対処設備に属するポンプモータにつ

いて，運転を断続的に行うことを前提に高経年化に係わる技術評価についてまとめたものであ

る。 

なお，高温・高圧環境下にあるクラス 3のポンプモータはない。 

評価対象機器の一覧を表 1に，機能を表 2に示す。 

評価対象機器を型式及び設置場所でグループ化し，それぞれのグループから，仕様，重要度

及び使用条件等の観点から代表機器を選定し技術評価を行った後，代表以外の機器について評

価を展開している。 

本評価書は電圧区分をもとに，以下の 2章で構成されている。 

 

  1. 高圧ポンプモータ 

  2. 低圧ポンプモータ 

 

また，ポンプモータ以外のモータは，各機器の技術評価書にて抽出し，本評価書の評価を参

照している。 

文書中の単位の記載は SI 単位系に基づくものとする（圧力の単位は特に注記がない限りゲ

ージ圧力を示す）。 
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表 1 評価対象機器一覧 
電圧区分 機器名称 

仕様 

（定格出力×回転速度） 
重要度*1

高圧 

ポンプモータ 

残留熱除去海水系ポンプモータ 900 kW×1,480 rpm 
MS-1 

重*2 

高圧炉心スプレイ系ポンプモータ 2,280 kW×1,480 rpm 
MS-1 

重*2 

低圧炉心スプレイ系ポンプモータ 1,250 kW×985 rpm 
MS-1 

重*2 

残留熱除去系ポンプモータ 680 kW×985 rpm 
MS-1 

重*2 

緊急用海水ポンプモータ*3 510 kW×1,500 rpm*4 重*2 

低圧 

ポンプモータ 

ほう酸水注入系ポンプモータ 37 kW×965 rpm 
MS-1 

重*2 

ほう酸水注入系潤滑油ポンプモータ 0.4 kW×1,420 rpm MS-1 

原子炉冷却材浄化系循環ポンプモータ 75 kW×2,930 rpm PS-2 

常設低圧代替注水系ポンプモータ*3 190 kW×1,500 rpm*4 重*2 

代替燃料プール冷却系ポンプモータ*3 22 kW×3,000 rpm*4 重*2 

代替循環冷却系ポンプモータ*3 140 kW×1,500 rpm*4 重*2 

格納容器圧力逃がし装置移送ポンプ 

モータ*3 
11 kW×3,000 rpm*4 重*2 

非常用ディーゼル発電機冷却系海水 

ポンプモータ 
55 kW×1,455 rpm 

MS-1 

重*2 

原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持 

ポンプモータ 
3.7 kW×3,000 rpm PS-2 

*1：当該機器に要求される重要度クラスのうち，最上位の重要度クラスを示す 

*2：重要度クラスとは別に常設重大事故等対処設備に属する機器及び構造物であることを示す 
*3：新規に設置される機器 
*4：同期回転速度を示す 
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表 2(1/2) 評価対象機器の機能 
機器名称 主な機能 

残留熱除去海水系ポンプモータ 
残留熱除去系熱交換器へ冷却用海水を送水するポ

ンプを駆動する。 
高圧炉心スプレイ系ポンプモータ 

冷却材喪失事故により炉心が露出するような場合

において，炉心に冷却水をスプレイするポンプを駆

動する。 
低圧炉心スプレイ系ポンプモータ 

冷却材喪失事故により炉心が露出するような場合

において，炉心に冷却水をスプレイするポンプを駆

動する。 
残留熱除去系ポンプモータ 

原子炉停止時に崩壊熱を除去するための冷却水を

供給する。他に低圧注水系等のモードがあるポンプ

を駆動する。 
緊急用海水ポンプモータ 

設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンク

へ熱を輸送する機能が喪失した場合において，冷却

用海水を残留熱除去系熱交換器等へ送水するポン

プを駆動する。他に代替燃料プール冷却系熱交換器

へ冷却用海水を送水するポンプを駆動する。 
ほう酸水注入系ポンプモータ 

何らかの理由で制御棒が挿入できなくなり原子炉

の冷温停止が出来ない場合において，ほう酸水を炉

心底部より注入して負の反応度を与え，原子炉を冷

温停止状態にするポンプを駆動する。 
ほう酸水注入系潤滑油ポンプモータ 

ほう酸水注入ポンプの潤滑油を循環供給するポン

プを駆動する。 
原子炉冷却材浄化系循環ポンプ 

モータ 

原子炉の冷却材の純度を高く保つため，冷却水を浄

化装置へ循環供給するポンプを駆動する。 

常設低圧代替注水系ポンプモータ 

設計基準事故対処施設である残留熱除去系ポンプ

及び低圧炉心スプレイ系ポンプの冷却機能が喪失

した場合において，代替淡水貯槽を水源として，原

子炉に注水する。他に格納容器下部ペデスタル及び

原子炉圧力容器に注水する等の系統があるポンプ

を駆動する。 

代替燃料プール冷却系ポンプモータ 

設計基準対象施設である使用済燃料プールの冷却

機能が喪失した場合において，スキマサージタンク

を水源とし，使用済燃料から発生する崩壊熱を除去

した後，使用済燃料プールへ冷却水を送水するポン

プを駆動する。 

代替循環冷却系ポンプモータ 

設計基準事故対処施設である残留熱除去系ポンプ

及び低圧炉心スプレイ系ポンプの冷却機能が喪失

した場合において，サプレッション・プールを水源

として，原子炉に注水する。他に格納容器スプレイ

等の系統があるポンプを駆動する。    
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表 2(2/2) 評価対象機器の機能 
機器名称 主な機能 

格納容器圧力逃がし装置移送ポンプ 

モータ 

水の放射線分解により発生する水素がフィルタ装

置内に蓄積することを防止するため，フィルタ装置

スクラビング水やフィルタ装置使用後の系統フラ

ッシング時に発生した洗浄水をサプレッション・プ

ールへ移送するポンプを駆動する。 

非常用ディーゼル発電機冷却系海水

ポンプモータ 

非常用ディーゼル機関の冷却を行うための冷却水

を供給するポンプを駆動する。 
原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持

ポンプモータ 

原子炉の冷却材を浄化する脱塩樹脂をろ過脱塩器

に保持させるための保持水を供給するポンプを駆

動する。   



 

 

 

 

 

 

1. 高圧ポンプモータ 
 

 

［対象高圧ポンプモータ］ 

① 残留熱除去海水系ポンプモータ 

② 高圧炉心スプレイ系ポンプモータ 

③ 低圧炉心スプレイ系ポンプモータ 

④ 残留熱除去系ポンプモータ 

⑤ 緊急用海水ポンプモータ 



 

目次 

 

1. 対象機器及び代表機器の選定 .................................................. 1-1 

1.1 グループ化の考え方及び結果 ............................................... 1-1 

1.2 代表機器の選定 ........................................................... 1-1 

2. 代表機器の技術評価 .......................................................... 1-3 

2.1 構造，材料及び使用条件 ................................................... 1-3 

2.1.1 残留熱除去海水系ポンプモータ ......................................... 1-3 

2.1.2 高圧炉心スプレイ系ポンプモータ ....................................... 1-6 

2.2 経年劣化事象の抽出 ....................................................... 1-9 

2.2.1 機器の機能達成に必要な項目 ........................................... 1-9 

2.2.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 ........................... 1-9 

2.2.3 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象 .................... 1-10 

2.3 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の評価 .............................. 1-15 

3. 代表機器以外への展開 ....................................................... 1-19 

3.1 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 .................................... 1-19 

3.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象 ........................ 1-20 

 

 



 － 1-1 －

1. 対象機器及び代表機器の選定 

東海第二で使用している主要な高圧ポンプモータの主な仕様を表 1-1 に示す。 

これらの高圧ポンプモータを型式及び設置場所の観点からグループ化し，それぞれのグル

ープより以下のとおり代表機器を選定した。 

 

1.1 グループ化の考え方及び結果 

型式及び設置場所を分類基準とし，高圧ポンプモータを表 1-1 に示すとおりグループ化

する。 

 

1.2 代表機器の選定 

表 1-1 に分類されるグループ毎に，重要度，定格電圧，定格出力，運転状態及び周囲温

度の観点から代表機器を選定する。 

 

(1) 屋外設置（型式：全閉型） 

このグループには残留熱除去海水系ポンプモータのみが属するため，代表機器は残留

熱除去海水系ポンプモータとする。 

 

(2) 屋内設置（型式：開放型） 

このグループには高圧炉心スプレイ系ポンプモータ，低圧炉心スプレイ系ポンプモー

タ，残留熱除去系ポンプモータ及び緊急用海水ポンプモータが属するが，重要度及び定

格電圧は同等であることから，定格出力の大きい高圧炉心スプレイ系ポンプモータを代

表機器とする。 

 



 

－
 
1
-
2
 
－

表 1-1 高圧ポンプモータのグループ化及び代表機器の選定 

分類基準 

機器名称 
仕様 

（定格出力×回転速度）

選定基準 

選定 選定理由 
型式 

設置
場所 重要度*1 

使用条件 

定格 
電圧 
(V) 

定格 
出力 
(kW）

運転 
状態 

周囲 
温度 
(℃) 

全閉 屋外 残留熱除去海水系ポンプモータ 900 kW×1,480 rpm 
MS-1 
重*2 

AC 6,600 900 一時 38.4*3 ◎  

開放 屋内

高圧炉心スプレイ系ポンプモータ 2,280 kW×1,480 rpm 
MS-1 
重*2 

AC 6,600 2,280 一時 40.0*4 ◎ 
重要度 
定格電圧 
定格出力 

低圧炉心スプレイ系ポンプモータ 1,250 kW×985 rpm 
MS-1 
重*2 

AC 6,600 1,250 一時 40.0*5  

残留熱除去系ポンプモータ 680 kW×985 rpm 
MS-1 
重*2 

AC 6,600 680 一時 40.0*6  

緊急用海水ポンプモータ*7 510 kW×1,500 rpm*8 重*2 AC 6,600 510 一時 66*9  

*1：当該機器に要求される重要度クラスのうち，最上位の重要度クラスを示す 

*2：重要度クラスとは別に常設重大事故等対処設備に属する機器及び構造物であることを示す 

*3：茨城県水戸市における最高温度 *4：高圧炉心スプレイ系ポンプ室における設計値 

*5：低圧炉心スプレイ系ポンプ室における設計値 *6：残留熱除去系ポンプ室における設計値 

*7：新規に設置される機器 *8：同期回転速度を示す *9：緊急用海水ポンプピットにおける設計値 
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2. 代表機器の技術評価 

本章では，1 章で代表機器とした以下の 2 種類のポンプモータについて技術評価を実施す

る。 

① 残留熱除去海水系ポンプモータ 

② 高圧炉心スプレイ系ポンプモータ 

なお，基礎ボルトについては，ポンプとポンプモータの取付ベースが共通であることから，

「ポンプの技術評価書」にて評価を実施するものとし本評価書には含めない。 

 

2.1 構造，材料及び使用条件 

2.1.1 残留熱除去海水系ポンプモータ 

(1) 構造 

東海第二の残留熱除去海水系ポンプモータは，定格電圧 AC 6,600 V，定格出力 900 

kW，回転速度 1,480 rpm の全閉型三相誘導モータが 4 台設置されている。 

 

a. 固定部 

モータをポンプの取付台に固定支持する下部エンドブラケットの上部にフレー

ムが固定され，フレーム内に固定子コアが挿入されている。固定子コアには固定子

コイルが保持されている。 

また，フレーム上部・下部には回転子を支持するエンドブラケットが取付けられ，

内側に軸受が挿入されている。 

上部の油槽には，軸受表面に油膜を形成させ，摩擦熱を防ぎ，軸受から発生する

熱を取り除くために潤滑油が満たされている。 

 

b. 回転部 

軸受により支持される主軸に回転子コアが固定されている。回転子コアには回転

子棒が挿入され，両端には回転子エンドリングが取付けられている。 

なお，固定子や回転子は，フレーム，エンドブラケット間の締め付けボルトを緩

め，エンドブラケットを取外すことにより，点検手入れが可能である。 

東海第二の残留熱除去海水系ポンプモータの構造図を図 2.1-1 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の残留熱除去海水系ポンプモータ主要部位の使用材料を表 2.1-1 に，使用

条件を表 2.1-2 に示す。 
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No. 部位 No. 部位 

① 固定子コア ⑧ 回転子コア 

② フレーム ⑨ 主軸 

③ 固定子コイル ⑩ エンドブラケット（上部/下部） 

④ 口出線・接続部品 ⑪ 空気冷却器 

⑤ 端子箱 ⑫ 上部軸受（ころがり） 

⑥ 回転子エンドリング ⑬ 下部軸受（ころがり） 

⑦ 回転子棒 ⑭ 取付ボルト 

 

図 2.1-1 残留熱除去海水系ポンプモータ構造図 
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表 2.1-1 残留熱除去海水系ポンプモータ主要部位の使用材料 

機能達成に 
必要な項目 

サブ 
システム 

部位 材料 

駆動機能の 
確保 

エネルギー 
変換 

固定子コア 無方向性電磁鋼 

フレーム 炭素鋼 

固定子コイル 銅，マイカ，エポキシ樹脂等 

口出線・接続部品 銅，マイカ，エポキシ樹脂等 

端子箱 炭素鋼 

回転子エンドリング 銅合金，銅 

回転子棒 銅合金，銅 

回転子コア 無方向性電磁鋼 

空気冷却器 炭素鋼 

エネルギー 
伝達 

主軸 炭素鋼 

軸支持 

エンドブラケット 
（上部／下部） 

炭素鋼 

軸受（ころがり）

上部軸受 （消耗品） 

下部軸受 （消耗品） 

機器の支持 支持 取付ボルト 炭素鋼 

 

 

 表 2.1-2 残留熱除去海水系ポンプモータの使用条件 

設置場所 屋外 

周囲温度* 38.4 ℃ 

運転状態 一時 

定格電圧 AC 6,600 V 

定格出力 900 kW 

*：茨城県水戸市における最高温度 
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2.1.2 高圧炉心スプレイ系ポンプモータ 

(1) 構造 

東海第二の高圧炉心スプレイ系ポンプモータは，定格電圧 AC 6,600 V，定格出力

2,280 kW，回転速度 1,480 rpm の開放型三相誘導モータが 1 台設置されている。 

 

a. 固定部 

モータをポンプの取付台に固定支持する下部エンドブラケットの上部にフレー

ムが固定され，フレーム内に固定子コアが挿入されている。固定子コアには，固定

子コイルが保持されている。 

また，フレーム上部・下部には回転子を支持するエンドブラケットが取付けられ，

内側には軸受が挿入されている。 

上部軸受には，ポンプスラストを支えるためのスラスト軸受を備え，かつ，水平

方向の位置決め用のガイド軸受を備えている。上部及び下部の油槽には，軸受表面

に油膜を形成させ，摩擦熱を防ぎ，軸受から発生する熱を取り除くために潤滑油が

満たされており，水冷式油冷却器の伝熱管により冷却される。 

 

b. 回転部 

軸受により支持される主軸に回転子コアが固定されている。回転子コアには回転

子棒が挿入され，両端には回転子エンドリングが取付けられている。 

なお，固定子や回転子は，フレーム，エンドブラケット間の締め付けボルトを緩

め，エンドブラケットを取外すことにより，点検手入れが可能である。 

東海第二の高圧炉心スプレイ系ポンプモータの構造図を図 2.1-2 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の高圧炉心スプレイ系ポンプモータ主要部位の使用材料を表 2.1-3 に，使

用条件を表 2.1-4 に示す。 
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No. 部位 No. 部位 

① 固定子コア ⑨ 主軸 

② フレーム ⑩ エンドブラケット（上部／下部）

③ 固定子コイル ⑪ 通風箱 

④ 口出線・接続部品 ⑫ 上部スラスト軸受（すべり） 

⑤ 端子箱 ⑬ 上部ガイド軸受（すべり） 

⑥ 回転子エンドリング ⑭ 下部ガイド軸受（すべり） 

⑦ 回転子棒 ⑮ 伝熱管 

⑧ 回転子コア ⑯ 取付ボルト 

 

 

図 2.1-2 高圧炉心スプレイ系ポンプモータ構造図 

油槽 ⑩ 

⑬ 

① 
⑤ 

⑥ 
⑨ ⑯ ⑮ ⑭ ③ 

⑪ 
② ⑧ ⑦ ④ ⑮ ⑩ ⑫ 

油槽 
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表 2.1-3 高圧炉心スプレイ系ポンプモータ主要部位の使用材料 
機能達成に 
必要な項目 サブ 

システム 部位 材料 

駆動機能の 
確保 

エネルギー 
変換 

固定子コア 無方向性電磁鋼 
フレーム 炭素鋼 

固定子コイル 銅，マイカ，エポキシ樹脂等

口出線・接続部品 銅，マイカ，エポキシ樹脂等

端子箱 炭素鋼 

回転子エンドリング 銅合金，銅 

回転子棒 銅合金，銅 

回転子コア 無方向性電磁鋼 

通風箱 炭素鋼 

エネルギー 
伝達 主軸 炭素鋼 

軸支持 
エンドブラケット 

（上部／下部） 炭素鋼 

軸受（すべり）

上部スラスト軸受 ホワイトメタル，炭素鋼 

上部ガイド軸受 ホワイトメタル，炭素鋼 

下部ガイド軸受 ホワイトメタル，炭素鋼 

油冷却 伝熱管 銅合金 

機器の支持 支持 取付ボルト 炭素鋼  
表 2.1-4 高圧炉心スプレイ系ポンプモータの使用条件  通常運転時 設計基準事故時 重大事故等時 

定格出力 2,280 kW 

定格電圧 AC 6,600 V 

運転状態 一時 

周囲温度* 40.0 ℃（最高） 100 ℃（最高） 65.6 ℃（最高） 

最高圧力* 大気圧 0.001744 MPa 0.001744 MPa 

放射線* 0.00015 Gy/h（最大）
4.5×102 Gy 

（最大積算値） 

1.6×103 Gy 

（最大積算値） 

*：高圧炉心スプレイ系ポンプ室における設計値 
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2.2 経年劣化事象の抽出 

2.2.1 機器の機能達成に必要な項目 

高圧ポンプモータの機能であるポンプ駆動機能の達成に必要な項目は以下のとおり。 

(1) 駆動機能の確保 

(2) 機器の支持 

 

2.2.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

(1) 想定される経年劣化事象の抽出 

高圧ポンプモータについて，機能達成に必要な項目を考慮して主要な部位に展開し

た上で，個々の部位の材料，構造，設置場所，使用条件（電圧，温度等）及び現在ま

での運転経験を考慮し，表 2.2-1 に示すとおり，想定される経年劣化事象を抽出した

（表 2.2-1 で○又は△，▲）。 

なお，消耗品及び定期取替品は以下のとおり評価対象外とする。 

 

(2) 消耗品及び定期取替品の扱い 

軸受（ころがり）は消耗品であり，設計時に長期使用せず取替を前提としているこ

とから，高経年化対策を見極める上での評価対象外とする。 

 

(3) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 
想定される経年劣化事象のうち下記①，②に該当しない事象を高経年化対策上着目

すべき経年劣化事象と判断した。 
なお，下記①，②に該当する事象については，2.2.3 項に示すとおり，高経年化対

策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断した。  
① 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想

定した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理事象

として表 2.2-1 で△）  
② 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，

今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられ

る経年劣化事象（日常劣化管理事象以外として表 2.2-1 で▲） 

 

この結果，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象として以下の事象が抽出された

（表 2.2-1 で○）。 

 

a. 固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁特性低下［共通］ 
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2.2.3 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象 

(1) 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想定

した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理事象） 
 

a. 主軸の摩耗［共通］ 

主軸は，軸受との接触面の摩耗が想定されるが，点検時に主軸の寸法測定を行い，

その結果により必要に応じ補修を実施することとしている。 

したがって，主軸の摩耗は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

 

b. 固定子コア及び回転子コアの腐食（全面腐食） ［共通］ 
固定子コア及び回転子コアは，無方向性電磁鋼であるため腐食が想定されるが，

固定子コア及び回転子コアには，防食効果のある絶縁ワニス処理が施されており，

腐食進行の可能性は小さく，点検時に目視確認を行い，その結果により必要に応じ

補修を実施することとしている。 

したがって，固定子コア及び回転子コアの腐食（全面腐食）は高経年対策上着目

すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

c. フレーム，エンドブラケット，端子箱［共通]，空気冷却器［残留熱除去海水系ポ

ンプモータ］，通風箱［高圧炉心スプレイ系ポンプモータ］の腐食(全面腐食) 

フレーム，エンドブラケット，端子箱，空気冷却器及び通風箱は，炭素鋼である

ため腐食が想定されるが，フレーム等の表面は塗装が施されており，腐食進行の可

能性は小さく，点検時に目視確認を行い，その結果により必要に応じ補修を実施す

ることとしている。 

したがって，フレーム，エンドブラケット，端子箱，空気冷却器及び通風箱の腐

食(全面腐食)は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

d. 軸受（すべり）の摩耗及びはく離 ［高圧炉心スプレイ系ポンプモータ］ 

軸受は，すべり軸受を使用しており，ホワイトメタルを軸受に鋳込み溶着してい

るため摩耗及びはく離が想定されるが，摩耗については，点検時に目視確認及び主

軸と軸受隙間の寸法測定を行い，その結果により必要に応じ補修又は取替を実施し

機能を維持している。 

また，はく離についても点検時に目視確認及び浸透探傷検査を行い，その結果に

より必要に応じ補修又は取替を実施することとしている。 

したがって，軸受（すべり）の摩耗及びはく離は高経年化対策上着目すべき経年

劣化事象ではないと判断する。 
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e. 取付ボルトの腐食（全面腐食）［共通］ 

取付ボルトは，炭素鋼であるため腐食が想定されるが，表面は塗装が施されてお

り，腐食進行の可能性は小さく，点検時に目視確認を行い，その結果により必要に

応じ補修又は取替を実施することとしている。 

したがって，取付ボルトの腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣

化事象ではないと判断する。 

 

f. 主軸の高サイクル疲労割れ［共通］ 

主軸には，モータ運転時に繰返し応力が発生することから，応力集中部において

高サイクル疲労割れが想定されるが，主軸は設計段階において疲労割れが発生しな

いように考慮された設計となっており，高サイクル疲労割れが発生する可能性は小

さい。 

なお，点検時に目視確認を行い，これまで割れは確認されていない。 

今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは

考え難い。 

したがって，主軸の高サイクル疲労割れは高経年化対策上着目すべき経年劣化事

象ではないと判断する。 

 

g. 伝熱管の腐食（全面腐食）［高圧炉心スプレイ系ポンプモータ］ 
伝熱管は，銅合金であるため腐食が想定されるが，伝熱管は油槽に浸かっており

外部は油膜に覆われていることから腐食進行の可能性は小さい。 

また，伝熱管内部の腐食については，設計段階において腐食が発生しないように

考慮された設計となっており，有意な腐食が発生する可能性は小さい。 

なお，点検時に目視確認及び耐圧試験を行い，これまで有意な腐食は確認されて

いない。 

今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは

考え難い。 

したがって，伝熱管の腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣化事

象ではないと判断する。 
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h. 回転子棒及び回転子エンドリングの疲労割れ［共通］ 

回転子棒及び回転子エンドリングには，モータ起動時に発生する電磁力等により

繰返し応力を受けると疲労割れの発生が想定されるが，回転子棒及び回転子エンド

リングは設計段階において疲労割れが発生しないように考慮された設計となって

おり，疲労割れが発生する可能性は小さい。 

なお，点検時に目視確認及び打音確認を行い，これまで疲労割れは確認されてい

ない。 

今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは

考え難い。 

したがって，回転子棒及び回転子エンドリングの疲労割れは高経年化対策上着目

すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

(2) 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，今

後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経

年劣化事象（日常劣化管理事象以外） 

 

日常劣化管理事象以外に該当する事象は抽出されなかった。 
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表 2.2-1(1/2) 残留熱除去海水系ポンプモータの想定される経年劣化事象 

機能達成に 
必要な項目 

サブ 
システム 

部位 
消耗品・

定期取替品
材料 

経年劣化事象 

備考 

減肉 割れ 絶縁 導通 信号

その他
摩耗 腐食

疲労
割れ

応力
腐食
割れ

絶縁
特性
低下

導通
不良

特性
変化

駆動機能の 
確保 

エネルギー伝達 主軸  炭素鋼 △  △*1      
*1:高サイクル 

疲労割れ 

エネルギー変換 

固定子コア  無方向性電磁鋼  △       

固定子コイル  
銅，マイカ， 
エポキシ樹脂等 

    ○    

口出線･接続部品  
銅，マイカ， 
エポキシ樹脂等 

    ○    

フレーム  炭素鋼  △       

端子箱  炭素鋼  △       

回転子エンドリング  銅合金，銅   △      

回転子棒  銅合金，銅   △      

空気冷却器  炭素鋼  △       

回転子コア  無方向性電磁鋼  △       

軸支持 

軸受（ころがり） ◎ －         

エンドブラケット 
（上部／下部） 

 炭素鋼  △       

機器の支持 支持 取付ボルト  炭素鋼  △       

○：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 
△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象）  



 

－
 
1
-
1
4
 
－

表 2.2-1(2/2) 高圧炉心スプレイ系ポンプモータの想定される経年劣化事象 

機能達成に 
必要な項目 

サブ 
システム 

部位 
消耗品・

定期取替品
材料 

経年劣化事象 

備考 

減肉 割れ 絶縁 導通 信号

その他
摩耗 腐食

疲労
割れ

応力
腐食
割れ

絶縁
特性
低下

導通
不良

特性
変化

駆動機能の 
確保 

エネルギー伝達 主軸  炭素鋼 △  △*1      
*1:高サイクル 

疲労割れ 
*2:はく離 

エネルギー変換 

固定子コア  無方向性電磁鋼  △       

固定子コイル  
銅，マイカ， 
エポキシ樹脂等 

    ○    

口出線･接続部品  
銅，マイカ， 
エポキシ樹脂等 

    ○    

フレーム  炭素鋼  △       

端子箱  炭素鋼  △       

回転子エンドリング  銅合金，銅   △      

回転子棒  銅合金，銅   △      

回転子コア  無方向性電磁鋼  △       

通風箱  炭素鋼  △       

軸支持 

軸受（すべり） 
（上部／下部） 

 
ホワイトメタル， 
炭素鋼 

△       △*2 

エンドブラケット 
（上部／下部） 

 炭素鋼  △       

油冷却 伝熱管  銅合金  △       

機器の支持 支持 取付ボルト  炭素鋼  △       

○：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 
△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 
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2.3 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の評価 

(1) 固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁特性低下［共通］ 

a. 事象の説明 

固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁物は，有機物であるため，振動等による

機械的劣化，熱分解による熱的劣化，絶縁物内空隙での放電等による電気的劣化，埃

等の異物付着による環境的劣化により経年的に劣化が進行し，絶縁物の外表面，内部

から絶縁特性低下を起こす可能性がある。 

絶縁特性低下を生ずる可能性のある部位を図 2.3-1 に示す。 

 

 

図 2.3-1 固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁部位 
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b. 技術評価 

① 健全性評価 

設計基準事故時雰囲気にて動作要求される高圧炉心スプレイ系ポンプモータに

ついては，実機相当品による長期健全性試験を実施しており，この結果に基づき長

期間の健全性を評価した。 

絶縁物の放射線影響については，使用環境，設計基準事故時及び重大事故等時雰

囲気における放射線量は低いことから，絶縁特性低下に至る可能性は小さいと考え

る。 

高圧ポンプモータについては，図 2.3-2 に示す高圧ポンプモータ長期健全性試験

手順により，固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁特性低下を評価した。本試

験条件は，表 2.3-1 に示すとおり，固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁物は，

60 年間の通常運転期間を想定した熱，機械的及び設計基準事故時雰囲気による劣

化条件を包絡している。 

本試験結果は表 2.3-2 に示すとおり，判定基準を満足しており，熱，機械的及び

設計基準事故時雰囲気による劣化に対して，固定子コイル及び口出線・接続部品絶

縁物は 60 年間の通常運転期間及び設計基準事故時雰囲気において絶縁性能を維持

できると評価できる。 

なお，常設重大事故等対処設備となる高圧炉心スプレイ系ポンプモータの重大事

故等時における環境条件は，高圧ポンプモータ長期健全性試験の設計基準事故時暴

露試験条件に包絡されていることから重大事故等時雰囲気においても絶縁性能を

維持できると評価できる。 

設計基準事故時雰囲気にて動作要求されない残留熱除去海水系ポンプモータに

ついては，高圧ポンプモータ点検時に共通で実施している絶縁抵抗測定及び絶縁診

断試験（直流吸収試験，交流電流試験，誘電正接試験及び部分放電試験）により，

絶縁特性に有意な変化がないこと及び固定子コイルの目視確認，清掃を実施し異常

がないことを確認しており，これまでの点検結果から有意な劣化は見られていない。 

これらのことから，今後も有意な絶縁特性の低下が起こる可能性は小さいと考え

られるが，絶縁性能が変化していく可能性は否定できない。 
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図 2.3-2 高圧ポンプモータ長期健全性試験手順 

 

 

表 2.3-1 高圧ポンプモータ長期健全性試験条件 

 試験条件 説明 

熱的劣化+機械的劣化 

155 ℃*×24 日間 

全負荷運転及び 100 回起動 

*周囲温度 100 ℃に定格出力

時のコイル温度上昇 55 ℃を

加えた値 

高圧炉心スプレイ系ポンプ室の周囲最高温度

40.0 ℃に定格出力時のコイル温度上昇 55 ℃

（試験データ）を加えた 95 ℃に対して，60

年間の通常運転期間を包絡する。 

事故時雰囲気曝露及び

機械的劣化 

①試験温度：100 ℃ 

  試験環境：蒸気環境 

  試験時間：6時間 

②試験温度：100 ℃ 

 試験環境：蒸気環境 

 試験時間：6時間 

③試験温度：65 ℃ 

 試験環境：90 %湿度 

 試験時間：5日間 

東海第二の設計基準事故時の最高温度 100 ℃

及び重大事故等時の最高温度 65.6 ℃を包絡

する。 

 

表 2.3-2 高圧ポンプモータ長期健全性試験後の絶縁抵抗測定結果 

試験手順 判定基準* 結果 判定 

事故時雰囲気曝露及び機械的劣化試験

終了後，高圧ポンプモータの絶縁抵抗 

測定を行う。 

絶縁抵抗値：10 MΩ以上
①②の試験後：20 MΩ 

③の試験後：60 MΩ 
良 

＊：判定基準はメーカ判定目安値 

（通常運転期間相当の熱的劣化及び機械的劣化） 
（放射線を除く設計基準事故時雰囲気曝露及び全負荷運転） 
（絶縁抵抗測定） 

供試体 
熱的劣化，機械的劣化 
事故時雰囲気曝露 

判 定 
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② 現状保全 

固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁特性低下に対しては，点検時に絶縁抵

抗測定及び絶縁診断試験（直流吸収試験，交流電流試験，誘電正接試験及び部分放

電試験）を行い，絶縁特性に有意な変化がないこと及び固定子コイルの目視確認，

清掃を実施し異常がないことを確認しており，これまでの点検結果から有意な劣化

は見られていない。 

また，これらの点検で有意な絶縁特性の変化が認められた場合は，洗浄，乾燥及

び絶縁補修（絶縁物にワニスを注入），又は固定子コイル及び口出線・接続部品を

取替えることとしている。 

さらに，メーカー推奨の更新時期を参考に適切な更新時期を選定しており，高圧

炉心スプレイ系ポンプモータは，第 16 回定期検査時にコイルの巻替を，残留熱除

去海水系ポンプモータ(A)(C)号機は，第 13 回定期検査時に，(B)(D)号機について

は，第 14 回定期検査時にモータの取替を実施している。 

 

③ 総合評価 

健全性評価結果から判断して，固定子コイル及び口出線・接続部品の有意な絶縁

特性低下の可能性は小さく，また，現状保全にて絶縁特性低下は把握可能と考えら

れる。今後も，絶縁抵抗測定，絶縁診断試験，目視確認及び清掃を実施することで，

異常の有無を把握可能であり，現状の保全は点検手法として適切であると判断する。 

 

c. 高経年化への対応 

固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁特性低下に対しては，高経年化対策の観

点から現状の保全内容に追加すべき項目はない。 

今後も，点検時に絶縁抵抗測定，絶縁診断試験，目視確認及び清掃を実施していく

とともに，必要に応じて洗浄，乾燥及び絶縁補修（絶縁物にワニスを注入）又は固定

子コイル及び口出線・接続部品の取替を実施する。 
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3. 代表機器以外への展開 

本章では，2 章で実施した代表機器の技術的評価について，1 章で実施したグループ化で

代表機器となっていない機器への展開について検討した。 

① 低圧炉心スプレイ系ポンプモータ 

② 残留熱除去系ポンプモータ 

③ 緊急用海水ポンプモータ 

 

3.1 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

a. 固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁特性低下［共通］ 

代表機器と同様，固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁物は，有機物であるため，

振動等による機械的劣化，熱分解による熱的劣化，絶縁物内空隙での放電等による電気

的劣化，埃等の異物付着による環境的劣化により経年的に劣化が進行し，絶縁物の外表

面，内部から絶縁特性低下が想定されるが，長期健全性試験（非常用炉心冷却系ポンプ

モータ特殊環境状態時試験として残留熱除去系ポンプモータ，高圧炉心スプレイ系ポン

プモータ，低圧炉心スプレイ系ポンプモータ 3 台共通の試験）を実施しており，固定子

コイル及び口出線・接続部品の絶縁物は 60 年間の通常運転期間及び設計基準事故時雰

囲気おいて絶縁性能を維持できると評価できる。 

また，常設重大事故等対処設備となる残留熱除去系ポンプモータの重大事故等時にお

ける環境条件は，高圧ポンプモータ長期健全性試験の設計基準事故時暴露試験条件に包

絡されていることから重大事故等時雰囲気においても絶縁性能を維持できると評価で

きる。 

さらに，代表機器と同様に固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁特性低下に対し

ては，点検時に絶縁抵抗測定及び絶縁診断試験（直流吸収試験，交流電流試験，誘電正

接試験及び部分放電試験），目視確認及び清掃を実施していくとともに，必要に応じて

洗浄，乾燥及び絶縁補修（絶縁物にワニスを注入），又は固定子コイル及び口出線・接

続部品の取替を実施することで健全性は維持できると判断する。 

緊急用海水ポンプモータは新たに設置されることから，今後，点検時に絶縁抵抗測定

及び絶縁診断試験（直流吸収試験，交流電流試験，誘電正接試験及び部分放電試験），

目視確認及び清掃を行うとともに，必要に応じて洗浄，乾燥及び絶縁補修（絶縁物にワ

ニスを注入），又は固定子コイル及び口出線・接続部品の取替を実施することで健全性

を維持できると判断する。 

したがって，高経年化対策の観点から現状の保全内容に追加すべき項目はない。 

なお，代表機器以外の各高圧ポンプモータのうち，低圧炉心スプレイ系ポンプモータ

は，第 17 回定期検査時に固定子の取替を，残留熱除去系ポンプモータ(B)号機において

は，第 18 回定期検査時にモータの取替を実施しており，残留熱除去系ポンプモータ

(A)(C)号機においては，第 26 回定期検査時に取替を計画している。 
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3.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象 

(1) 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想定し

た劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理事象）  
a. 主軸の摩耗［共通］ 

代表機器と同様，主軸は，軸受との接触面の摩耗が想定されるが，点検時に主軸の

寸法測定を行い，その結果により必要に応じ補修を実施することとしている。 

緊急用海水ポンプモータは新たに設置されることから，今後，点検時に主軸の寸法

測定を行い，その結果により必要に応じ補修を実施することで健全性を維持できると

考える。 

したがって，主軸の摩耗は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断

する。 

 

b. 固定子コア及び回転子コアの腐食（全面腐食）［共通］ 

代表機器と同様，固定子コア及び回転子コアは，無方向性電磁鋼であるため腐食が

想定されるが，固定子コア及び回転子コアには，防食効果のある絶縁ワニス処理が施

されており，腐食進行の可能性は小さく，点検時に目視確認を行い，その結果により

必要に応じ補修を実施することとしている。 

緊急用海水ポンプモータは新たに設置されることから，今後，点検時に目視確認を

行い，その結果により必要に応じ補修を実施することで健全性を維持できると考える。 

したがって，固定子コア及び回転子コアの腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目

すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

c. フレーム，エンドブラケット，通風箱及び端子箱の腐食（全面腐食）［共通］ 

代表機器と同様，フレーム，エンドブラケット，通風箱及び端子箱は，炭素鋼であ

るため腐食が想定されるが，フレーム等の表面は塗装が施されており，腐食進行の可

能性は小さく，点検時に目視確認を行い，その結果により必要に応じ補修を実施する

こととしている。 

緊急用海水ポンプモータは新たに設置されることから，今後，点検時に目視確認を

行い，その結果により必要に応じ補修を実施することで健全性を維持できると考える。 

したがって，フレーム，エンドブラケット，通風箱及び端子箱の腐食（全面腐食）

は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 
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d. 取付ボルトの腐食（全面腐食）［共通］ 

代表機器と同様，取付ボルトは，炭素鋼であるため腐食が想定されるが，表面は塗

装が施されており，腐食進行の可能性は小さく，点検時に目視確認を行い，その結果

により必要に応じ補修又は取替を実施することとしている。 

緊急用海水ポンプモータは新たに設置されることから，今後，点検時に目視確認を

行い，その結果により必要に応じ補修又は取替を実施することで健全性を維持できる

と考える。 

したがって，取付ボルトの腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣化

事象ではないと判断する。 

 

e. 主軸の高サイクル疲労割れ［共通］ 

代表機器と同様，主軸には，モータ運転時に繰返し応力が発生することから，応力

集中部において高サイクル疲労割れが想定されるが，主軸は設計段階において疲労割

れが発生しないように考慮された設計となっており，高サイクル疲労割れが発生する

可能性は小さい。 

なお，点検時に目視確認を行い，これまで割れは確認されていない。 

今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考

え難い。 

緊急用海水ポンプモータは新たに設置されるが，代表機器と同様，高サイクル疲労

割れは設計上考慮されていることから，高サイクル疲労割れが発生する可能性は小さ

く，今後，点検時に目視確認を行い割れの有無を確認することで健全性を維持できる

と考える。 

したがって，主軸の高サイクル疲労割れは高経年化対策上着目すべき経年劣化事象

ではないと判断する。 
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f. 回転子棒及び回転子エンドリングの疲労割れ［共通］ 

代表機器と同様，回転子棒及び回転子エンドリングには，モータ起動時に発生する

電磁力等により繰返し応力を受けると疲労割れの発生が想定されるが，回転子棒及び

回転子エンドリングは設計段階において疲労割れが発生しないように考慮された設

計となっており，疲労割れが発生する可能性は小さい。 

なお，点検時に目視確認及び打音確認を行い，これまで疲労割れは確認されていな

い。 

今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考

え難い。 

緊急用海水ポンプモータは新たに設置されるが，代表機器と同様，疲労割れは設計

上考慮されていることから，疲労割れが発生する可能性は小さく，今後，点検時に目

視確認及び打音確認を行い疲労割れの有無を確認することで健全性を維持できると

考える。 

したがって，回転子棒及び回転子エンドリングの疲労割れは高経年化対策上着目す

べき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

 (2) 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，今

後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経

年劣化事象（日常劣化管理事象以外）  
日常劣化管理事象以外に該当する事象は抽出されなかった。  
 

 

 



 

 

 

 

 

 

2. 低圧ポンプモータ 
 

 

［対象低圧ポンプモータ］ 

① ほう酸水注入系ポンプモータ 

② ほう酸水注入系潤滑油ポンプモータ 

③ 原子炉冷却材浄化系循環ポンプモータ 

④ 常設低圧代替注水系ポンプモータ 

⑤ 代替燃料プール冷却系ポンプモータ 

⑥ 代替循環冷却系ポンプモータ 

⑦ 格納容器圧力逃がし装置移送ポンプモータ 

⑧ 非常用ディーゼル発電機冷却系海水ポンプモータ 

⑨ 原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持ポンプモータ 
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1. 対象機器及び代表機器の選定 

東海第二で使用している主要な低圧ポンプモータの主な仕様を表 1-1 に示す。 

これらのポンプモータを型式及び設置場所の観点からグループ化し，それぞれのグループ

より以下のとおり代表機器を選定した。 

 

1.1 グループ化の考え方及び結果 

型式及び設置場所を分類基準とし，低圧ポンプモータを表 1-1 に示すとおりグループ化

する。 

 

1.2 代表機器の選定 

表 1-1 に分類されるグループ毎に，重要度，定格電圧，定格出力，運転状態及び周囲温

度の観点から代表機器を選定する。 

 

(1) 屋内設置（型式：全閉型） 

このグループには，ほう酸水注入系ポンプモータ，ほう酸水注入系潤滑油ポンプモー

タ，原子炉冷却材浄化系循環ポンプモータ，常設低圧代替注水系ポンプモータ，代替燃

料プール冷却系ポンプモータ，代替循環冷却系ポンプモータ及び格納容器圧力逃がし装

置移送ポンプモータが属するが，重要度及び定格電圧の高い，ほう酸水注入系ポンプモ

ータを代表機器とする。 

 

(2) 屋外設置（型式：全閉型） 

このグループには，非常用ディーゼル発電機冷却系海水系ポンプモータのみが属する

ため，代表機器は非常用ディーゼル発電機冷却系海水系ポンプモータとする。 

 

(3) 屋内設置（型式：水浸型） 

このグループには，原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持ポンプモータのみが属するた

め，代表機器は原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持ポンプモータとする。 
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表 1-1 低圧ポンプモータのグループ化及び代表機器の選定 

分類基準 

機器名称 
仕様 

（定格出力 
 ×回転速度） 

選定基準 

選定 選定理由 
型式 

設置
場所

重要度*1

使用条件 

定格 
電圧 
(V) 

定格
出力
(kW)

運転
状態

周囲 
温度 
（℃）

全閉 

屋内 

ほう酸水注入系ポンプモータ  37 kW×965 rpm 
MS-1 
重*2 

AC 440 37 一時 40.0*3 ◎
重要度 
定格電圧 

ほう酸水注入系潤滑油ポンプモータ 0.4 kW×1,420 rpm MS-1 AC 200 0.4 一時 40.0*3  

原子炉冷却材浄化系循環ポンプモータ 75 kW×2,930 rpm PS-2 AC 440 75 連続 40.0*3  

常設低圧代替注水系ポンプモータ*4 190 kW×1,500 rpm*5 重*2 AC 440 190 一時 40*6  

代替燃料プール冷却系ポンプモータ*4 22 kW×3,000 rpm*5 重*2 AC 440 22 一時 40.0*3  

代替循環冷却系ポンプモータ*4 140 kW×1,500 rpm*5 重*2 AC 440 140 一時 40.0*3  

格納容器圧力逃がし装置移送ポンプモータ*4 11 kW×3,000 rpm*5 重*2 AC 440 11 一時 65.0*7  

屋外 非常用ディーゼル発電機冷却系海水ポンプモータ  55 kW×1,455 rpm 
MS-1 
重*2 

AC 440 55 一時 38.4*8 ◎  

水浸 屋内 原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持ポンプモータ 3.7 kW×3,000 rpm PS-2 AC 440 3.7 一時 40.0*3 ◎  

*1：当該機器に要求される重要度クラスのうち，最上位の重要度クラスを示す 

*2：重要度クラスとは別に常設重大事故等対処設備に属する機器及び構造物であることを示す *3：原子炉建屋における設計値 

*4：新規に設置される機器 *5：同期回転速度を示す *6：常設低圧代替注入系格納槽における設計値 

*7：格納容器圧力逃がし装置格納槽における設計値 *8：茨城県水戸市における最高温度 
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2. 代表機器の技術評価 

本章では，1章で代表機器とした以下のポンプモータについて技術評価を実施する。 

① ほう酸水注入系ポンプモータ 

② 非常用ディーゼル発電機冷却系海水ポンプモータ 

③ 原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持ポンプモータ 

なお，基礎ボルトについては，ポンプとポンプモータの取付ベースが共通であることから，

「ポンプの技術評価書」にて評価を実施するものとし本評価書には含めない。 

 

2.1 構造，材料及び使用条件 

2.1.1 ほう酸水注入系ポンプモータ  
(1) 構造 

東海第二のほう酸水注入系ポンプモータは，定格電圧 AC 440V，定格出力 37 kW，

回転速度 965 rpm の全閉型三相誘導モータであり，2台設置されている。 

 

a. 固定部 

モータを基礎に固定支持するフレーム内に固定子コアが挿入され固定子コアに

は固定子コイルが保持されている。フレーム両端面には回転子を支持するエンドブ

ラケットが取付られ，内側には軸受が挿入されている。 

 

b. 回転部 

軸受により支持される主軸には回転子コアが固定されており，回転子コアには回

転子棒が挿入され，両端には回転子エンドリングが取付けられている。 

また，固定子や回転子はフレーム，エンドブラケット間の締め付けボルトを緩め，

エンドブラケットを取外すことにより，点検手入れが可能である。 

東海第二のほう酸水注入系ポンプモータの構造図を図 2.1-1 に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二のほう酸水注入系ポンプモータ主要部位の使用材料を表 2.1-1 に，使用条

件を表 2.1-2 に示す。 
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No. 部位 No. 部位 No. 部位 

① 固定子コア ⑥ 
回転子棒， 
回転子エンドリング 

⑪ 軸受（ころがり） 

② フレーム ⑦ 回転子コア ⑫ ファン 

③ 固定子コイル ⑧ ファンカバー ⑬ 取付ボルト 

④ 口出線・接続部品 ⑨ 主軸  

⑤ 端子箱 ⑩ エンドブラケット   

 

 

図 2.1-1 ほう酸水注入系ポンプモータ構造図 

④ ⑤ ⑦

② ⑧ 
⑪ ⑫ ⑩ 

⑥ ①

③ 
⑨ 
⑩ 
⑪ 

⑬ 

⑤
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表 2.1-1 ほう酸水注入系ポンプモータ主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

駆動機能 

の確保 

エネルギー 

変換 

固定子コア 無方向性電磁鋼 

フレーム 圧延鋼板 

固定子コイル ポリアミドエミドエナメル銅線 

口出線・接続部品 耐熱性ポリフレックス銅線 

端子箱 圧延鋼板 

回転子棒，回転子エンドリング アルミニウム 

回転子コア 無方向性電磁鋼 

ファン 圧延鋼板 

ファンカバー 圧延鋼板 

エネルギー 

伝達 
主軸 炭素鋼 

軸支持 

エンドブラケット ねずみ鋳鉄 

軸受（ころがり） （消耗品） 

機器の支持 支持 取付ボルト 圧延鋼材 

 

 

表 2.1-2 ほう酸水注入系ポンプモータの使用条件 

設置場所 屋内 

周囲温度* 40.0 ℃（最高） 

運転状態 一時 

定格出力 37 kW 

定格電圧 AC 440 V 

*：原子炉建屋における設計値  
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2.1.2 非常用ディーゼル発電機冷却系海水ポンプモータ 

(1) 構造 

東海第二の非常用ディーゼル発電機冷却系海水ポンプモータは，出力 55 kW，回転

速度 1,455 rpm の全閉型三相誘導モータであり，3台設置されている。 

 

a. 固定部 

モータをポンプの取付台に固定支持する下部エンドブラケットの上部にフレー

ムが固定され，フレーム内に固定子コアが挿入されており，固定子コアには固定子

コイルが保持されている。 
また，フレーム上部・下部には回転子を支持するエンドブラケットが取付けられ，

内側には軸受が挿入されている。 
 

b. 回転部 

軸受により支持される主軸には回転子コアが固定され，回転子コアには回転子棒

が挿入されており，両端には回転子エンドリングが取付けられている。 

また，固定子や回転子はフレーム，エンドブラケット間の締め付けボルトを緩め，

エンドブラケットを取外すことにより，点検手入れが可能である。 

東海第二の非常用ディーゼル発電機冷却系海水ポンプモータの構造図を図 2.1-2

に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の非常用ディーゼル発電機冷却系海水ポンプモータ主要部位の使用材料

を表 2.1-3 に，使用条件を表 2.1-4 に示す。 
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No. 部位 No. 部位 No. 部位 

① 固定子コア ⑥
回転子棒， 
回転子エンドリング ⑪

エンドブラケット 
（上部／下部） 

② フレーム ⑦ 回転子コア ⑫ 軸受（ころがり） 

③ 固定子コイル ⑧ ファンカバー ⑬ 取付ボルト 

④ 口出線・接続部品 ⑨ ファン   

⑤ 端子箱 ⑩ 主軸   

 

図 2.1-2 非常用ディーゼル発電機冷却系海水ポンプモータ構造図 

① 
③ 

④ ⑧ 
⑤ 
⑥ 

⑨ 
② 

⑩ 

⑫ 

⑦ 

⑪ 

⑬ 
ポンプ取付台 ⑫ 

⑪ 
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表 2.1-3 非常用ディーゼル発電機冷却系海水ポンプモータ主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

駆動機能 

の確保 

エネルギー 

変換 

固定子コア 無方向性電磁鋼板 

フレーム 鋼板 

固定子コイル 銅，エポキシ樹脂 

口出線・接続部品 銅，エポキシ樹脂 

端子箱 鋼板 

回転子棒， 

回転子エンドリング 
アルミニウム 

回転子コア 無方向性電磁鋼板 

ファン 鋼板 

ファンカバー 鋼板 

エネルギー 

伝達 
主軸 炭素鋼 

軸支持 

エンドブラケット 

（上部／下部） 
鋼板 

軸受（ころがり） （消耗品） 

機器の支持 支持 取付ボルト 炭素鋼 

 

 

表 2.1-4 非常用ディーゼル発電機冷却系海水ポンプモータの使用条件 

設置場所 屋外 

周囲温度* 38.4 ℃ 

運転状態 一時 

定格電圧 AC 440 V 

定格出力 55 kW 

*：茨城県水戸市における最高温度 
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2.1.3 原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持ポンプモータ 

(1) 構造 

東海第二の原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持ポンプモータは，出力 3.7 kW，回転

速度 3,000 rpm の水浸型三相誘導モータであり，2台設置されている。 

 

a. 固定部 

モータはポンプ取付台に取付ボルトにより固定されており，ステータバンド内に

固定子コアが挿入され，固定子コアには固定子コイルが保持されている。 
また，ステータバンドには回転子を支持するリアカバー及びポンプケーシングが

取付けられ，内側には軸受が挿入されている。 
 

b. 回転部 

軸受により支持される主軸に回転子コアが固定されており，回転子コアには回転

子棒が挿入され，両端には回転子エンドリングが取付けられている。 

また，固定子や回転子はリアカバー及びポンプケーシング間の締め付けボルトを

緩め，リアカバー及びポンプケーシングを取外すことにより点検手入れが可能であ

る。 
東海第二の原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持ポンプモータの構造図を図 2.1-3

に示す。 

 

(2) 材料及び使用条件 

東海第二の原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持ポンプモータ主要部位の使用材料

を表 2.1-5 に，使用条件を表 2.1-6 に示す。 
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No. 部位 
① 固定子コア 
② ステータバンド 
③ 固定子コイル 
④ 口出線・接続部品 
⑤ 端子箱 
⑥ 回転子棒 
⑦ 回転子エンドリング 
⑧ 回転子コア 
⑨ 主軸 
⑩ リアカバー 
⑪ 軸受（すべり） 
⑫ 取付ボルト 
⑬ 締め付けボルト  

図 2.1-3 原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持ポンプモータ構造図 ⑨ 
⑪ 

① ② 

⑦ 

⑤ 

⑫ 

③ 
④ 

⑥ 
⑩ 

⑧ ポンプ取付台 
ポンプケーシング 

⑬ 
⑬ 

⑪ 
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表 2.1-5 原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持ポンプモータ主要部位の使用材料 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 材料 

駆動機能 

の確保 

エネルギー 

変換 

固定子コア ケイ素鋼板 

ステータバンド 炭素鋼鋼管 

固定子コイル エナメル銅線 

口出線・接続部品 ガラス網組導線 

端子箱 ねずみ鋳鉄品 

回転子棒， 

回転子エンドリング 
アルミニウム 

回転子コア ケイ素鋼板 

エネルギー 

伝達 
主軸 ステンレス鋼 

軸支持 

リアカバー ステンレス鋼 

軸受（すべり） （消耗品） 

機器の支持 支持 

取付ボルト 炭素鋼 

締め付けボルト 炭素鋼 

 

 

表 2.1-6 原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持ポンプモータの使用条件 

設置場所 屋内 

周囲温度* 40.0 ℃（最高） 

運転状態 一時 

定格電圧 AC 440 V 

定格出力 3.7 kW 

*：原子炉建屋における設計値 
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2.2 経年劣化事象の抽出 

2.2.1 機器の機能達成に必要な項目 

低圧ポンプモータの機能であるポンプ駆動機能の達成に必要な項目は以下のとおり。 

(1) 駆動機能の確保 

(2) 機器の支持 

 

2.2.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

(1) 想定される経年劣化事象の抽出 

低圧ポンプモータについて，機能達成に必要な項目を考慮して主要な部位に展開

した上で，個々の部位の材料，構造，使用条件（電圧，温度等）及び現在までの運

転経験を考慮し，表 2.2-1 に示すとおり，想定される経年劣化事象を抽出した（表

2.2-1 で○又は△，▲）。 

なお，消耗品及び定期取替品は以下のとおり評価対象外とする。 

 

(2) 消耗品及び定期取替品の扱い 

軸受（ころがり）及び軸受（すべり）は消耗品であり，設計時に長期使用せず取

替を前提としていることから高経年化対策を見極める上での評価対象外とする。 

 

(3) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

想定される経年劣化事象のうち下記①，②に該当しない事象を高経年化対策上着目

すべき経年劣化事象と判断した。 

なお，下記①，②に該当する事象については，2.2.3 項に示すとおり，高経年化対

策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断した。  
① 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想

定した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理事象

として表 2.2-1 で△）  
② 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，

今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられ

る経年劣化事象（日常劣化管理事象以外として表 2.2-1 で▲） 

 

この結果，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象として以下の事象が抽出された

（表 2.2-1 で○）。 

 

a. 固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁特性低下［共通］ 
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2.2.3 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象 

(1) 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想定

した劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理事象） 

 

a. 固定子コア及び回転子コアの腐食（全面腐食）［共通］ 

固定子コア及び回転子コアは，無方向性電磁鋼及びケイ素鋼板であるため腐食が

想定されるが，固定子コア及び回転子コアには，防食効果のある絶縁ワニス処理が

施されており，腐食進行の可能性は小さく，点検時に目視確認を行い，その結果に

より必要に応じ補修を実施することとしている。 

したがって，固定子コア及び回転子コアの腐食（全面腐食）は高経年対策上着目

すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

 

b. フレーム，エンドブラケット，ファン，ファンカバー［ほう酸水注入系ポンプモ

ータ，非常用ディーゼル発電機冷却系海水ポンプモータ］，ステータバンド［原子

炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持ポンプモータ］及び端子箱［共通］の腐食（全面

腐食） 

フレーム，エンドブラケット，ファン，ファンカバー，ステータバンド及び端子

箱は，炭素鋼等（炭素鋼，圧延鋼板，ねずみ鋳鉄）であるため腐食が想定されるが，

フレーム等の表面は塗装が施されており，腐食進行の可能性は小さく，点検時に目

視確認を行い，その結果により必要に応じ補修を実施することとしている。 

したがって，フレーム，エンドブラケット，ファン，ファンカバー，ステータバ

ンド及び端子箱の腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象では

ないと判断する。 

 

c. 主軸の摩耗［共通］ 

主軸は，軸受との接触面の摩耗が想定されるが，点検時に主軸の寸法測定を行い，

その結果により必要に応じ補修を実施することとしている。 

したがって，主軸の摩耗は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

 

d. 取付ボルト［共通］及び締め付けボルト［原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持ポ

ンプモータ］の腐食（全面腐食） 

取付ボルト及び締め付けボルトは，炭素鋼等（炭素鋼，圧延鋼材）であるため腐

食が想定されるが，表面は塗装が施されており，腐食進行の可能性は小さく，点検

時に目視確認を行い，その結果により必要に応じ補修又は取替を実施することとし

ている。 

したがって，取付ボルト及び締め付けボルトの腐食（全面腐食）は高経年化対策

上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 
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e. 主軸の高サイクル疲労割れ［共通］ 

主軸には，モータ運転時に繰返し応力が発生することから，応力集中部において

高サイクル疲労割れが想定されるが，主軸は設計段階において疲労割れが発生しな

いように考慮された設計となっており，高サイクル疲労割れが発生する可能性は小

さい。 

なお，点検時に目視確認を行い，これまで割れは確認されていない。 

今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは

考え難い。 

したがって，主軸の高サイクル疲労割れは高経年化対策上着目すべき経年劣化事

象ではないと判断する。 

 

(2) 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，今

後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経

年劣化事象（日常劣化管理事象以外） 
 

a. 回転子棒及び回転子エンドリングの疲労割れ［共通］ 

回転子棒及び回転子エンドリングには，モータ起動時に発生する電磁力等により

繰返し応力を受けると疲労割れの発生が想定される。 

しかし，図 2.2-1 に示すとおり，回転子棒及び回転子エンドリングはアルミダイ

キャストで一体形成され，スロット内にアルミニウムが充満した状態で回転子棒が

形成されていることから，回転子棒とスロットの間に隙間や緩みは生じないため，

繰り返し応力による疲労割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，回転子棒及び回転子エンドリングの疲労割れは高経年化対策上着目

すべき経年劣化事象ではないと判断する。 
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図 2.2-1 アルミダイキャスト回転子構造図 
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表 2.2-1(1/3) ほう酸水注入系ポンプモータに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 

消耗品・

定期取替品
材料 

経年劣化事象 

備考 減肉 割れ 絶縁 導通 信号

その他

摩耗 腐食
疲労

割れ

応力腐

食割れ

絶縁特

性低下

導通

不良

特性

変化

駆動機能の 

確保 

エネルギー 

変換 

固定子コア  無方向性電磁鋼  △       
*:高サイクル

疲労割れ 

フレーム  圧延鋼板  △       

固定子コイル  ポリアミドエミドエナメル銅線     ○    

口出線・接続部品  耐熱性ポリフレックス銅線     ○    

端子箱  圧延鋼板  △       

回転子棒， 

回転子エンドリング 
 アルミニウム   ▲      

回転子コア  無方向性電磁鋼  △       

ファン  圧延鋼板  △       

ファンカバー  圧延鋼板  △       

エネルギー 

伝達 
主軸  炭素鋼 △  △*      

軸支持 

エンドブラケット  ねずみ鋳鉄  △       

軸受（ころがり） ◎ －         

機器の支持 支持 取付ボルト  圧延鋼材  △       

○：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象  
△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 
▲：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 
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表 2.2-1(2/3) 非常用ディーゼル発電機冷却系海水ポンプモータに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 

消耗品・

定期取替品
材料 

経年劣化事象 

備考 減肉 割れ 絶縁 導通 信号

その他

摩耗 腐食
疲労

割れ

応力腐

食割れ

絶縁特

性低下

導通

不良

特性

変化

駆動機能の 

確保 

エネルギー 

変換 

固定子コア  無方向性電磁鋼板  △       
*:高サイクル

疲労割れ 

フレーム  鋼板  △       

固定子コイル  銅，エポキシ樹脂     ○    

口出線・接続部品  銅，エポキシ樹脂     ○    

端子箱  鋼板  △       

回転子棒， 

回転子エンドリング 
 アルミニウム   ▲      

回転子コア  無方向性電磁鋼板  △       

ファン  鋼板  △       

ファンカバー  鋼板  △       

エネルギー 

伝達 
主軸  炭素鋼 △  △*      

軸支持 

エンドブラケット  鋼板  △       

軸受（ころがり） ◎ －         

機器の支持 支持 取付ボルト  炭素鋼  △       

○：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 
△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 
▲：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 
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表 2.2-1(3/3) 原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器保持ポンプモータに想定される経年劣化事象 

機能達成に 

必要な項目 

サブ 

システム 
部位 

消耗品・

定期取替品
材料 

経年劣化事象 

備考 減肉 割れ 絶縁 導通 信号

その他

摩耗 腐食
疲労

割れ

応力腐

食割れ

絶縁特

性低下

導通

不良

特性

変化

駆動機能の 

確保 

エネルギー 

変換 

固定子コア  ケイ素鋼板  △       
*:高サイクル

疲労割れ 

ステータバンド  炭素鋼鋼管  △       

固定子コイル  エナメル銅線     ○    

口出線・接続部品  ガラス網組導線     ○    

端子箱  ねずみ鋳鉄  △       

回転子棒， 

回転子エンドリング 
 アルミニウム   ▲      

回転子コア  ケイ素鋼板  △       

エネルギー 

伝達 
主軸  ステンレス鋼 △  △*      

軸支持 

リアカバー  ステンレス鋼         

軸受（すべり） ◎ －         

機器の支持 支持 

取付ボルト  炭素鋼  △       

締め付けボルト  炭素鋼  △       

○：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 
△：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 
▲：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 
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2.3 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の評価 

(1) 固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁特性低下［共通］ 

a. 事象の説明 

固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁物は，有機物であるため，振動等による

機械的劣化，熱分解による熱的劣化，絶縁物内空隙での放電等による電気的劣化，埃

等の異物付着による環境的劣化により経年的に劣化が進行し，絶縁物の外表面，内部

から絶縁特性低下を起こす可能性がある。 

絶縁特性低下を生ずる可能性のある部位を図 2.3-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3-1 固定子コイルの絶縁部位 
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b. 技術評価 

① 健全性評価 

固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁特性低下要因としては，機械的，熱的，

電気的及び環境的要因により経年的に劣化が進行し，絶縁特性低下を起こす可能性

があるが，これまでの点検実績から最も絶縁特性低下に影響及ぼす要因は熱的劣化

であることから，長期間の使用を考慮すると固定子コイル及び口出線・接続部品の

絶縁特性低下の可能性は否定できない。 

 

② 現状保全 

固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁特性低下に対しては，点検時に目視確

認，清掃及び絶縁抵抗測定を行い，熱的劣化による有意な絶縁特性低下のないこと

を確認している。 

また，これらの点検で有意な絶縁特性低下による異常が確認された場合は，洗

浄・乾燥及び絶縁補修（絶縁物にワニスを注入）又は，固定子コイル及び口出線・

接続部品又はモータを取替えることとしている。 

なお，第 24 回定期検査時に非常用ディーゼル発電機冷却系海水系ポンプモータ 3

台の取替を実施している。 

 

③ 総合評価 

健全性評価及び現状保全の結果から判断して，固定子コイル及び口出線・接続部

品の絶縁特性低下の可能性は小さく，また，現状保全にて絶縁特性の低下は把握可

能と考えられる。今後も，目視確認，清掃及び絶縁抵抗測定を実施することで，異

常の有無の確認は可能であり，現状の保全は点検手法として適切であると判断する。 

 

c. 高経年化への対応 

固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁特性低下に対しては，高経年化対策の観

点から現状の保全内容に追加すべき項目はない。 

今後も点検時に目視確認，清掃及び絶縁抵抗測定を実施することにより，絶縁特性

低下を監視していくとともに，必要に応じて洗浄，乾燥及び絶縁補修（絶縁物にワニ

スを注入）又はコイル及び口出線・接続部品の取替を実施する。 



 

－ 2-21 － 

3. 代表機器以外への展開 

本章では，2 章で実施した代表機器の技術評価について，1 章で実施したグループ化で代

表機器となっていない機器への展開について検討した。 

［対象低圧ポンプモータ］ 

① ほう酸水注入系潤滑油ポンプモータ 

② 原子炉冷却材浄化系循環ポンプモータ 

③ 常設低圧代替注水系ポンプモータ 

④ 代替燃料プール冷却系ポンプモータ 

⑤ 代替循環冷却系ポンプモータ 

⑥ 格納容器圧力逃がし装置移送ポンプモータ 

 

3.1 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

a. 固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁特性低下［共通］ 

代表機器と同様，固定子コイル及び口出線・接続部品の絶縁物は，有機物であるため，

機械的，熱的，電気的，環境的要因により経年的に劣化が進行し，絶縁特性低下を起こ

す可能性があるが，点検時に目視確認，清掃及び絶縁抵抗測定を実施しており，必要に

応じて洗浄，乾燥及び絶縁補修（絶縁物にワニスを注入）又はコイル及び口出線・接続

部品の取替を実施することで健全性は維持できると判断する。 
常設低圧代替注水系ポンプモータ，代替燃料プール冷却系ポンプモータ，代替循環冷

却系ポンプモータ及び格納容器圧力逃がし装置移送ポンプモータは新たに設置される

ことから，今後，点検時に目視確認，清掃及び絶縁抵抗測定を行うとともに，必要に応

じて洗浄，乾燥及び絶縁補修（絶縁物にワニスを注入）又はコイル及び口出線・接続部

品の取替を実施することで健全性は維持できると判断する。 
したがって，高経年化対策の観点から現状の保全内容に追加すべき項目はない。 

なお，第 23 回定期検査時にほう酸水注入系潤滑油ポンプモータ 2 台の取替を実施し

ている。 
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3.2 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象 

(1) 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象であって，想定し

た劣化傾向等に基づき適切な保全活動を行っているもの（日常劣化管理事象）  
a. 固定子コア及び回転子コアの腐食（全面腐食） [共通] 

代表機器と同様，固定子コア及び回転子コアは，無方向性電磁鋼等であるため腐食

が想定されるが，固定子コア及び回転子コアには，防食効果のある絶縁ワニス処理が

施されており，腐食進行の可能性は小さく，点検時に目視確認を行い，その結果によ

り必要に応じ補修を実施することとしている。 

常設低圧代替注水系ポンプモータ，代替燃料プール冷却系ポンプモータ，代替循環

冷却系ポンプモータ及び格納容器圧力逃がし装置移送ポンプモータは新たに設置さ

れることから，今後，点検時に目視確認を行い，その結果により必要に応じ補修を実

施することで健全性を維持できると考える。 

したがって，固定子コア及び回転子コアの腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目

すべき経年劣化事象ではないと判断する。  
b. フレーム，エンドブラケット，ファン，ファンカバー及び端子箱の腐食（全面腐食）

［共通］ 

代表機器と同様，フレーム，エンドブラケット，ファン，ファンカバー及び端子箱

は，炭素鋼等であるため腐食が想定されるが，フレーム等の表面は塗装が施されてお

り，腐食進行の可能性は小さく，点検時に目視確認を行い，その結果により必要に応

じ補修を実施することとしている。 

常設低圧代替注水系ポンプモータ，代替燃料プール冷却系ポンプモータ，代替循環

冷却系ポンプモータ及び格納容器圧力逃がし装置移送ポンプモータは新たに設置さ

れることから，今後，点検時に目視確認を行い，その結果により必要に応じ補修を実

施することで健全性を維持できると考える。 

したがって，フレーム，エンドブラケット，ファン，ファンカバー及び端子箱の腐

食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。  
c. 主軸の摩耗［共通］ 

代表機器と同様，主軸は，軸受との接触面の摩耗が想定されるが，点検時に主軸の

寸法測定を行い，その結果により必要に応じ補修を実施することとしている。 
常設低圧代替注水系ポンプモータ，代替燃料プール冷却系ポンプモータ，代替循環

冷却系ポンプモータ及び格納容器圧力逃がし装置移送ポンプモータは新たに設置さ

れることから，今後，点検時に主軸の寸法測定を行い，その結果により必要に応じ補

修を実施することで健全性を維持できると考える。 

したがって，主軸の摩耗は高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断

する。 
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d. 取付ボルトの腐食（全面腐食）［共通］ 

代表機器と同様，取付ボルトは，炭素鋼であるため腐食が想定されるが，表面は塗

装が施されており，腐食進行の可能性は小さく，点検時に目視確認を行い，その結果

により必要に応じ補修又は取替を実施することとしている。 

常設低圧代替注水系ポンプモータ，代替燃料プール冷却系ポンプモータ，代替循環

冷却系ポンプモータ及び格納容器圧力逃がし装置移送ポンプモータは新たに設置さ

れることから，今後，点検時に目視確認を行い，その結果により必要に応じ補修又は

取替を実施することで健全性を維持できると考える。 

したがって，取付ボルトの腐食（全面腐食）は高経年化対策上着目すべき経年劣化

事象ではないと判断する。 

 

e. 主軸の高サイクル疲労割れ［共通］ 

代表機器と同様，主軸には，モータ運転時に繰返し応力が発生することから，応力

集中部において高サイクル疲労割れが想定されるが，主軸は設計段階において疲労割

れが発生しないように考慮された設計となっており，高サイクル疲労割れが発生する

可能性は小さい。 

なお，点検時に目視確認を行い，これまで割れは確認されていない。 

今後も使用環境が変わらないことから，これらの傾向が変化する要因があるとは考

え難い。 

常設低圧代替注水系ポンプモータ，代替燃料プール冷却系ポンプモータ，代替循環

冷却系ポンプモータ及び格納容器圧力逃がし装置移送ポンプモータは新たに設置さ

れるが，代表機器と同様，高サイクル疲労割れは設計上考慮されていることから，高

サイクル疲労割れが発生する可能性は小さく，今後，点検時に目視確認を行い割れの

有無を確認することで健全性を維持できると考える。 

したがって，主軸の高サイクル疲労割れは高経年化対策上着目すべき経年劣化事象

ではないと判断する。 
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(2) 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，今後

も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣

化事象（日常劣化管理事象以外） 

a. 回転子棒及び回転子エンドリングの疲労割れ［共通］

代表機器と同様，回転子棒及び回転子エンドリングには，モータ起動時に発生する

電磁力等により繰返し応力を受けると疲労割れの発生が想定されるが，回転子棒及び

回転子エンドリングはアルミダイキャストで一体形成され，スロット内にアルミニウ

ムが充満した状態で回転子棒が形成されていることから，回転子棒とスロットの間に

隙間や緩みは生じないため，繰返し応力による疲労割れが発生する可能性は小さい。 

常設低圧代替注水系ポンプモータ，代替燃料プール冷却系ポンプモータ，代替循環

冷却系ポンプモータ及び格納容器圧力逃がし装置移送ポンプモータは新たに設置さ

れるが，代表機器と同様，回転子棒及び回転子エンドリングはアルミダイキャストで

一体形成され，スロット内にアルミニウムが充満した状態で回転子棒が形成されてい

ることから，回転子棒とスロットの間に隙間や緩みは生じないため，繰返し応力によ

る疲労割れが発生する可能性は小さいと考える。 

したがって，回転子棒及び回転子エンドリングの疲労割れは高経年化対策上着目す

べき経年劣化事象ではないと判断する。 
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